
様式1号(事務事業評価)

1 

f 二王小項目(基本事業)

コミュニティ組織の活性化

日回市民活動課係協働推進課平成26年度事務事業評価シート|課'局面室・所(係)I 

ー|市孟語Eづくり協議会、校区ふるさとづくり協議会の運営
芸|又は実施事業に対して補助金を交付する。
概|また、市ふるさとづくり協議会については、会計や庶務な
裏|どの事務的支援を行う。

歳、入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
調割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 10.0.% 3，0.47，0.0.0. 3，0.45，635 

合計 1. 3，0.47，0.0.0. 3，0.45，635 

経常
交付税
算入

|人エ数(A役)I~人件費(円) 1 
| o吋 3，0.64，4351

歳 r 出 予算現額(円) 決算額f円)
市ふるさとづくり協議会補助金 70.0.，0.0.0. 70.0.，0.0.0. 

支 校区ふるさとづくり協議会補助金 2，313，0.0.0. 2，313，0.0.0. 
出
事務費等 34，0.0.0. 32，635 

訳内

三合ム計 0.47，0.0.0 3，045，635 3，0.47，0.0. 

. a 且za ， . Ezz~ 
木件費概算

H24 若動指標、または成果指標:

1::::::::::~Jf~r::::]:::::::::n:~:!.~ 1 1活動指標:市ふるさとの組織数(事業数)
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21活動指標:各校区ふるさとの組織数(事業数)

3 

l自治体関与の妥当性 l妥当である
妥 1・山l与・・・2一山・ | 
当二 l目的の妥当性 |妥当である
性トん;;.;;::;.;.......，....:........1
|対象(受益者)の妥当性|妥当である

コスト効率 1 適正である

実施主体の適正化 |適正である

説副長晶玉f;;......l 孟.~~~....I

.:1目標達成度

三宮l持者需拡;:;|::55klE淳子三そ:::::::::
上位施震(の貢献度1貢献している

効
率
性

.... 
市ふるさとづくり協議会については、平成26年度中に会計・庶務などの自立をほぼ達成することが出来たので、今後、完全
自立に向けて、会員の意識・知識向上のため、行政として助言等、引き続き行っていく。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

2 日回市民活動係協働推進課平成26年度事務事業評価シート|課・局面室刊(係)I 

一歳 入一二三 z 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金..ミ

員オ 県支出金
源割
地方債

肉、合
訳 その他 手数料 2，000 200 

一般財源 99~也 63，687，000 63，119，294 

4ロ』 計 63，689，000 63;119，494 

歳 出 予算現額(円)型車璽(円)

自治会事務費補助金 58，961，000 58，452，049 

支 文書配布委託料 2，137，000 2，129，760 
出
自治会連合会補助金 2，310，000 2，310，000 

、訳肉、 事務費等 281，000 227，685 

合計 ト 63，689，000う"63，119，494 

臨時団一
|入工数{人役)1壬.入件費(円)1 

=1 1.251 6，964，6251 

活動指標;または戒果指標 ニ

1 1活動指標:広報紙等配布団数

21活動指標:補助金交付対象自治会数
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…ヮ“一31成果指標:自治会加入世帯数

妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である

目的の妥当性 |妥当である 1

4I対象慢益者)1の妥当世|妥当である

l:::iスト効率 |適正である
劫|ふ τ|

f率 .1実施主体の適正化 1適正である
性 ~............................................I

.負担割合の適正化 |適正である

l目標達成度
有三b'~;"'è..;;;;;;...;. ，::;;:~.;.:;;.;;，;~:.1

効τ三|類似事業lの存在 1存在しない
7住 '1.:...::...;;.;;;.;;......;.....;;....，...;.1
l上位施策への貢献度|貢献している .. 
①近年、アパート等の集合住宅において、自治会未加入の世帯が増加しており、地域コミューアイの維持が困難になりつつ
ある。(自治会未加入 H18.4/1162世帯→ H27.4/1749世帯)今後、自治会連合会等と連携をはかりながら、
自治会加入率の解消に努める。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



平成26年度事務事業評価シート|課品呈冒所(係)1 協働推進課

事|補助蚕扇寸規則吾爾E基づき7面扇コミュニティの活動
業|拠点である自治会館の建設、用地取得、増改築等に係る
概|経費を補助する。

要

歳 γ 出 予算現額(円) 決算額(円)I 
自治会館建設補助金 6，600，000 6，540，000 

ー支出

内
訳

T 歳:子大

国庫支由金

財 県支出金
j原割
地方債内合

訳 その他 J

一般財源

様式1号(事務事業評価)

市民活動係 | 回 F下τI

予算現額(円) 決算額(円)

100% 6，600，000 6，540，000 

---j口A. 言十 6，600，000 6，~4Q，OOO 合計二三 6，600，000 6~5~0，OOO 

一般 経常

活動指標L吉正直球果商事 |H24よ

1 4 

1 I活動指標:補助金交付決定件数
100.00% I 100.00略

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である
妥 L・t・ふ-…H・M・....・ り l 
当l目的の妥当性 |妥当である
性ド | 
|対象(受益者〉の妥当性|妥当である

1コスト効率 |適正である
三劫 ~"""""，/"，:;""， ':........:..........I 
T 率 |実施主体の適正化 |適正である
=性 I.;......:;;:~.;~;..........，;...，;;.:;......I

負担割合の適正化 |適正である

二.目標達成度 1達成している
有ζト山"・ H ぷ ..1 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1...:..…そ...，:.;;..... .;... .;.;. :~: ;:;1............ ..... ....... .....1 
と一 、 i上位施策への貢献度l貢献している ... 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

4 日回一市民j活動係

コミュニティ助成事業

協働推進課平成26年度事務事業評価シート|課喝室・所(係)I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

地域コミュニティ事業助成金 2，500，000 2，500，000 

;棋由主両会三

言十 1... 2，500，000 2，500，000 

決算額T円〕予算現額(円)三士三三歳三九=

l国庫支出金
慰斗県支出金
源割~土1*.
内二世望ロトーーーーーー
訳 |その他

一般財源

計

凶
※上段:目標

2，500，000 

経常

2，500，000 

2，500，000 

2，500，0001 

宝くじ助成金

.0.. 
Eヨ

入{年間l;入;工数(人役)1 
r1 0.11 入件費概算

活動指標、または成果指標

1 I活動指標:年間備品貸出日数

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である‘
妥 f......;;沿いり.......・H・..........・1.............................1
当 l目的の妥当性 |妥当である
性 lι一 |
二 二|対象(受益者〕の妥当性|妥当である

Iコスト効率 1 適正である
効 1...........................，，;;.:............1
率 |実施主体の適正化 |概ね適正である
性~..，:....;...，，;:;.:..;，c ご|

負担割合の適正化 |適正である

|目標達成度 |達成している

!t柄拘FH;::::[:日5::lf11551HR5551台所持子.......
上位施策伐の貢献度|貢献している

..... 
類似の助成金事業も調査研修し、各種団体に情報提供できる体制を構築する必要がある。(ホ ムページ等の活用)

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局冒室冊{係)1 協働推進課 '1 市民活動係 | 回 1 -1 5 
小項目(基本事業)

地域イベント・行事の活性化

事|ふるさと創生事業により整備したほたる飼育設備の維持
l管理及び飼育に必要な経費の一部を助成することで、そ
ま|の活動を支援する。 に日1 -.~~._-~~， ~U I，T 出|る

要1 1意図|ほたる飼育による環境意識の醸成と地域の活性化を図る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

ほたる飼育管理助成金 150，000 150，000 

一支
出
内
訳

44E』ヨ 計 マ150，000|ニ 150~00Ö

人件費概算 |人工数吋|去件費ぺ1.I想見|無|同町l一般

歳入 予算現額(円)三7決算額f円)

国庫支出金

ニ喜酎毎ご良，号;三事i

県支出金

地方債

壬の{直

一般財源 100~も 150，000 150，000 

一一一一二一合 計 150，000 150，000 

経常

12 1 12 

H25 活動指標、または成果指標仁 H24 

1 1活動指標:ほたる飼育関連行事数 •• 
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21成果指標:ほたる幼虫放流箇所数
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31成果指標:ほたる幼虫放流数 6，300 4，300 
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自治体関与の妥当性|妥当である

当 |目的の妥当性 |妥当である
性 ~......................;....................;I

対象〔受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 | 適正である
効 k三2 丙 1.............................1
;率三|実施主体の適正化 |適正である
ごニ住ド・・ .，...，.....................1 
負担割合の適正化 |適正である

目標達成度 1達成している
有 }トい"叩……….. 叩….. 山……….. 叩山.. 山….. 山，...………….. 山….. 川.....……"山…....……H……..……...…… .. 山…掬"山...… 1.............................1 
効 |類似事業の存在J ご 1 存在しない|
性 ト一...ザ出ιふ;λιh日.…h…一j戸…=ιぷ..山6
て三I上位施策への貢献度|貢献している

|課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.. 

聞



様式1号(事務事業評価)

市民活動係 1 INol 卜| 6 1 平成26年度事務事業評価シート|課唱宮田所(係)I 協働推進課

中項目(十日、

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

三F事三三諸三宅~一
諸行事補助金 5，660，000 5，512，280 

γ 合主計 4 5，660，000 5，512;280 

| 二歳太 予算現額{円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源 100% 5，660，000 5，512，280 

合一計 5，660，000 5，512，280 

木{牛費概算 l大エ数t官;いま引|官|無|同問| 一般 経常

三若動指標、またlま~.罰百覆

活動指標:補助金を交付する地域振興諸行事の
数

H24 
13 

21成果指標:地域振興諸行事への参加人数

H25 

14 

12 I 15 
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210，600 1 250，300 

124.00% I 147.00% 

3 

主三三ず三三， 1自治体聞与の妥2蔓望性| 妥当である I I 
-雪言 |目的の芸釘当一雇一三....三}.......， 妥当である 1.....................................................................................................................................................................1 

性 }トトト"……….. … .. ……… .. … .. … .. ……… .. … .. ….. 一一一….. … .. 一.
対象〈受益者)の妥当性l妥当である

コスト効率 |適正である
効 ト・・--……・…H・H・...….".1.............................1

~cn警施主性の是正生...1概ね適正~~.~lイ三ントの主催田空が事警男子務?含めてちるfう門立を促進す三必需3ある。
|三 I負担割合の適正記 1概ね適正である|行政としてのイベント支援の方法を統一する必要がある。
目標達成度三 |達成している

ー有 ト-…..・叩y…同 ，..:........1 
効 |類似事業め存在 |存在しない

性 …=ー一...…H・H ・...."....'..rl
1-上位施策への貢献度|貢献している .. 
①各種イベントへの支援は、補助金だけを交付する場合や補助金の交付と併せて人的支援も行う場合があるため、支援の
方法を統一する必要がある。イベント準備・片付け等の人的支援は廃止の方法で少しずつ調整しており、イベント主催団体
の完全自立に向けて、引き続き進めてして。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



、平成26年度事務事業評価シート|課局室 z所得)I 協働推進課

様式1号(事務事業評価)

市臨動係 I INol 卜| 7 ・

市民活動支援事業

......，市民語扇}こ関する情報の提供， .)人材丙育語、機材・会場
主|の提供などを行うことで、市民の自主的・主体的な社会活
毒|動を促進する。また、市民活動支援センターについては、
要|調査研究に努める。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円〕

消耗品費 12，000 10，667 

、合三 ~t 12，000 ;10，667 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

茸訳E 三:喜よJ 

国庫支出金

県支出金

地方債

その他 t

ー般財源 100% 12，000 10，667 

AEb2 h 計 12，000 10，667 

人件費概算 |人工数(漂い{需拡II想見|無|同盟| 一般 経常

活動指標、または成果指標 H24 H25 

1 I成果指標:NPO法人の認証数

2 

3 

言明!???警告|京三労 l
I fi [目的の手当性 |妥当である

対象C受益者)の妥当性| 妥当である

;'f~ト効率 | 適… l効 :k:;;;....~;....;，..........................1

率三I実施主体の適正化 |適正である E

7桂三I 山 ・…-一 ....1.............................1.
負担割合の適正化ブ|適正である

|目標達成度:
有 ト・-m-NZ"iMm・-……山山・.1.............................1
効 |類J似事業の存在 | 存在する |園、県、財団法人等が行う支援事業
性?恒三....・H ・....………H・H ・....1.............................1
}土位施策への貢献度|概ね貢献している|市民活動支援の全体的な底上げが必要である。.ト
①NPO法人等の支援及び育成を図る必要があるため、既存のNPO法人の現状把握を行い、改善点等を洗い出し、 NPO
法人の活性化に繋げる。
②市民活動を行いたい、市民活動に興味がある。といった市民に対して、助成制度等を含めた幅広い情報提供を行い、

課題 様々な情報に触れる機会を与え、その中で必要な情報を基に市民主導で社会参画していく体制を構築する必要がある。

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

閣



目

様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課J局室・所得)I 総務課 法制係 l回 1 -1 13 

事112222恕;事異論21Tt誕百藷221減 1市民及び市民団体
業|業を実施。明22日には文化会館で市民ふれあいのつどいを開手庄|式典の開催、補助金・負担金の交付、啓発物品の貸与、広報活動
概|催。機運を醸成するため、チラシ・ホ・対一記念誌・市勢要覧などをlL三 | 
要|発行。ハVハ。ネルや職旗などの啓発物品を完備。 I意図一二|市民一体感の醸成、躍動感あふれるまちづくり及び知名度めアップ

歳 出 至璽現顔(円) 決算観(円) 歳入 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 1，799，000 1，655，832 国庫支出金

事遡ー委 ー
役務費 357，000 290，007 

備品購入費 519，000 514，840 

負担金、補助及び交付金 1，870，000 1，870，000 

j財原害1)
県支出金

内合
地方債

訳、 その他 魅力 5，000，000 4，784，143 

その他 508，000 453，464 
r 一般財源 53，000 

一合 :言十: I 5，053，000 4，784，143 二合 計 E三 5，053;.000 4，784，143 
. . 旦I且直一， .，F"曹、 b・ ・z..哩望盟E ， 、

木件費概算 一般 臨時

活動指標、または成果指標 1 H24 十一二一主H25

1 1市民ふれあいのつどい参加者数

21市民主催事業開催数

3 

I 会 l.~牧野??子生|烹.~~~....r~.~~.訪問!さザ三~to)芝~，~虫色
当 |目的の妥当性 I妥当である|市民の一体感の醸成、躍動感あふれるまちづくり、知名度アップにつながり、妥当であるロ
性-f'.…ぷ〔山..........…;;.......;..1.............................1
:三|封象I受益者JのA妥当性| 妥当である|市民が対象であり妥当である。

|コネト効率 |適正である|目的に沿った事業を効率的に実施しており、適正である。

|三効|・ 川司;・・… I....;~.:;;:.~~.. ~....l 
率 |実施主体の適正化三|適正である|市が実施主体として取り組む事業であり、適正である。
性 い山町山.........一…........…1.............................1
負担割合の適正化二|適正である|市が経費を負担すべき事業であり、適正である。

目標達成度 |達成している
有三F，.;.:i.......，..;7;;....:........，.........1

t 効 1類似事業の存在 1存在しない
全性 f...................._.........:............:.1 
上位施策への貢献度1貢献している

課題

.. 
今の方後

計画どおり事業を進めることが適当
向性

圏

改善
時期



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課 z局冒室・所{係)1 協働推進課 市民活動係 | 回 1 -1 11 

まち歩きガイドマップ作成補助金 100，000 99，360 

歳入 J 予算現額(円] 決算額(円)

国庫支出金三

財 県支面金子三
源割
地方債三

訳向さ音 その他ぐ

ー般財澗 100，000 99，360 

三 dロ』 計 100，000 ザ 99，360

|三三三歳出 l予算現額(円21'法算額(円〕二

支
出 e

肉
訳

合計三二 I . 100却oJ三 99，360

l人工数t入役)1人件費(円)I I主交位税 I_ I IA ... uiー|
| 0.11 肌 1刈 I葬入 |無|会計由kl 一般 経常

1 I活動指標:ふるさと塾参加人数

21成果指標:ガイド養成人員(H26年度以降)

3 

|妥:|???史実話|実力校|
当三|目的の妥当性 |概ね妥当で、ある|マップを計画的かつ広範に活用する必要がある。
性 1................・H ・H ・.ii......o..… H ・H ・.1.............................1
対象(受益者1の妥当性| 妥当である

コスト効率 |概ね適正である|マップ作成経費の低廉化と在庫管理等を適切に行う必要があるo
効 }トι司守竺t凹州叫リ千戸、，-..…"山…1リ...ド.. 山….. 川.. 山.. 
率 |実施主体の適正化、|適正である|
佐ニ，"k…臥M………--…..….--…..ん.
|負担割合の適正化化 I適正である

有 |目標達竪 I概ね達成している|まち歩きガイドを養成し、活用する仕組みを構築する必要がある。

効 |類似事業の存在 I存在する |他団体で作成している各種マップo
性 f.♂.....・…ー...・M ・--.…:..........1.............................1
壬上位施策への貢献度l貢献している

①今後、まち歩きガイドマップの利活用の仕方について、再検討する必要がある。また、観光課・観光協会との連携を図り、
マップを活用する機会を増やしてして。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

.. 

園



様式1号(事務事業評価)

7 日回

まちづくり市民会議運営事務

市民相談係生活安全課平成26年度事務事業評価シート|課・局面室z所(係)I 

""""市民函有設に対する満足度を高め石王あJ市民との協働
宝|のまちづくりを進める必要がある。そのため、市民の中か
毒|ら委員を公募してまちづくり市民会議を開催し、市政運営
要|上の重要な課題について審議し、市に提言する。

市民との協働のまちづくりの推進。

!と二 歳入 予算現額(円) 決算額(円J

首割ご

国産支出金

県支出金

j内原 合 地方債

訳 その他

一般財源 12，000 。
合計 12，000 z二O

経常
|人工数f人役)十人件費(円)1 
|01  01 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

役務費
戸 12，000 。

支
出

内
訳

合こ計 12;000 三三乙 o
' . 車 d ・ 由

京件費概算

活動指標、または成果指標ー H24 H25 

随時 随時

1会議開催回数 9 2 

2 

3 

自治体関与の妥当性| 妥当である|市政運営上必要なものであり、妥当である。

目的の妥当性 |妥当である|市の抱える重要な課題について審議をするものであり、妥当である。

対象(受益者)の妥当性l妥当である I市民と協働のまちづくりを進めるため、妥当である。

|コスト効率 |適正である|会議開催のための委員保険代であり、適正である。
効二トH・H・...・H・....・H・...・H・H・H・-…寸 | 
率 |実施主f休本の適正化 | 適正である|市民会議は、市が主催すベきものであり弘、適正である。
性 lトト.“山……‘“山……盆u…….……冒...…………..…….日…….“…..且一…'日…….日…ι.日」斗且Jふ....………"……一..………….一……?一一….日…...…
負担;害割雪割i合の適正化 | 適正である|市民会議は、市が負担すベきものであり臥、適正であるo

l占目標違成度 |概ね達成している|重要な議題については、審議を行っている。
有ト-U=; 〉 ・..1.............................1
「劫 I類似事業の存在 |存在しない I

Z 性}…........… .......:..;..;.:....:~..I

上位施策への貢献度l貢献している

妥
当
性

.. 
各年代、各層の幅広い市民が参加する会議とする必要がある。
まちづくり市民会議に付すべきテーマに漏れはないか、継続的に検討する。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めるととが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局面室盲所(係)I 総務課 広報係 回 旦三2

行政情報の共有による市民との協働のまちづくり基盤の構築

薦 出 |予算現額(円)1決算額(円)
旅費 1 13，0001 11，440 

烹CI需用費 1 14，074，0001 14，046，558 

~" 1役務費 1 117，000"1 111，156 

三訳(1使用料及び賃借料 1 952，0001 951，132 

|三 合計 15，156)0001 J5，120，286 
i人エ数c木).木̂-役}汁|二人件費(円)I I 交f件干税}I &0: I 

人件費概算 1 1吋 &ω附O町川7

※上段:目目標

:活動指標、または成呆指標 | 三H24 1 H25 
目月2回年24回|月2回年24回

広報紙発行回数 「完2国平五白1月.2白平五面
100% I 100弛

26，750部 1 26，750部

2 11回当たりの発行部数 L:::~:~;:!~鍔:仁251?滞
100% I 100% 

3 

l'三|自治体関与の妥当性|妥当である|市の施策や業務、生活情報を周知する情報媒体
妥 }・H・H・-・よ........・M・...・H・...……1.............................1
当 |目的の妥当性 | 妥当である|
性 lトH…….. ヤ十.. ……….日………..……….. … .. …....山…….. … .. ……… .. … .. …....…… .. …....……… .. …....……… .. …....……… .. … .. …… .. 山斗.. 
|対象〈受益者)の妥当性l妥当である

マ lコスト効-率 I適正である
効 f.:.:.:.:..;..;.;....;.......................1

1: l熟烹仔空!llFfffや
負担割合の適正化 |適正である

1目標達成度 1概ね達成しーている

有 l一千竺ラ・ ・・|
三効類似事業の存在三 |存在しない
ご性 1....:....;，..;....;;;:........;: 号l
上位施葉への貢献度 j貢献している

..... 

予

180，000 

14，976，000 

15，156，000 

(円)

398，000 

14，722，286 

15，120，286 

経常

市の施策やまちづくりに関する情報等をわかりやすく提供し、市政に対する関心と理解を深め、情報の共有化を図る。紙面の
読みやすさ、親しみゃすさを向上させ。手に取り読んでいただける紙面づくりに努める。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国



. 

様式T号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課 w局副室ー所得)I 総務課 広報係 |Nal .• 1-1 27 

事|現在市蚕情報を伝える手段として広報紙やホー云え二ヲを使
|用しているが、より多くの人や広域へ市政情報を伝える手段とし
業|て、各報道機関への情報伝達・連絡調整を行う、。また、げイイ
概|ンフォメーンヨンを地方紙に掲載する。その他情報伝達手段の検
要l討を行う。

手段|テレビ、ラジオ、新聞等の媒体を利用し情報を発信

歳=出 予算現額(円1|決算額(円)
広告料 312，000 

支
出k

智向三三五

言十 |三 312，000

E 盟副島 ，a 
エ三 li人工数{人役)

入件費概算二>I 0・25

若動指標よまたは成果指標

1 !シティインフォメーション掲載(新聞)

2 

3 

|自治体関与の妥当性l妥当である
妥 1...，........… H・・4
:当 |目的の妥当性 1妥当である
性 1.......:....;:，二・4
|対象〈受益者?の妥当性|妥当である

|コスド効率 |適正である
三効 I-....;，.....................................! 

率 1実施主体の適正化二|適正である
性 1......'.:..........:，.....;長|
I負担割合の適正化 1適正である

目標達成度 |概ね達成している
有 F，.:..;.T:.;.;，;.;，....."..................!.............................!
劫 I類似事業の存在 |存在しない E

性ニ.'1..:;..;...:....................，.......，.....，1
l上位施策への貢献度|貢献している

311，040 

311，040 

，'"担

歳入 予算現額(円) 決算額(円1
国庫支出金

踊内EEZz割会
県支出金

地方債

訳 その他、

一般財源 312，000 311，040 

合 計七二 、312，000 311，040 

経常

.. 
市民がどの媒体から情報を取得しているのか、また取得しやすいのかを考察し、その媒体にて情報を発信できるかどうかを調

査検討する必要がある。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

28 日回広報係総務課平成26年度事務事業評価シート|課局・室・所得)1

(円)

一一一「経常

。

11交付税 l
k 工算入 I

※上段:目標

斗 H24 I 官~
l烈OO~二三JふOOO~二-/
2，030ページ I2，056ページ
101.50% I 102.80覧

600，000件 1600，000件

668，886件 I741，869件
111.50% I 123.60% 

歳三出三 γご」 予算現額C円) 理璽璽(円)

旅費 13，000 11，440 

支 委託料 658，000 657，720 
出
使用料及び賃借料 676，000 656，460 

内
-訳

合ふ計 三 1;347，000 1，32!，i，620 

|人工数(人役)1刻字葺I同司
41  0.251 1，240，2501 

人件費概算

若動指標Lまた語読裏指標

1 I公開ページ数

21アクセス件数

3 

|主 -t空空担行持性|予三~~...J望1-tt:t全児し:ZEE-?????
了当 |目的の妥当性 | 妥当である

1-性 lh|!対象{受益者1の妥当性| 妥当である

コスト効率 | 適正である
効 F，，:'，…._....._..… l

|?官施主語;|適一r:::'.:.............................:.......1 
1負担割合の適正化 l適正である

| 有 l.~目.秀惇妻計存摂空竺史王1J;Lふ._..一一よi一一-三ι....'三.. よ与ふ一iよ.... 云斗....1快?
効 |類似事事:業業の存在 | 存在しない
性}円… ;.;;.;............;..;.........1

| ーI土位施策への貢献度|貢献している .. 
市民の一一ズに合った情報の公開、発信を進めるとともにユーザピ、リアイ、アクセシピリァィを向上させる必要があるoガイド、フ
インに沿ったコンテンツの作成およひ'迅速な公開に心がける。情報発信の手段として、ホームページの重要性を認識し、積

課題
極的かっ適切なページの作成、更新に努める。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

29 日回広報係

三中項目{施策)

市民と行政との協働のまちづくり

総務課平成26年度事務事業評価シート|課E局 E室・所{係)I 

市政情報発信事業(コミュニティFM)

不特定多数の人事|市政情報を伝える手段として、コミュニティFM局サンサンきららを|対象
|活用し、主にイベント、募集などをパーソナリティーが読み上げる
業|シティインフォメーションを放送(1回10分週4回)及び担当者がス
概|タジオでひとつの話題をより詳しく伝えるオリジナル番組を放送
要1(1回30分週1回)する。

(円)

3，069，000 2，669，760 

3，069，000 2，66ll，760 

7歳出 予算現額(円) 型車璽(円)

委託料 3，069，000 2，669，760 

二支
出一

」訳内

合7・言十三三 3，069，000 '. Z~669 ，760 

判一L日
※上段:目標

H24 1 百25~<C
年175回|年208回

しい"………..…1:空主匁1'-巴.17史E思目毘.…….目.一..l......!.羽田.....

交付税
算入

l人工数(人役)1ニ人件費f円)'1
|0.31  1，518，8351 

よ件費概算十

三三三三三竺活動指標、または成果指標三=ーマ

シティインフオメーション放送

オリジナノレ番組(ピックアップ!さんようおのだ)放'….............
21送

3 

I~ I自治体関与の妥-当性妥当である
妥 l.. ・M・...・.，......…毛;~;， .....;..::..;I

当 |目的の妥当性二 |妥当である

生 r~記長主主)雨量判妥当である
|コスト効率 | 適正である

三効 } イ | 

率 |実施主体の適正化主 I適正である
性ト ー l
l負担割合の適正化 |適正である

|目標達成度 |概ね達成じている
有乙一一;;;..，..................................1
12 開似?の存在 |存在しない

且上位施策への貢献度|貢献している .. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課掴局E室・所(係)I 生活安全課 市民相談係 l 回

旦i 、歳入 予算現額(円)。 国庫支出金

訳財車向 割合

県支出金三

地方債

ぞの他

ー般財源 10，000 
合計 10，000 

じ
合計

人件費概算 |人工数吋|入件甑吋 |鷲見|無|同問| 一般

活動指標よまたは成果指標=パ H24 H25 

随時 随時

「対話の日Jの開催回数 7 。
随時 随時

2 「対話の日Jの参加者数 206 。

3 

.自治体関与の妥当性|妥当である|市長が市民と対話をするものであり、妥当である。
妥 I;"~;，;，:;;:，:，;:"，，;:，…山";'"・H ・ .1.........;...................1

当 1目的の妥当性 |妥当である|市政への市民参画を図るためであり、妥当である。
:性 F:....，...;.::..............................I.............................I
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民参画の為であり、妥当である。。

=コスト効率 |適正である|会場を確保するためのものであり、適正である。
効 1..・H・-……..…-ー……ふ1.............................1
率 |実施主体の適正化ニ | 適正である|対話は、市カが王主催すベきであり弘、適正であるo
性 |ト卜.日……一.日…一.. 一ア一冒て一1プ...一1
I負担割合の適正化 |適正である|対話は、市が負担すべきものであり弘、適正であるo

|国目標達成度
三有一 l山………・......・...............，.............................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 |卜卜ト"山……….. ………… .. 山….. 山…困H山.. … .. 山.. …. 
上位施策ヘの貢献度|貢献している .. 
若年層や女性の参加等、より幅広い市民と対話できるように、広報誌・チフシ・街宣等により周知啓発に努めるo

今の後方{ 
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

国

1 -1 8 1 

4決算額(円)

。
?三 O

経常



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課骨室引(係)I 生活安全課 | 市民相談係 | 回

歳出三 予算現額(円) 決算額(円) :歳入 予算現額(円)

委託料 519，000 518，400 国庫支出金

三kぎ主主訳出向

県支出金

地方債

その他

一般財源 519，000 

合計 1 519，000 518，400 合，計三:て 519，QOO 

!江数(守~人で羽|官~I無|同問| 一般

若動指標、または成属音覆

1 1法律相談開催回数

21法律相談者数

3 

|H24  

24 

24 

※上段:目標

H25 

24 

24 

100% I 100.00% 

205 198 

DJヨ

決算額(円)

518，400 

518，400 

経常

|同自治f体本関与の妥当性|妥当である|市民が抱える法律問題を解決するための一助とするものであり、妥当でで、ある。
妥妥キ lトトトい"山………….. 山………….. 山………….. 山………….. 山………….. 山……….. 山…….. 山….“山...ιF
当 |旧目的の妥当性 |妥当である|安定した市民生活を維持するために妥当で、ある。
性 トトトト.. … .. ………… .. …… .. …… .. …..…・M・..…....・H・.....1............:................1
対象[受益者)の妥当性|妥当である

|コスト効率 |概ね適正である|弁護士委託料であり、妥当である。
効トH・H・...….....・H・.....岡山小・H・I・........................・・|
率一三|実施主体の適正化 |適正である|法律相談は、市が主催すべきものであり、適正である。
性巳 1.......…u・...・H・-…一二品"'.，;.1.............................1
l二ご|負担割合む適正化 |適正である|法律相談は、市が負担すべきものであり、適正である。

|有|里子智子".................;.I~~:~とごご
効 l類似事業の存在 |存在しない性・…ι...........................1.............................1
I上位施策への貢献度|貢献している .. 
希望する市民は、全員相談が受けられるように体制を維持する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局宣明(係YI 生活安全課 | 市民相談係 | 回 I -I 12 

歳出:ニ 予算現額(円)uき算額(円)
|支

出

内
訳、

一τ ご合計 。 。

(町

合計三 I . 0 。
示件費概算ご I人恥同人{史認。1 I想見|無|巨百 一般 経常

197 

活動指標、または成果指標 H24キ

随時

H25三 2

随時

1 I要望・苦情の件数 262 

2 

3 

自治体聞;寺与の妥当性| 妥当である|市政運営上必要なものであり、妥当である。
妥 iト.山….. 山….. 山川..可….占山山…}下い山冒刊山.. 
当 |同目的の妥当性 l 妥当である i市民の声を取り入れ、行政施策を進めるため、妥当である。
性 γ f .. …一.….. …… .. …… .. …....………"山…盆“.目一……….. …….目一.日ヨ日…………"……..... …… .. 一.一1… ......1.............................，
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民参画の為であり、妥当である。

| ム|コスト効率 |適正である

JE i計三件王子::|???|吹きぜ1115255-:5255::::
負担割合の適正化 |適正である

目標達成度
有三t，..........................;;:.~;，;， ~......1

効三|類似事業の存在 |存在υ旨い
性 f;，...........;...;."，;.....，...............1
|上位施策:への貢献度|貢献している

• 幅広い年齢層からより多くの市民の声を吸い上げるとともに、その後の事務改善策へ繋げたり、市民との相互理解を図ること
が必要である。要望・苦情事務処理マニュアルを基本として、市民の意義について再度周知し、行政側の意義の醸成を図

り、より適切な対応となるよう努める。
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

-ロ
υ
胃
同
一

-
S
E
E
R
-
γ
J
a
-

-
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課局・室新(係)I 生活安全課 回市民相談係 日 13

士 E市民を対象に、職員による市民生活相談を行う。相談内

芸|容によって、担当課・他の機関弁護士相談等を紹介し、
概l紹介できないものについても、可能な範囲で支援に努め
iる。要・ u

二子歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

合 計二一一三 。 。
E . 』 ..l"_'" I '=z~ 

。
|入工数(人役)1人件費C円71 1交付税

人件関等三一一 I 0叫 印刷5II三算入 経常

言動指標、または成果指標

市民相談件数

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|市民と行政をつなぐ相談体制であり、妥当である。
ご妥ド................…山H・a・-山H・M・..1.............................1
三当 |目的の妥当性 三 |妥当である|市民が市民生活において抱える相談の一助となっており、妥当である。
:性 1...:........…・…........ァH・H ・-….1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

効 Eコろト効率 I適正である
島・・・・・・・ 1・・・・・・H・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・a

率三|実施主体の適正化 |適正である|市民相談は、市が主催すべきであり、妥当である、
|性 f;ぷ“……"…斗............…… l
|負担割合の適正化 、|適正である

|有 l.~.:空想示 l 

効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1..:.;". ;;:.;，~..~." .:;...... .............1 

ご IJ:::位施策への貢献度|貢献している

市民と行政をつなぐため、相談しやすい体制をとるとともに、様々な相談や問い合わせに適切に対応する必要がある。各種
の相談に対して、適切な相談窓口に誘導できるよう、市職員の対応能力の向上に努める。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

---

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 成長戦略室 | |回 E:Lヨ

歳 γ 出 予算現額(円)|決算額(円)

|支
出
l 内

訳

A. 計 。 。
Eヨ

EE 且且且ー， . t r司 、E E a~~s置 r 、

人件費概算

フェイスブ、ック運営事業

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金主

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源

合マ計 。

H24 

一般 則一
J 若動指標、または成裏指標 H25 

1 I記事のアップ数

21リーチ数

3 

ー自治体関与の妥当性|妥当である|市政等に関する情報発信は、行政が行う。
?妥 f.......・…........二H・H・..…..........1.............................1
当 |目的の妥当性 | 妥当である|より早く、幅広く情報発信をすることができる。
性~...;..，..・H・-ム...............………1.............................1

対象(受益者)の妥当性|妥当である

=スト効率 |適正である
効 f;...... ，.，.......， ...:..~;...................1

率 1実施主体の適正化 |適正である
柱 1:.......:.，."，...-.;;:....................;，1
l負担割合の適正化 |適正である

I目標達成度

!!手伝言明::::[::前五.....1五五二.............
上位施策への貢献度|概ね貢献している .. 
様々な部署の情報があり、幅広し、イベント情報等を掲載することがあるので、フェイスブックを活用して迅速により多くの情報
発信に努めていきたし吃考えている。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業

一

事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室冨所(係)I 総務課 回法制係 日 1

|右L己主こ さ三三 l入工数(人役)1入件費(円)号l
-件費概算三-;1 0.11 町，1701

10市情報公開条例に基づき、公開する。
事16情報公開及び個人情報保護に関する専門的知識を
議|有する弁護士と委託契約を締結する。

要

望象|市民全般

手段|情報公開制度の適切な運用

E市民の市政に対する信頼と理解を深め、一層公正で開かれ
た行政運営が推進され、もって市民参加のまちづくりを行う。

=- ~ 千三・ー一一一'ー一日一一{円)

n
u
-
n
u
 

経常

?で τ 活動指標、または耳裏指標 4

公開請求件数

2 

3 

二一一 l自治体関与の妥当性| 妥当である|市が保有する公文書の公開に関するものであり、関与は妥当であるo
--':_--ø-~ ..~.-.-.....・ .H.・............・忌.............・ 1............................. ，

三当主|目的の妥当性三 二|妥当である|市民の市政への参加を促進するものであり、目的は妥当である。
性 ct;;;，;~~..;.，;!"".…"“........…1.............................1 

J |討象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民全般を対象としており、妥当である。

効月ト効率~"..，....""."，......1概ね適正でで|うピー料の烹空徴収し--cい会
|率~I実施拍車化 |概柑正で抗|市が保有する公文書の公開に対するものであり、関与は妥吋る。
;世-k.".:""_~...;:y.2，ir，.."-，，.，:.+............................I 

|負担割合の適正化ょこ I概ね適正である|本市の自治事務である0

目摂達成度

効 |類取事業の存在 |存在しない
性ト…ー忌予子 | 
1 タ|上位施貰元役三献度|貢献している

市民が公文書の公開請求を行おうとするときに、容易に目録を検索することができるよう、当該機能を搭載した文書管理シス
テムに更新を行うことが求められる。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

.. 

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所(係)1 総務課 法制係 i 回 cc己

市個人情報保護条例に基づき、市民に対して、自己情報 対象 市民全般

事
の開示請求権及び訂正請求権を保障し、市においては、

手段個人情報の収集、利用、管理という一連の過程における 個人情報保護制度の適切な運用
適正な取り扱いについて基本的な/レーノレを定める。概業

個人情報の保護を図るとともに、情報公開制度と併せ、市民
要

2意図 の行政情報に対する請求権が体系的に整備されることにな
J一一一一一、-一一
り、聞かれた市政が一層推進される。

/ 

18，000 。
6，000 。

ご 24，00Q 。
1木工数(入役)1人件費C円).1 

二 人件費概算 二一三 1 0.11 557，1701 

1 活動指標、ま正面市裏指標 |三主 1:124-1 H25 
設定しない|設定しない

1 1開示請求件数 32件 1 29件

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である l市が保有する個人情報の開示に関するものであり、関与は妥当である。
翌一……………….1............................1
当二斗目的の妥当性 ;よ寸| 妥当である|市民の市政への参加を促進するものであり仇、目的は妥当であるo

1正戸戸三7竺一てで竺:士7一ご一性1"干l'卜卜卜.. ………..….“….….“……….ι……;ι一..………置“...….“一…盆一了
|対象(受草者範7の妥当性| 妥当である|市民全般を対象としており弘、妥当である。

.コスF繭菊率一:一 |概ね適正である1::1コヒピロ}料の実費を徴収している。
効 1......'…一.....・e・-………H・M ・1............................1
率 |実施主体の適正化 |概ね適正である|市が保有する個人情報の開示に関するものであり、関与は妥当である。
性I-?.. 戸川・…"・H・M ・......・.....1............................1
二ユ|負担割合の適正化 |概ね適正である|本市の自治事務である。

l同目標達成度 r

有 !ト&一.. 二一守L一一ぷ一.“…山.. 山‘一...….一=一一…..… … 旨E一.戸山…-一一.n，二Lニ斗"よム，よぶ...斗ι=
τ効 |類似事業の存在可 1存在しない

|11_1エ雨量二石員長引員長以'~6'l .. 
社会保障・税番号制度の実施に伴い、市個人情報保護条例の所要の改正を行う予定である。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固

四7

経常

O 

;00 



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課a局一室冒所得)I 生活安全課 | 市民相談係 I INol 卜I9 I 

中項目(施策)

市民と行政との協働のまちづくり

ーよl市耐亨来や市医長両三重天な影響のある事項につい
主|て、市民に情報を提供し、共有するため、事前に各地区

高|に出向き、市の方針を説明する市政説明会を開催する。

要

予 (円)

。

J 二モ主r マ露三人 工|予算現額(円)1決草覇I再J
二|国庫支出金守

M二三|県支出金
日軍事U~土言
|地方債丙三合にどJISO.

訳三 |その他

|一般財源

|工 合計へ三 7 二 I . ~.QI 0 

|人工数(人役)I人件費f円JI I交付税 1__1 I乙 I .'" I 
三ご人件費概算 ;. r，-~，n~~1 n.. H "01 1 算入 | 無 1 1三釘種別| 一般 | 経常

活動指標、または成果指標 H24 H25 

随時 随時

1市政説明会開催回数 。 12 

随時 随時

2 参加人数 。 279 

3 

自治体関与の妥当性| 妥当である I市政運営上必要なものであり、妥当である。
妥ト........…子ふ山・......…M・M・1 ・↓

当 |目的同妥当性 | 妥当である|市の抱える重要な課題について審議をするものであり、妥当である。
性…一一H・.......................~..… 1.............................1ト
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民と協働のまちづくりを進めるため、妥当である。

|コスト効率 二|適正である|
:効 C!;，................・H・-…一…山1.............................1
三率 |実施主体の適正化 |適正である|市政説明会は、市が主催すべきものであり、適正である。
ァ性トH ・H ・...・H・・P・-…H・M ・;;.1.............................，
|負担割合の適正化、|適正である|市政説明会は、市が負担すべきものであり、適正である。

有|哲男子 I~~~~~~.~.~~I烹竺宇!121.Yfたし:た
劫 I類似事業の存在 |存在しない
、佐 f~;........ ~...:. ;... ...~..... ，.;，.. ...;.;".， 
上位施策への貢献度|貢献している .. 
若年層や女性等、より幅広い市民に参加してもらえるよう、広報誌・チフシ・街宣等により周知啓発に努める。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業

一
事
一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局冒室冒所(係)I 生活安全課

事|市民がJ行政に対する理解と蘭d防爾;市民参加によ
業|る市民本位の開かれた市政を目指すため、市民(団体)
概|からの申し出により、職員を講師として出前講座を実施す
lる。要， -0  

二予歳出 予算現額(円) 望星璽(円)

需用費 1，000 1，000 

.g. ヨ 言十 1，000 ニ 1，000

ー l人工数{人役)I人性責(円)I 
人件費概算二ト 1 0.21 山 4，3401

市民相談係 回 E工10

ニ 2 歳入 予算現額L円) 決算額(円)
一b一一一 国庫支出金

財 県支出金

源肉~割合白地方債

訳 その他

一般財源 1，000 1，000 

合計 1，000 1:ι1，000 

l
l
l
標
一
同
同

値

山

一

:

ー
一
段

l
i
i
上

j
i
 

:

i

 

!

i

 

併入-一

交

3
-

経常

活動指標、または成果指標 H24 、H25

50 50 

出前講座実施回数 31 37 

62% 74% 

1000 1000 

2 出前講座参加人数 1126 993 

113% 99% 

3 

I自治体関与の妥当性| 妥当である|市政運営上必要なものであり、妥当である。
至~:';F'"':'''νH・a・…H・H・-…日.....，..1............................. ，
?当 |目的の妥当性 |妥当である|市政への市民参画を図るためであり、妥当である。
三性ト....................…一…H ・H ・.....'.1.............................1
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市民と協働のまちづくりを進めるため、妥当である。

コスト効率 | 適正である

i l再投手持~:!:~::::::r::持言子主長:5E去E5去:三iヨ涜涜5お京広引?zz王王引汀，"'1巴1:巴:54説掃H示持言#丙持-争肘肘科民広!-5長主区日ii5E王ヨ.:::ヨヨ万;;;ヨヨ::3ヨ:3E?日:
号三1二I質担割合の適正{ι | 適正である
|目標達成度 |概ね達成している

よ有}一 引 l
効 |類似享業の存在三 I存在しない
性性，~↓lト.一…山ぶ….
I上位施策への貢献度|貢献している .. 
市民の一一ズに見合う講座を提供するとともに、市民への周知が必要である。
市民が利用しやすし、ように毎年度講座メニューの見直しを行う。また、事業の周知に努める。

課題

(今の後方
計画どおり事業を進めるととが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

6 日回庶務調査係議会事務局平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 

議会だより発行事務

(円)

1，198，560 

1，198，560 

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

印刷製本費 1，198，560 1，123，200 

三 出時司
内
訳

.gコ崎 計 1，198，560 二、1，123，200

経常凶
※上段:目標

団一
人件費(円)1 

2竺竺l
|人工教は夜刀

10.61 

7音量事標、または成果指標

11市内全世帯に対する発行部数

21年開発行回数

3 

自j治台{体本閤与の妥当性| 妥当である|条例に規定されている
妥 lト卜トM山…'"吉子♂♂H山……..山山..川山…….“山山..山山..川..……..山……….. 山山.. 川山.“山.“.山……….. 山...山……….. 山…….. 山….. 山.“….
当γI旧目的の妥当性 1 妥当である|議会で決定された内容や各議員の議案に対する賛否等、市民にわカかミ吻りやすく伝える
性 1......・M・......・H・.....・H・-一........ト・........................1
.対象(受益者)の妥当性|妥当である|市民

lz hスト効率 l適正である|印刷製本業務1;:--::>1.<'ては入札を実施
効 1..:，.......;;;;;............................1.............................1
率 |実施主体の適正化 |適正である|特別委員会において編集作業等を実施
性 r.;・M・-…"nu--Lin--…1....................・|
I負担割合の適正化 |適正である|他に負担すべき者はいない

_ I目標達成度 |概ね達成している
有}…..……...................:........1
効 |類似事業の存在三 |存在しない

1 位tエ半面長-二ぷ首長|首長-cz-L・3・・ ... 
課題

今の方後、
計画どおり事業を進めることが適当

改善

I自性 、 時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室個所(係)I 議会事務局 | 庶務調査係 I INol 卜I7 I 

ー1インターネットを利用した本会議の中継、録画映像の配
事|信、会議録、各種報告書の掲載、交際費、政務活動費の
概|使途公開など、議会情報の公開を進める。今後、情報技
要|術の発達を踏まえた多様な広報手段段を活用する。

歳出 予算現額〔円) 決算額(円)

委託料 1，752，797 1，752，797 

支
命出

内
訳

、.g.ヨ 計 1，752，797 1，752，797 

人件費概算 2

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

踊財 割

国庫支出金

県支出金

内合
地方債

訳 その他

一般財源 1，752，797 1，752，797 

dロh 計 1，752，797 1，752，797 

2559 

一般 経常

三二吉覇指標、または成果指標

1 1議会中継視聴者延べ人数(公民館等含む)

H24 
6000 

H25 

6000 

6265 

21会議録の閲覧者数

42.65弛 I 104.40% 
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 82.66覧 I 253.57% 

3 

ー自治体関与の妥当性|妥当である|議会の決定により事務局が行う
4 妥:ト……......………川J…1.............................1
当ごJ目的の妥当性一三 |妥当である|情報公開のより一層の推進
二性」 ト..........・H・-男H・M・........・H・..…..1...............・H・..........1
lI対象l是益重)の妥当性| 妥当である|条例の規定、議会の決定によりさまざまな議会情報を公開

'適正である|議会中継、録画映像配信、会議録検索システムは委託コスト効率J
効， lu~.ou.c.;;..山・H・H・u…....・H ・H ・ '...1.............................1

率二|実施主体の適正化 1適正である|技術的に難しいもの以外は職員で対応
住二トH・H・.....・M・...・M・...........…ι.;;.1.............................1
|負担割合の適正化 |適正である|他に負担すべき者がいない

I ~cJ~幣黙 ，...1黙.rflFF??門L.-CV¥0 
効三|類似事業の存在 • 1存在しない
柱 I・・H・H・...・P・n・・…....・H・-…J…・・l
上位施策への貢献度|貢献している .. 

課題

:今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

日阻ー人権推進係

人権の花運動事業

ー l人雇啓蚕語動地方委託事業であるI人権の花J運動を、
主|平成20年度から宇部人権啓発活動地域ネツトワーク協議
担~I会で実施することとなり、協議会構成員である市が人権擁
婁|護委員と連携をとりながら、毎年市内の小学校2校におい
lて実施する。

平成26年度事務事業評価シート|課・局E室・所(係)I人権・男女共同参画室|

歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金 10/10 45，000 45，000 
頼割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 ニー 828 828 

:合計 45;828 ご 45，828

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

消耗品費 45，828 45，828 

支
J 出

内
訳

合計 ， 405，828 .45，828 

経常
交付税 1 血 | 
算左 I市 | 

※上段:目標

H24. 1 H25 

2校 1 2校

2校 1 2校

l00.00% I 100.00% 

2校 1 2校

2校 1 2校

|人工数(人役)1人件費(円)1 
j0.251 1，392，9251 

=入件費概算

啓発効果があったと担当教諭が評価した事業実21 
施校数

若動指標、または成果指標

1 1事業実施校数

L_三=と

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である|市は実施主体であるネットワーク協議会の構成団体であり、妥当である。

目的の妥当性 |妥当である|小学校児童の人権尊重思想を育むという目的で実施しており、妥当である。

対象〈受益者)の妥当性|妥当である|ネットワーク協議会で協議した上で毎年2校となっており、妥当である。

三三|コ;ミト効率 | 適正である |国からの再委託事業であり、一般財源による支出はほぼない。人権擁護委員と協力して実施している。
悲 ι…H・M・..……H・M・.;..;..~..1..... ........................1 
率 |実施主体の適正化ニ|概ね適正である|市はネットワーク協議会の構成団体であり、人権擁護委員と連携し実施することは概ね妥当である。
性 ~..・E・.....・H・H・-“・・H・H・-…ぷ…|…・・・・ i 
|負担割合の適正化 |概ね適正である|県補助金が交付される。(再委託の3事業併せてほぼ100%)

有目事達成度 |達成している|実施小学校への問吋童の人権尊重思想を育むこと叫がつ吋明告が吋成山る。
1ト・ "~'_'~'H里・更刷....・・‘・"・・・・・・・・・・・・・・・・・・同'1 ・・n・・a ・ 2・・・・ E・・・・・・・・・・・・・・・ a

効 τと|類根事業の存在 |存在しない
性司……....・.....................;，;.~...I 
|主位施策への貢献度|貢献している .ト
前年度の課題としていた、翌年度実施校への事前要請(人権擁護委員担当)を、前年度の2月より早い時期にすることができ
た。今後も同様としたい。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課唱宮・所得)I人権・男女共同参画室|

ー『人権啓嘉詰動地方委託事業の一環t:L--riヒューマンフ工
芸|スタさんようおのだ~人権を考えるつどい~Jを開催し、講
棚|演、市内小中学校から募集した人権啓発作品(ポスター、|手段

霊|標語、詩)の掲示・表彰、啓発物品の配布を通し、人権啓
1発を図る。

人権推進係

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) I 三歳入 γ

講師謝礼 43，140 40，000 

E主三業I閉a 主
費用弁償 11，660 11，660 

賞賜金 7，000 6，500 

訳 消耗品費 32，248 32，248 

印刷製本費 211，484 205，840 

合計三 305，532 I A96;248 
l人工数(人役)1入件費{円)1 

061 3，343，0201 
人件費概算;

二百動指標、または成果指標?壬 --てで

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

dEb2 • 富十

交付税
算入 己i
※上段:目標

1回 1 1回
1 1事業実施回数

実施後アンケートにおける本事業の評価が「良
21 
かった」または「まあまあ良かったJであった割合

3 

1............1目"・・....1.........・1@] 

10/10 

回 日 2 

予算現額(円) 決算額(円)

282，760 282，760 

22，772・ 13，488 

子主 305)532 296，248 

経常

|自治体関与の妥当性|妥当である|人権啓発活動地方委託事業の一環であり、市が推進することは妥当である。
妥 r.・H・.....……u………….1.............................1
当 |目的の妥当性 | 妥当である|人権が尊重された地域社会の実現をめざすための啓発事業であるので、妥当である。
性}……H ・H ・H ・H ・....…・M ・.:.:::;1.............................1
|対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|幅広い周知を図る必要がある。

|同司又ト効率 l適正である|国からの再委託事業であり仇、一般財源による支出はほとんどなく、妥当であるo
効 ιふト.而亙hい川.. ι.主山-
，率よ寸|実施主体の適正化 |概ね適正である叶|人権啓発活動地方委託事業の一環であり、市が主体で実施することは妥当であるo
;性 壬IドM山…….. ……… .. ………且u山且H山且...山山白.. …….“… .. 山......・H ・-…....;....;，;.1.............................1
|負担割合の適正化 1適正である|県補助金が交付されるo (再委託の3事業併せてほlぽま100%)

| 有 l.~目"?宇苧号空皇T史雪さf王空
効 |類似事業の存在 |存在しない

性主lドH一…ι一.石ι J 
Ir土位施策への貢献度I貢献している .. 
幅広い年齢層への啓発事業としたいため、実施にあたり託児所を用意し、小さな子どもを持つ親の世代も参加しやすい事業
としたい。

|謀題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課'局・室冒所(係)I人権・男女共同参画室| 人権推進係 1 ffiヨ 1-1 3 1 

事|人権啓嘉詰動地方委託事業め一嘉el--C，著名人、学識
業!経験者、当該問題の関係者等を招き、様々な人権問題を
概i取り上げて、人権啓発に関わる講座(年4回)を開催する。

要

歳 出 予算現額(円) 決算額(円J
講師謝礼 38，000 38，000 

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

|支 費用弁償 2，800 2，800 
出 源財 割

県支出金 10/10 41，240 41，240 

z 

肉
消耗品費 440 440 

内合
地方債

訳 訳 その他
一一一」 ー

一般財調 ' 

合三三計り 41，240 41，240 合計 41，240 41，240 

' 且 a . Z国且
人件費概算 i人工数(人記r入 I官|無|匝品川 一般 経常

活動指標、または成果指標三 1 H24 1 H25ε 
1 4回 1 4回

1 I実施回数 1 4回 1 4回

100.00% I 100.00% 

I 100% I 100覧
事後アンケートにおける本事業の評価が「大し、に| ・..........寸
2 1~.I~~v_< J-; ~ .. :;~~<~nJI-?' ，~";~n ~~;.~~'\( -1'- I 88% I 89% 
役に立つJまたは「役に立つ」で、あった割合 I............':.:-:.~.......... .j. 

3 

88.00略 I 89.00% 

1自治体関与の妥当性|妥当である|人権啓発活動地方委託事業の一環であり、市が推進することは妥当である。
妥 }トトト.. 山...…….. 山山…….. 山山…….. 山….“山….“山....……….叫山山….帥山山.. 山..山……….. 川...….. 山..ヨ..山 .… .. 一.
当 |目的の妥当性 1 妥当である|人権が尊重された地域社会の実現をめざすための啓発事業であるので、妥当である。
性}…........-.....・H・....ぷιーH・M ・1.............................1
対象C呈益者)の妥当性|概ね妥当である|幅広い周知を図る必要がある。

コ^ト効率 |概ね適正である|固からの再委託事業であり、一般財源のよる支出はほぼない。最低限の人員で実施しているo

i|時帰京:|持活伝子今日動静狂言351;2112515日15三231;:
負担割合の適正化 |適正である|県補助金が交付される。(再委託の3事業併せてほぽ100%)

l 有~.~.:性控;よ I~.~~~~士三I.~~空?とヨヨたでpfr?????円;Ò~;b0o
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}示.....;.;.............................1
|;王位施策への貢献度|貢献している

.... 
県を通じての国からの再委託事業で、県支出金は金額が決まっており、最小経費で最大の効果を期待されるが、市民の自
主的な参加が見込めるタイムリーな人権問題に対応する講師選定に苦慮している。今後も社会情勢、人権関係の情報収集
に努め、さらに人権尊重のまちになるよう、効果的な内容で啓発することが必要。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

平成26年度は、第1回の講座が台風により中止となったため、 3回の実施となった。



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課品宣明(係)I人権・男女共同参画室| 人権推進係 | 回

大項目(政策)

事|日々新たな人権課題が発生する中、職員の資質向丘おいて外部研修
lは必須であるため、人権啓発担当者を、県主催人権ふれあいフェステイバ
業|ル及び人権関係団体主催研修会に派遣し、職員の資質向上を図り、人権
概|啓発活動のレベルアップを図る。また、人権関係団体への他市町の対応
要l動向について情報収集を行い、適切な対応に万全を期する。

旦と

手段 l県主催人権ふれあいフェスティパノレへの参加及び人権関係団体主催研修会への派遣

職員の人権啓発活動のレベルアップ及び人権関係団体の適切な対応

= 歳子出 J 予算現額(円) 決算額(円)

普通旅費 10，400 7，800 

月三主品出面~...三三=工、主f 一一
消耗品費 10，000 10，000 

通行料 18，000 7，820 

4E』ヨ 百十 38，400 一三~25 ， 620

EE  且UL，. tn. 、 .11l1.:';;;t;;且，~、|

若動指標よまたは成果指標 = 

県主催人権ふれあし、フェスティパノレへの参加回

数

21人権関係団体主催研修会への参加回数

歳入 予算!Jl額1円) 決算額C円)
国庫支出金

財 県支出金 ? 
j原割
地方債三主内合

訳 その他三三二三三

一般財調ニ二一 38，400 25，620 

f合一計 ζ 三 38，400 25，620 

一般 経常

1回 1 1回
E
m
』

川
一
回
∞一
2

100.00% 

2回

2回 2回

100.00% 100.00%. 

3 

l自治体関与の妥当性| 妥当である|人権啓発担当職員の資質向上、他市町の動向に関する情報収集や団体対応のため必要である。
歪 L.:.......・M・...山山.............…..1.............................1
| 当 l目的の妥当性..:..........1 妥当である|人権啓発担当職員の資質向上、他市町の動向に関する情報収集や団体対応のため必要である。
性 f.........o......;...............;...........I.............................j
対象(受益者)の妥当性|概ね妥当である|人権啓発担当職員の資質向上、他市町の動向に関する情報収集や団体対応のため必要である。

ヌスド効率 |概ね適正である

iJ 烹今弘]号主ヨ.房号子主#f.♂主#ヨヨ#.今.?
| 負担割合の適正化 |概ね適正である

|目標達成度二 |概ね達成している

| 有 ト…....・川・・・ "...1 
効 |類似事業の存在 |存在しない

性 I…←.. ・・ l 
lt位施策への貢献度|貢献している

.レ
人権啓発担当職員の資質向上、市民に対する人権啓発活動のレベノレアップ、県下他市町の動向に関する情報収集等、万

全に対応できるようにする。県人権担当部局から、これらの研修会に出席するよう、毎年指導を受けている。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室置所(係)I 社会教育課

-
|
』
標

一
一
同
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L
一
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一
1117寸
|
寸
l

M
一
回
一
回
一
肌

H一

3
…
-3
一日

事|年3回程度の開催で主に次のことについて協議。①今年
!:I度の人権教育推進計画について@人権教育推進講座、
ま|ヒューマンフェスタさんようおのだ③次年度への課題につ
喜|いて。委員は、地区自治会・校長会・PTA連合会保護
l司会・子ども会・人権擁護委員・連合女性会等で構成。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

報酬 114，000 92，000 

支
出
内
訳

dロ，.， 計 1l4，OOO 92，000 

|人工数(人役)1人件費(円)1 
|o叫 835，7551

人件費概算二

活動指標、または成果指標

1 1会議開催回数

人権教育係 回 ITユ

歳入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金
r財 県支出金
源割
地方債内二合

訳 その他

一般財源 100 114，000 92，000 

合計 J 114，000 92，000 

経常

2 

3 

自治体聞与の妥当性|妥当である|市民の人権意識の高揚を目的とした人権教育の推進をめざすものであり臥、妥当である
妥 }トト冒叫山山..川.，…….. 山山.. 山….叫山….. 

当 |旧目的の妥当性 | 妥当である|人権が尊重された社会づくりに寄与するものであり、妥当である。
性 主lトド"ιふ......ιJλ.一一!竺一一….. … .. 一.. ……... ………….日山.“.一……….. …E目...・H・......…1.............................1

も 1対象(受益者)の妥当性|妥当である|市全域からの地区・団体代表者による協議会であり、妥当である。

，コスト効率 三|適正である|経費は有効に活用しており、適正である。
効ト・H・H・.........・H・..…....・p・....・P・-・1.............................1
率 |実施主体の適正化 |適正である|人権教育の推進は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
性 ト………..二……?円川円川川.. 山…….. 川山.日…-日.. ……… .. … .. …川.. 
I負担割合の適正化吋|適正である|人権教育の推進に係る支援は、市が主体で実施すベきであり仇、適正であるo

l凡一 |防13円R?目?門ザI~空?惇空守黙予里門a里竺民ι宇竺守f任.....三......し三;じ~.............1守:~.~:.~.~~..I.~空竺芳子烈労苦智子!????と-CV'0o

| 
?一つ…

1矩|類陣類

J|凶エ斗返尚品説語ζぷぷ説言示説判長計|貢説説語瓦じ臼ぷ主石しい陥、喝る|人権輔尊鞄重酔の理酪念普猷及財附を析行つ何てお制り 人権が大切にされ…る=瓦ぷぷぷ言五瓦石量=瓦.ZZLzおG.3三刈三三
. .. 

U 

「人権」とし、う一見、わかりやすく、実は社会生活全般にわたる広義の百葉の捉え方について、委員とともに見識を深めること
が必要

課題

今の向方
後

性
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|謀略局・室皿所(係)j 社会教育課 | 人権教育係 |N61 1 -1 8 1 

事|匂地扇7盃業における人権教育の推進(各地区自治会や
~I市内企業との連携)②人権啓発作品の募集(市内小・
歪|中・高校生)

喜|③市広報「さんようおのだJへ人権啓発記事掲載
l④企業人権教育情報交換会の開催など

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金補助 331，000 330，300 

支 需用費 10，000 1，200 
出
役務費 9，000 984 

内
訳

.g- 計 350，009 332，484 

人権教育推進事業

市民、企業

歳，入 予算現額(円)

国庫支出金

県支出金財

j肉原 合割 地方債

訳 その他

一般財j原 100 350，000 

合計 ，350，000 

人件費鰐 |人工数(人生|人空担。1 I宝711|無| 同匂| 一般
活動指標、または成果指標 H24 H26 

1 1研修会開催回数 89回 90回

21研修会参加者数 2717人 2749人

31人権啓発作品応募数 7.5"sW;ft;.....r工凶作品;....1 r'i"i日干高"・

自治体関与の妥当性 l妥当である|市民一人ひとりへ人権尊重の理念を普及すべきであり、妥当である。
妥 卜目一一川"……..山e

決算額(円)

332，484 

332，484 

経常

当Jξ=旧的の妥当性、 | 妥当である|人権教育推進は人権が尊重された杜会づくりに寄与するものであり弘、妥当である。

F竺戸ι二一7おJ
If三; ド効率 ι ......j適正である|講師招鴨等、経費は有効に活用されており適正である。
T 効 …....n...ーら・1・・....... ↓ ↓ 

率 |実施主体の適正化 |適正である|人権教育の推進は、市が主体で実施すべきであり、適正である。
性正一.............…山…山山......“十 ・十
|負担割合の適正化、|適正である|人権教育の推進に係る支援は、市が主体で実施すべきであり、適正であるo

f 有 l~，惇竺;\: T 

効 '1類似事業の存在 • 1存在しない

位ti雨量二局説iぶ石;五|首長二X35bii-JLX語長選出通言語五五品-C2;;L;.. 
各地域・職場、学校等で実施する人権教育研修会の回数が、例年通りで実施するところが多く、新しく開催する自治会や職

l

場等が少ない。また、各地域で実施する人権教育研修会参加者の年齢層が偏っていたり、参加案内をする対象者が限られ
ていたりI、幅広い参加ができていなし、ことがある。研修会の内容や啓発活動の工夫をしていく。

罫題

I 
今の後
方 計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

固

O. 



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局冒室・所(係)I人権・男女共同参画室| 人権推進係 | 回 1 -1 4 1 

一l基本雨天雇を擁護し、人権侵害被言者吾迅速に救済す
霊|るため、人権擁護委員法により委嘱された人権擁護委員
四|の活動を支援する。人権擁護委員制度を市民へ周知す
割るとともに、人権擁護委員による「特設人権相談所」を開
|設し、定期的な相談の場を提供する。本市の委員が所属

歳 出 予算現額(円) 決算額C円)二

負担金 226，000 226，000 

支
出
内
訳

合:計 226，OQO |二 226，000
-E 且晶L '__1 L円晶、， 0' SιLZ主主.，~円、 | 

二.人件費概算

歳入

国庫支出金

財 県支出金
調割
方債内合 地

訳 その他

一般財源 三

三合:計

活動指標、または成果指標 1 H24 1 H25 
1 26回 1 25回

本庁・山陽福祉会館における特設人権相談所開 f、 十
1 1設I....~......?}回 1 25回

119.00% 100.00% 

21特設人権相談所利用者数 47人 33人

3 
咽・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・2・・・・・・・4・・..・..........・・・E・・・・・・・...

予算現額(円) 決算額(円)

226，000 

226，000 226，000 

一般 経常

自治休関与の妥当性| 妥当である |い人権侵害被害者を迅速に救済するための連携強化、特設人権相談所の開設等、市が推進するのは妥当である。
妥 }トトい.川叩山…，.山山…….. 山….. 川山.“山.. 山 h山川〕….. 山….“山..，…….. 川山….. 山山.. 川...山……….. 山山….. 川….. 山...…….. 山山…….. 川山…….. 山山…….“山山…….. 山….. 山….. ….... ・H ・.1.............................1 
当て|目的の妥当性 | 妥当である |宇部人権擁護委員協議会との連携強化及び相談所の開設は人権擁護活動の推進となり、妥当であるロ
性.h;:";;"・H・.................・H・-….1.............................1

効
率
性

|対象(受益者)の妥当性|妥当である

コスト効率 |概ね適正である

実施主体の適正化 |概ね適正であるl人権侵害被害者を糊するため、字部人権擁護委員協量舎への財政的支援を行し¥人権擁謹委員による特設人権相談の会場を量供することは畢当で払
................・・....ι"・・・・・・・・・・・・・・・・叫・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・n・・....1.....................・H・..........・・・・・・・・・・・・・............o................・H ・..................・H・H ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......・・.....・H・・・・・・n・......... . 

負担割合の適正化 適正である |宇部人権擁護委員協議会との連携強化及び相談所の開設は人権擁護活動の推進となり、妥当である。

目標達成度 l概ね達成している
有 H;:.，;...::..................................I
効 |類似事業の存在 |存在しない
性}至 ';.';1
上位施策への貢献度|貢献している ，. 
負担金の約7割は、人権尊重のまちづくりに向けた啓発のための啓発物品作成費に、約2割は人権擁護委員の研修費に当
てられている。人権擁護委員の活動を支援するため、教育委員会や宇部人権擁護委員協議会と連携し、人権出前教室等の
活動の場の拡大に努める。

課題

今の後方
.計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局回室E所(係)I人権・男女共同参画室| 人権推進係 I INol 卜I5 I 

事|同和福祉援護資金貸付金を収納、徴収し、前年度の収
:!;I納実績に応じて算出された償還額を県費補助金へ償還
義|する。新規貸付は平成昨度をもって終了している。

要

も歳7 出 予算現額(円) 決算額(凹)

普通旅費 8，000 。
支 償還金 373，000 116，695 

、出肉

訳

-dEEコh 言十 381，0J)Q 三三三 116，695 

歳入三 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金二
j原割
地方債三、主

内合
訳 その他±壬二 381，000 116，695 

一般財源 。 。
」ロ旨 計 ご 381，0001 116;6:95 

|三一三人件費時三j人工数(人間竹間。II鷺|無II許制 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

|三 活動指標ぷまたは成果指標二 I . H24 • I -H25 I I H26 1目標 l

一 1 13件 1 13件 1 I 13件 |達成
1 I滞納整理活動(電話催促、相談対応、臨戸訪問、| 椛 ! 日平 I 1 日存 ! 度
調査等) 1...・M・......................↓ ' 

21貸付金元利収入額

3 

69.00% I 46.00% 

735，748円 1276，000円

308，818円 1190，937円

42.00% I 69.00弛

自j台休関与の妥当性|妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であるので、妥当である。
妥 i………...............……γ1.................…|
当 |旧自的の妥当性 主 |妥当である|市の貸付事業による貸付金の回収であるので、妥当である。
性性斗主主ι|卜...…ι
| I対象(受益者1の妥当性| 妥当である|貸付対象者を対象としており玖、妥当であるo
I号;I:::Jコスト効率 J 三 |検討が必要|債務者からの貸付金回収を粘り強く継続するo
効 I ~ . .....…空白・・・・山…………..1.............................1
:率率 |実施主体め適正化 |概ね適正である|債務者からの貸付金回収を粘り強く継続する。
性 }トトト"……ヨ..一…円..ム.. ……… .. 一.一………L一一.. ….. り….. 山…….. …… .. 山....山……a“山.“...….. 盆…品
負担i寄割E割l合の適正化 | 適王である

l目標達成度 1検討が必要|貸付金回収が、債務者本人の死亡や生活状況の悪化により停滞している。
有三 IいH………….. 山……….. 山……….. 山….. 山…..叩.，.，……….. 川山.. 川.. 司.. 山……….. 山…….. 山….. …..………町.....~.....山….. 山.. 
三効 |類似事業の存在 |存在しない
性 1...................;;.....;.:...............1
上位施策べの貢献度|貢献している .. 
収納率の向上に向けて、引き続き粘り強く対応していく。本債権は私的債権であるため、市職員の調査権限に限りがあり、ま
た、私的債権回収のための知識が乏しいため、滞納整理活動が停滞している。回収方法の抜本的な見直しゃ、市全体の統
一的な方針が求められる。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めるととが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

7 臼回人権推進係平成26年度事務事業評価シート|課'局室町所得)1人権・男女共同参画室|

中項目(施策)

人権尊重のまちづくりの推進

手段|庁内関係課及び関係機関との連携、研修会等への参加

副社会の弗化とともに多くなっている、人権に関するさま|対象 l市民
業|ざまな相談に的確に対応するため、庁内関係課及び関係
四 i機関との連携を深める。特に、配偶者等からの暴力に関
室|する相談については、「市配偶者等暴力相談支援連絡協
l議会」を開催し、相談体制の充実を図る。 1意図|利用しやすい相談・支援体制の充実を図る

三三三〉歳 入、 予算現額(円) 決算額(円)

董時源割告

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財!源二三 47，196 47，196 

三合一三計三 二....47;196 '47;196 

回
6，156 

41，040 

経常

ー

l
標

「
引
一
一
手
応

材
一
《
一
二
…
…
一
一

!

:

 

交

3
一
l
寸

J
!
?

-

H

川

W
河

M
一
回
…
回
…

m

H
一
2
…
2
…閃

二41，1961 47，196 

1人工数{入役)1人件費(円)1
10.31  1，671，51OI 

合三計 r

人件費概算
f
 
l
 三活動指標、または成果指標

DV相談員(職員)の研修受講回数

1
・

.，A
T
E
E
 

M
n日
目

H

唱

E
よ

+
E
E

・E・-'

u

件
"

.ハ日

H
4
E
A
H
 

21DV相談受付件数

日件
u

u
F
h
U
H
 

~i~::::::::::[::::::::~i~:::: 31人権相談受付件数

会自治体関与の妥当性| 妥当である |相談内容に応じた専門窓口の紹介や、関係機関と連携したDV相談被害者の救済を市主体で推進するのは妥当である。
三妥元 r'........，.....・H・H・-…・H・...・+............................1
;当当 |旧目的の妥当性 | 妥当である|人権相談(ωDV相談等)者の救済を目的としており玖、妥当である。
性 }トトト目一………….目.. ……… .. …ん.. 一，一...……….. … .. 戸戸H……….瓦…i一….. 一.
対象C受益者)の妥当性| 妥当である|市民及び避難のため転入された方が対象であり仇、妥当である。

コ又文;ト効率 |概ね適正である
効 }トト正h川.均山.. ιふ示ふ...…….. 山..，山….. 山.日….日.. ……… .. ……….日……….. 山…….. 山…….. 山…….. 山…….. 山司H山..….. 叩.. 山.山戸山….. ι|ト.............................1.
率三|実施主体の適正化 |検討が必要|担当職員の異動による相談対応ノウハウの継承が難しく、専門相談員の配置が望まれる。
性二|ふ“....…H・H・...…ー… .....1.............................1ト

r 、1負担割合の適正化、 1概ね適正である1(ゼロ予算事業)

目標達成度 |概ね達成している|向闘係眠哨糊眠時四日た研修会期靖肝参加す制して時進出掛川明国輔の具動による相酎印岬の闘が震は専門相闘の配置a官同
有、 ~.......i;.:，..è;.....;....................+............................1

効l類似事業の存在 |存在しない
性 .b;':;.ι':"'1
ゴ1.上位施策への貢献度|貢献している .. 
近年、配偶者やパートナーからの暴力(DV)は、深刻な社会問題となっており、被害者に対する保護・支援体制の充実が求
められている。このため、相談者に対して的確な情報提供を行い、関係機関との連携のもとで迅速な救済に努める必要があ

課題
るが、そのためには、相談員のノウハウの継承とスキノレアップが最重要課題となる。

今の方後
計画どおり事業を進めるととが適当

改善

向性
時期

ゼロ予算事業で、あるが、平成26年度はDV相談関連書籍(2冊)、啓発用横断幕を購入した



様式1号(事務事業評価)

8 日回一平成26年度事務事業評価シート|課局・室置所(係)I人権・男女共同参画室|男女共同参画係|

中項目(施策)

男女共同参画社会の形成

.... ，.1国の最重要課題である男女共同参画社会づくりのため、
主|国の法律に基づき条例を制定し、宣言都市にもなった。
霊|市・市民・事業者・各種団体・各種機関など地域社会が一
室|体となり、プランに基づく施策を推進されるよう、審議会か
|らの意見を取り入れ、関係各課へ情報提供し取り組みを 市民との協働による男女共同参画社会の実現をめざす

1" 主 τ三歳J 入 号算現額C円) 決算額(円)

宗定院訳向一r主予割合主

国庫支出金

県支出金J

地方債

その他

一般財源 74，523 54，523 

dEh ヨ 言十 二 74，523 54，523 

歳出 予算現額(円) 決算額L円)
委員報酬 56，000 36，000 

支 消耗品費 18，523 18，523 
出
、内

訳

合 L計三i 74，523 二 54;523

交付税
算入

人件費(円)1 

三笠竺l
|よz一事I瓦夜刀
1 0.251 

人件費概算 経常

r 若動指標、または成果指標

審議会実施回数

21各種審議会等における女性委員の登用率

3 

|自治体関与の妥当性| 妥当である|基本計画であるプランの着実な推進に向けて審議会からの意見を受け、取り組んでいるo
E妥 l;.・J・H・H・-……h……ω...・1.............................1
当 |目的の妥当性 二 二 | 妥当である |怜審議会委員は各分野の団体嗣均か当もら暗選出等された市民により構成される@幅広酌bい、意見を間き、プヲンの推進に寄与しており妥当であるa
| 性 卜卜E町………….. …… .. …… .. …..ナ.....…………….. 山……….. …… .. ……… .. … .. 
.対象(受益者)の妥当性| 妥当でで、ある

コズト効率 |概ね適正である委員報酬は市の基準額であり、適正である。
叩 h ・……・・・山・・…-・・・…・H・・・・....叶 ト

単一一|実施主体の適正化 |適正である|代替はなく適正であるo

t性-ti担割合Jの適正ζ|適正弓る l
l 有l.~目H烹宇号空惇守空押幣里竺空空?.J一J
効 |類似事業の存在 | 存在しなしい、|類似事業はなく適正てある。
性 l..，.......ぷ..........・H・...……1.............................1
|土位施策への貢献度|貢献している|審議会の意見を踏まえ、市の施策の推進を図っている。.. 
男女共同参画社会の実現は、市、事業者、各種団体、そして市民一人ひとりが、その必要性を理解し、それぞれが主体的と
なって取り組むことが何より肝要であるが、そのための先導策として男女共同参画基本計画である「さんようおのだ男女共同
参画プラン」の着実な推進が大変重要となる。幅広い分野から選出された男女共同参画審議会からの貴重な意見をプランの

課題 着実な推進に生かしていく。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

10 日回

男女共同参画推進事業(1女性の日J事業)

平成26年度事務事業評価シート|課'局室三所(係)I人権・男女共同参画室|男女共同参画係|

手段|女性の社会進出策として、キャリア形成支援を企画した

事|平成反転男女共同参画社会づ之屍擢蚕するため、本|対象|市民及び、県民
:!:I市独自に110月1日」を「女性の日Jと定め、毎年効果的
ま|な啓発事業を実施。平成24年度には内閣府と共催で「男
霊|女共同参画宣言都市」となり、平成25年度には県事業を
l引受開催した。 男女共同参画社会づくりに向けた効果的な啓発事業の実施

三Z歳 1 入 予算現額(円)|決算額(円)

国庫支出金

県支出金 J

地方慣

その他

一般財源 133，082 21，554 

4E』1 計 1号3，082 21，554 

歳出
. 予算現額(円) 決算額(円)

報償費 121，792 15，000 

消耗品費 3，082 3，082 

通信運搬費 8，208 3，472 

訳
. 

〆合計三 133ゑ082 21;554 

目 畠且L， E Z劃且

経常団一
|人工数(人役)1人件費(円)三|

071 3，900，1901 

活動指標、または成果指標 f 主「て

「女性の日」記念行事参加者アンケートの満足度
「良い」及び「まあまあ良いJの割合

人件費概算

1 I行事の開催数

人
…
比
一
肌
;
・

同
日
…

4
一o

'

R

・4
E
A
-
n
d
u

u
d
4
A
 

2 

31参加者数

三重;二|円円00-3-(1)京引き?fTTIP.TTぞ竺ヂ1'i-m竺円!f: 常.:.??雪.丹空7.l~<bりや万全 " 
三当 |目的の妥当性 1妥当である

性均五長雨量当証|品.~~;;;...I説二両日最長選議足以ぷLL;
コスト効率 |概ね適正であるl支出は最小限で有効な事業を実施しており、 l適正である。
効卜H ・H・...・H・H・H・..…H・H・.，…・1..........................:..1.
率ー|実施主体の適正化 |適正である|担当室の実施であり、適正であるO
L性ト…H・H・..，………一一1.............................1ト
l負担割合の適正化 |適正である|最小の負担で最大の啓発を実施している。

|ア l目標達成度三 .1概ね達成している啓発する対象者の年代に応じた啓発内容を実施し、目的は達成している。
有 ~ .. 川川.刊守

効 l類{似以事3藁Eの存在 | 存在しなしい、↓類似事業はなし
性 J主正“子.....竺7…日.. 山…….. ……….“山…….“山……圃"山…….. 山…….. 山.. 山...“.. 山…….. 山….. 山....……….. 山….. 山....…….. 山..…….“…叶..1.............................1十卜
j上位施策への貢献度|貢献している|高い

「女性の日J事業の当初予定分は、台風接近により延期不可のため(講師の都合)中止したが、全国初の国立女性教育課移
管(NWEC)図書ノ4ッケージサービスの市内全高校、大学、中央図書館での展示、貸出は実施し、男女共同参画に関する図
書を通じて啓発した。

課題 国等の情報に注意し、必要な啓発内容を盛り込むと共に自主的参加者の増加につながるような啓発内容の充実を図ることが

課題。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

• 

「こども市民教育推進講座J1小・中学校生徒指導担当者研修会J1石丸女性研修会Jで啓発を実施



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局宮・所(係)I人権・男女共同参画室|男女共同参画係 IINol 卜I11 1 

大項目I政葉7
成形の

フ一会

面田市一

L
L

1
2日日一

4
4
1

画
一
画
E
一参

言
一
間

前一一娘男

歳出 予算現額(円) 決算額C円)
補助金 176，000 176，000 

支
三出
内
|訳

ー合計 176，000 I 176~OOO 

τちょ件費概算

二歳三子入 予算現額(円) 決算額{円)

財麗訳向 割合

国庫支出金 l

県支出金

地方債:

その他

ー般財源、 176，000 176，000 

ι戸i 合.計 176，000 176，000 

3回

一般 経常

H25 

3回

fr 動指標Jまたは成果指標

1 I協議会が主催する講演会数

H24 

3回

3回

川
一
人
…
人

ル一

O
一6

P
川、

-
F
n
u
n
p
h
u

n
u
-
q
d
司

q
d

!
 

卯
一
人
…
人

ー・

-
n
U
H
n
u

n
u
-
R
U
H
A
U
 

o
-
3
…5
 

21主催講演会への参加者数

142.00% 104.00% 

3 

三妥 '自治生関与の妥当空| 妥当である|男女共同参画社会づくりのための女団連叩イー)と行政との協働は大変有効であり妥吋る。
b・・・..;.....-.......・H・a・・6・・h・・・ E 

当 l目的の妥当性 ュ|妥当である

性 lf.H~~{弘通j雨量当証|説32 院長(:五五i二五二j二戸支岳山;:2i;山長二戸長i;322ぞみ主主以
前 |コスト効率 I概ね適正三ある|翌果的啓発内容を低いコストで実現し、適正である。

l 率 |実施主体の適正化 |検討が必要|代替者はなし
性 Iトトト.. 山……….“山……….“山…….“山….“一.マ...………….日……….. ……一一.. ……… .. ……，一一J一.....ι…二'...日………….. 山…….. …… .. …....………… .. …… .. ….“. ……….“...竺里一一.目…E
|負担割合の適正化 |適正である|共催事業等、工夫する中、低負担での実施であり適正である。

l旧目標達成度 |概ね達成してしい、も叶る91女団連(池地域の女性Hト一ダ一→)の戴実な参加が見込める中、必要な啓発内容を実施しu助成の社会進出出Jの意識づくりに貢献
有 ト卜T…...…….. 山司H司'''，'川....….. 山山.. 山…….. … .. 山.....い…….……同
効士斗|類似事業の存在 |存在しない

性エ雨量五説説|説c~.~.~~..rr;.長副長逼記長じ当証言語ぶ;.. 
構成団体の各リ ダ のスムスな継承と、協議会の円滑な活動運営。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

女団連の会員は地域の女性リーダーであり、地域が高齢化する中の弱者支援がもてる重要な人的資産である。女団連への
社会問題等の啓発事業や事業支援は、間接的な市民支援につながる。



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局室・所得)I 

大項目(政策)

11 効率的で健全な行財政基盤づくり

企画課 企画係 |回 1 -1 9 1 

厚狭地区複合施設整備事業

至|離脱諸島問払驚議立詑|対象|老朽山共施設(山陽総合輪日狭公捕、厚狭図書館)

!:Iて整備する。平成25年度は実施設計を完了、一部事業に
慨|着手し、平成26年度は体育館棟が完成した。平成27年度
要Itこ主棟を完成させ、外構整備を完了し、供用を開始する。

費

一

汁

臨

時一本一明-「
l

|人工数(人役)1人件費(円)1 1交付税 1-t- 1 1ム且Z喜一|
| 2.71 ほ043，5叫 | 算入 | 有 II会計種別|

50% 

(円)

19，644，000 23，160，000 

667，500，000 514，900，000 

25，000，000 25，000，000 

28，234，993 

~竺竺91 ，29倒悦仰4ι帥，993

一般 臨時

95~も

合意形成に向けた市民への説明会等の開催 8回

活動指標、または成果指標 H24 

(随時)

H25 

(随時)

3回

21工程の進捗状況
基本設計完了|体育館棟着手

未了(繰越)1 着手済

80.00% I 100.00% 

3 

ン王手|盲j台掠蘭与の妥当住↓妥当である|公共施設は市が整備すべきであり、妥当である。
三妥 H''''“よ-一…・1ら......…;'~-"+............................I
I当 !目的の妥当性 1 妥当である|複合施設整備は行政改革の推進に寄与するものであり、妥当である。
性 f:'....:............::...-;............'....;...I.............................I
対象(受益者)の妥当性l妥当である|老朽化した公共施設の再編整備であり、妥当である。

コスト効率 |概ね適正である引|工事経費が高騰しているが全国的な傾向であり弘、概ね適正である。
効~.dιU子……….. 山……….. 山….. ……司"山...山一山--山"……司"山….. 山.. 円.
二圭率率三二l実施主体の適正化 | 適正である|公共施設整備は市が主体で実施すベきであり仇、適正であるo
二三: 世佐工~ド}ド己
|負担寄割j合の適正化 |適正である|施設整備は市の負担で行うものであり、適正である。

有 i坊秀明 |守町三|烹f.KEたた，-e;}3'?，黙""(1.-¥90 
効、l類似事業の存在 |存在しない
住 f.......".............，......:.，;:.;..，.....1
|王位施策への貢献度|貢献している .. 

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



様式1号(事務事業評価)

10 日
二三三小項目(基本事業)

I| 行政改革の推進

回企画係

中項目(施策)

効率的な行政運営の推進

企画課平成26年度事務事業評価シート|課骨ー室・所得)I 

埴生地区公共施設再編整備事業

事|埴生地区の老朽化した公共施設である埴生支所、埴生
:!:I公民館、青年の家について、市民の利便性の向上と安全
副性の確保、管理運営経費の適正化などを目的として、施
要|設の再編整備を行う。

施設の複合化による行政改革の推進及び公共施設の安全性確保

。

四7

臨時
|木工数は役)1人件賓用)1 

ι1 0.151 835，7551 

C円)τ

.0 

人件費概算」

H24 活動指標、または成果指標 三三二.c 1 

埴生地区公共施設再編に係る地元との協議(説
1 1 
明会・意見交換会)

21新施設の設置場所・設置規模等の計画策定

3 

|直=j治台{体本関与与1の妥妥l当当性| 妥当である |公共施設は市が整備すべきであり臥、妥当である。
二妥 1ヰi…"山山…..山;，-.一ι元
牛当 旧的の妥当性 1妥当である|宅複夏合施設整備は行政改革の推進に寄与するものであり弘、妥当である。
性 lトトド目一……….. …盆"山……….日一….. 山….. 山.“.一……….. 山....….. 山.. ……...一L戸ん.....・M・-・"..・I・.1…H・H ・ | 
ー対象(受益者)の妥当性|妥当である|老朽化した公共施設の再編整備であり、妥当である。

Eコスト効率 | 適正である

;72-k-|務長悦E113.三夜限桝持詰主伝持.:
|負負;担担割含の適正化 | 適正である

目標達成度 1概ね達成している
有~...........................;.............. ;;.I 
劫|類似事業の存在 1存在しない
「性|ト…….. 山….. …'一.. 、……….... 山…….. 山.. 山.... … .. 山.. 川.
1-μJ上E位施聾八Lのの貢献度|貢献している

• 埴生地区公共施設再編に係る意見交換会を平成25年10月から定期的に開催し、平成26年度においては12月から再開し

謹題

た。公共施設の設置場所及び設置内容を早期に決めて、平成31年度末までの事業完了を見据えた計画策定及び工程管理
が必要である。

今の方後 改善
事業の進め方等に改善が必要 27年度中に改善に着手

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課 z局・室・所得)1 企画課 行革推進係 回一 日 11 

市有財産の有効活用による最適な施設サービスの提供と財政負担の軽減

|三ご 歳出三 予算現額(凹) 決算額{円)

三ごす享出訳向主露二三
旅費 35，760 35，760 

J 

J 合三二計 令 35;760 三35，760
→人件費概算

|木工数(入役:)1;人件費(円)， 
|0.751  4，178，7751 

活語指標、または成果指標ー H24 

1 ，施設台帳の取りまとめ(一元化)

21公共施設白書の作成

31公共施設マネジメント指針の作成

j自自t治体聞与の妥当性，妥当である|公共施設整備は市が実施すベき事業o
妥 I卜:一一一…..…………一..…山…一..叫…一.叫一一..一一..一ムλ，...日ヤh竺...ららμ}下川凹川.，山.“山…‘“叫..テ

-・・・・・・・・・・...・.............

・・・・・・・・・・・・・・・・............

35，760 

35，760 

(円)

35，760 

35，760 

経常

当 |目的の妥当性'. ， 妥当である|人口減少を迎える中で、公共施設の再編は持続的な行政サ一ピス提供のために必必、要。
性 lトトトu………….日…………..……..山…..山..“………….日……..……..…'"五ん~ん.一一…プ一"...一i
対象(受益賓)の妥当性l妥当である|全市民に影響が及ぶ事業D

I "， 1コスト効率: ご |適正である|必要最低限の人員体制(所属長+係員2名)により取り組んでいるO
L効三一….....・H・...…...・H・-……，.............................，

率三|実施主体の適正化 I適正である|公共施設の再編は市が取り組むべき事業である。
性モデγ'.....…...........・H・-…，.............................，

負担割合の適正化 |適正である|施設整備は市の負担で行うべきである。

有 I:~望号曹;二五 i.....J~.~~烹?と三-nど竺ゴ.，三ゴ:三ゴfゴI.~汗空警努?汗空許守雪:0)竺常?三♂空立♂v'ご:翌土r三肝門t'l'(~空号貯ア
=効 |類似事業の存在主二":.，，1存在しない

主!エ雨量二ゐ言語|長浜l_.，-n'0民福福ぷ:泌ぷ込ぷ雨量三石;;ぷ説子ζ

.レ
公共施設の再編は全国的に大きな課題となっており、本市でも施設の老朽化とそれに伴う修繕・建て替え費用の増大が懸
念されている。そこで、本市の施設の現状について示した公共施設白書を作成し、既存の施設を保った場合の将来の施設
の整備・更新費用が膨大なものとなることを示した。

課題 このようなことから、中長期的視点で、市の公共施設の再編に取り組む必要があり、国からも平成28年度までの公共施設等
総合管理計画の策定が求められている。
平成27年度は、各施設所管部署との協議に基づき公共施設再編の指針を策定し、平成28年度中の公共施設等総合管理
計画の策定に向けて取り組む。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



日邑l行革推進係企画課平成26年度事務事業評価シート|課・局冨室・所(係)I 

三一?一一三富軍 大 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金f

県支出ぎを

地方債

その他

一般財源ム 40，000 16，000 

合 計 AO;O()O 16，000 

経常

40，()001三三1(ii OQO 

γ:1人工数(人役)IA件費f円)主l
|o叫 835，7551

一算一一

二一一耕一一一一

合
一
体
一
一

L

人

|三三活動指標、または成果指標ミ

1 1行政改革推進審議会開催回数

21平成25年度内の策定・公表

3 

三三I自治体関与の妥当性|妥当である|行政改革は住民サービス向上のために行政が取り組むべきものである。
妥， I~!!:''''""~;;""" ，，，……山…，.............................，

当 |目的の妥当性ごで:壬 j 妥当である |不断の行革に取り組むことは、効果的・効率的な行政サービスを持続的に提供していくために必要である。
性卜….....・H・......................ーを1.............................1

対象(受益者)iJ)妥当性三| 妥当である|効果的・効率的な行政サービス提供は全ての市民が受益者となる。

コスト効率 I適正である|費用負担は審議会委員の報酬のみである。
勃一)Jト竺....竺?ふ!ド
三率三実r施主体の適正化 |適正である

Lよ共ι1;~， Hミ1孟員員.福泊司届五.記尚通正正 :~'l 詰王ミ弓ぶ~""1

、目目目目;標標達成度 L 二三ヨ|同概ね達成して引しい、も吋る寸|平成2お5年度内の公表ができなかつたが、平成26年度の早い時期(句5月)に公表した。
有 }トトトド"山……….，山…町"山……….. 山….. 山川町"川.叫，.. ………… .. 山…….. 叩.. 川.. 一"…….. 山山.. 山..“叩.頃竺巳町ザ…掬"ぷ.示…i

効 l類似事業の存在 I存在しない

主:~Jl~.品広高首長|首長こそ.~.~~.l石雨量三五iZ是正広五五二五五万五言語以i子五五五五五記長長員二五五.. 
審議会での審議が当初の想定を越えて充実し、平成25年度内の策定・公表がで、きなかったが、平成26年度の早い時期(5
月)に公表することができた。
改訂後の行政改革大綱及びアクションプランについては、毎年度終了後に審議会を開催し、取組状況についての検証を

課題 イ'丁-つh 。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

J改善

L直Jj:生 時期

園



様式1号(事務事業評価)

仁I14 匝i行革推進係企画課平成26年度事務事業評価シート|課・局留室新(係)I 

(円7

。
経常日

※上段:目標

H2ヰ三: I 村25三二三
8回 I 8回
8回 I 8回

21，件牛 I M件牛
22f件牛 I M 

I 3訪6施設
34施設 I 3訪6施設

歳;出 ヨを算現額(円) 決算額L円)

支
出
」内

訳

ぞ合計、 。

|翠
三三=γτl人工数(人役)1三人件費(円)1 

三五件費概算三二二1 0.31 1，671却 01

活動指標ミまたは成果指標 Z 三

1 1施設所管課とのヒアリング実施回数

21指定管理者更新件数

指定管理者の施設管理により効果が語、められる
31 
施設数

自治体関与の妥当性|妥当である|指定管理者制度の事務は市が行うべきであり妥当。

目的の妥当性 I妥当である |公共施設の管理に民間活力を導入することにより市民サービス向上等を実現するものであり妥当。

対象〈受益者)の妥当性| 妥当である|公共施設のサービス向上や施設の維持管理経費節減は全市民が受益者となるものであり妥当。

亘スト効率 r 三|適正である|必要最低限の人員体制(係員2名)により取り組んでいる。
効 r. i;山"・H・H・...…・・・川:~;;;...:;I.............................I

〆率主司|実施主体の遍正化 |適正である|指定管理者制度の適正.円滑な運用のための事務であり弘、市が実施すベきである。
? 佐ご |卜一………..…….“山..…且H山……且M…..…...…山盆帥山一…..一….一一iι.ζ.叫.
|負担割合の適正化 |適正である|指定管理者制度の適正.円滑な運用のための事務であり弘、市が実施すべきである。

云号 l.~顎空空界里男，......，;;'...'，.;.;.， 1 空存恐ど日ごごどけ]"ど¥三三刀T三引'..1佐空空空竺空If:el!空*iIii閉?幣!存男F告!t(J)竺f
効|類i孤u事業の存在 二|存在しない

千三|エ伝説二伝言語長|説仁三;:ぷ|当選副長以雨量雇通35i二五王子2:

一一一一妥当性

指定管理者制度導入による効果を両めていくため、更なるモータリングの充実に努めたい。

平成26年度に指定管理者評価表の様式を改正したため、平成27年度に実施する評価(平成26年度分実績の評価)につい
ては、新様式による評価を行う。

課題 また、平成26年度に、利用者アンケートの有効活用について、各施設所管課に対する意識啓発を行った。平成27年度以
降も、利用者アンケートの有効活用に努めたい。

今の方
後

計画どおり事業を進めることが適当
改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局呈E所(係)I 企画課 行革推進係 回 日 15

歳 出 予算現額(円] 決算額(円)

消耗品費 8，839 8，820 

行政データ使用料 519，000 518，400 

合 )言十 二三塁2.7，839 527}220 

(円7

よ{牛費概算
|人工数(入役)1ぷ拝賓I百子1
10.51  2，785，8501 日

若動指標、または成馬諒 γL_H24 I 

1 1パブリックコメント実施件数 1
・

一-
A併

a
"

一

日

η，，“日

E
E
'

守，‘
E
E
E
'
E
E

一H
件"一

H
p
h
υ
u
 

職員提案の意見提出件数 I

21 
(フォーラム利用を含む)

二
件
…
一

H
n
u
 

B
E
E
T
-
E『
E
+
.

，

一"件
u

-

M

唱

E
A
H

31権限移譲引き受け事務数
務
…
務
…
'o

事
…
事
…
川
W

A
H
V
H
A
H
V
H
 

務
…
務
…
wm

事
…
事
…
川

O
D
H
口口
H
1
」

|自治体関与の妥当性|妥当である|行政改革は、市が不断の課題として取り組まなければならない。
妥;~'.~:.~..;:..................・H・ぃ，-;..・・.， ト
当主|目的の妥当性三 1妥当である|効率的で健全な行財政の基盤づくりの実現を目的とするものである。
性 ~........…H・H・...竺一一…......…| ・十
| |対象(莞益者)の妥当性|妥当である|行革の推進による適切かつ持続的な行政サービスの提供は全市民が受益者となる。

コスト効率 |適正である|必要最低限の人員体制(係員2名)により取り組んでいる。
効 |一一-町"ι"……....・H・...・・1.............................1
率ヤ I実施主{体本の適正化 |適正である|行政改革は市が取り組むベき課題である。
性斗H竺.. ……… .. … .. 山.叫温H……….日….. 山…….. … .. … .. ……… .. 山…….. 山……且M山…….. 山.“…....…….. …..…… .. …冒....一一里一ぷ"….斗堅
|負担割合の適正f化ビ:手予 l適正である|行政改革は市が取り組むベき課題である。¥，

l目標達成度 三 |検討が必要|職員提案制度については改善が必要。
三有 iト.. 川…….. 叩川….. 川叩川'0叩川"川..…=いい山いH円山……….. 山……….. 山…….. 山….. 山..!_山聖一一一T一ふ山山…'白山山川もhい川.. 町….. 叩山山里"刊山….. 川…司刊山...………….. 山川一.. 川山.吋山.....1.ト1.
コ効 l類似蔓業の存在 |存在しない
性}…;山H・J戸山…..・-・1..・H・.......................!
|上位施策への貢献度|貢献している|効率的で健全な行財政の基盤づくりに寄与する。

..... 
職員提案制度については、より意見を出しやすい環境整備のため、パソコンから意見の提出ができるよう、フォーフム機能を
使った仕組みを整備した。この制度を周知・活用し、職員からの意見提出の促進につなげたい。
権限移譲については、移譲により住民サービスの向上につながる事務について積極的な受入を行ってきた。今後も前向き

課題 に検討していく。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 27年度中に改善に着手

向性

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局圃室置所得)I 人事係人事課 l回 1 -1 2 1 
中項目l施策)
効率的な行政運営の推進

.....1計画的な職員採用により、組織の状況に応じた人員配置
主|を行い、組織の活性化に繋げる。また、質の高い職員を

毒|採用することにより、住民サービス向上を図る。 IJ華民|筆記試験・面接試験の実施、面接官研修の実施
要.

歳ム 出r 予算現額(円) 決算額(円〕

支

旅費 10，400 13，000 

消耗品 1，151，579 601，447 
出.
委託料

内
訳 使用料(通行料) 16，000 15，910 

4E』ヨ 計 1，177，979 630，357 

人件費概算

1 1職員採用計画に基づく採用試験の実施

職員採用事務

:歳入三三工三でアて 事事事覇I円) 決算額(円)
国庫支出金三

財 県支出金
瀬割
地方債

内合
訳 その他

ー般財源 1，177，979 630，357 

合マ計 1，177，979 士一一630;357

一般 経常

3回 3回

21採用予定者数に対する採用者数
人
…
人

人
…
人

31面接官研修の実施

l00.00% I 100.00% 
随時

l回

l自治f体本聞与の妥当性 i妥当である|市職員の採用事務であり、妥当である。
妥 lトトトM山山…….. 山山…….. 山山…….. 山….. 山…掴H山..山……H山.山……"山.………....…… .. 山….. 山.... ……… .. 山…….. 山山.. 山.....山.. イ.
当 |目的の妥当性 | 妥当である|質の高い職員を採用することにより住民サ一ピス向上につながるものであり、妥当である。
性 ~....……一-……・・ ....;......:...1.............................1

|対象(受益者)の妥当性|妥当である|受験者及び面接官に対して実施するものであり、妥当である。

三三|コスト効率三 三 |概ね適正であるl筆記試験の見直しにより不要な経費削減につながっているが、機会経費は増加している。
劫 ~.\i;・h・..ぷ……日…;..，;，:.1 ↓
率 |実施主体の適正化 |適正である|市職員の採用事務であり、妥当である。
性 l.: .. 一一.. ……… .. …….日…….日….“且“……… .. 山.“..日山………M…….....………H山ι.“....………….日…….. … .. “…-
負担割合の適正化 適正である|市職員の採用事務で、あり、妥当である。

目標達成度 1概ね達成している|採用試験方法の見直しにより質の高い職員は採用できたか否かは、今後の採用職員の育成及び当該職員の活躍によるa
-有~....，....，.-;.，..;:;_.........;.:..， ..........I.............................I

効 1類似事業の存在主|存在しない
佐 } 三二 :........1 
上位施策への貢献度|概ね貢献している .. 
-質の両い職員を採用するため、募集方法や採用試験実施方法を見直すとともに、職員採用説明会を実施し優秀な受験者
を確保する必要がある。
-人物重視の採用試験とすることで、以前よりも時間と機会経費を要する。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課唱 z室冒所(係)I 人事課 人事係 回 E工」

斗覇語評定;自己申告書、人事ヒアリング等の結果を参考!対象柿職員
業にするとともに、新たな人事評価制度を導入し、職員の職l i 
概務遂行能力や勤務実績を的確に把握することで、組織の|季陵|人事ヒアリング、勤務評定、自己申告書等による実態把握
|状況に応じた適正な人材配置を行う l I 

到 。 1意図|適材適所の人材配置により住民サービスの向上につながる

A工数(人役)1，人件費(円)1 
さ件費概算三 >1 11 叩川01

二士三τー 動指標よまたは成果指標号

1 1人事ヒアリングの実施

21勤務評定の実施

31自己申告の実施

自治体関与の妥当性|妥当である|市職員の人事異動であり、妥当である。
妥ドιぃ...............……… ~:.I.............................I

当 I目的の妥当性「 γ.  1 妥当である|市職員の人事異動であり玖、妥当である。
性;ト“.“斗.人ιL
!対象(受益者7の妥当性| 妥当である|市職員の人事異動でで、あり弘、妥当である。

I:::Jコスト効率7三 1概ね適正である叶|市職員の人事異動であり弘、適正である。
効 }ト"山……..山…..山:.…1巳竺円?川:.山……:.山….. 山μ川……:.…….一…川;一.
| 率 |実実施主体の適E化 | 適正である|市職員の人事具動であり仇、適正であるo
性 .一一-…………一一一 ..;.1:.:.:.:.:.:..:.:.:.:.:....:..1
|負担割合の適正化 |適正である|市職員の人事異動に伴う負担で、あり、適正である。

}目標達成度 .1概ね達成している.
|有 h.・H・....，.……H・M ・......・H・-…1.:..:.:....:..:.:.:..:..:.:..1
効 |類似事業の存在 |存在しない|新たな人事評価制度との連携が必要。
性 f:.:.・H・…""・h・:.…....・H・-……-ト|
l土位施策への貢献度|貢献している|人事評価制度と合わせて組織の活性化に資する制度の検討が必要。.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

同 一

竺J



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課M局.~.所(係)I 人事課 人事係

中項目(施策)

効率的な行政運営の推進

手|山口県ひとづくり財団が実施する研修への職員を派遣す
主|るほか、必要に応じて自治大学校、市町村アカデミー、国

職員研修の充実

回 工ヨ 1 

霊|際文化アカデミー、日本経営協会などの各研修機関が実|手段|研修専門機関への職員派遣及び庁内研修の実施

主|施する研修へ職員を派遣する。また、庁内で職員を講師I~ßïlI
!とする研修実施のほか、外部講師(外部委託)による研修|意図二|職員の能力を陶上させ住民サービスの向上につなげる

大件費概算

(円)

285，708 

17，280 

143，580 

754，750 

J 歳 二ム入

国庫支出金

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源¥

合て計

l交付税iI無|事 1"" 1 

f 若覇指標子主正直読裏藷覆

※上段:目標

三 1..三 H24. 1 c H25"三三

1 1庁内研修の実施回数

研修専門機関への職員派遣人数及び庁内研修21 
受講人数

3 

1… 5恩……1...…明
3回 1 8回

60.0略 I 160.0% 

380人 1 380人

365人 1 728人

96.1% I 191.6% 

研修補助金

ー自治体関与の妥当性|妥当である|市職員に対して行うものであり、妥当である。
三妥 f…H・M・.....・M・-山……….，................. ↓ 

予草麗麗(円〕|決算額(円)

100，000 80，000 

1，179，860 1，121，318 

1，279，860 1，201，318 

経常

7当 |目的の妥当性 I妥当である i職員の能力向上により住民サービス向上につながるものであり、妥当である。
桂 一孟......…..............一λ・山川| 十

対象{受益者)の妥当性|妥当である|対象は市職員であり、妥当である。

コスト効率 |適正である|専門的・効果的な研修の実施に要する経費として適正である。
効~..・H・.....・H・-……....・H・...…1.............................1

率 |実施主体の適正化 |適正である|市職員に対して行うものであり弘、適正であるo
一:一一性 :二=一モ."...~トト一一.. 一一一.叫で寸‘1守寸円ケJプ?一一.. 山…….. 山.. …冒一."……“山.……. “……且u山..……. ……戸戸.“山一.“.
l負担審割l合の適正f化じ | 適正である|市職員に対して行うものであり弘、適正であるo

有 I旧目標達成度 と-一IJ達童成している
効 |類似事業の存在 |存在しない

性
l上位施策への貢献度|同概ね貢献している .. 
-多様な行政一一ズや社会情勢の変化に対応し、より効果的・効率的な行政運営に資するため、専門的かつ両度な行政
サービスを提供できるよう、研修内容の充実を含め継続して職員の資質向上を図る必要がある。
-服務規律の徹底など、正規職員以外に臨時職員も含めて研修を実施する必要がある。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

財源内訳 その他:財団法人山口県市町村振興協会研修受講助成金



様式1号(事務事業評価)

8 日

ヰ|平成23年度から管理職を対象に試行実施しており、その
芸|結果を検証し、全職員を対象とした制度の構築、導入を

圃|進める。制度構築に当たっては、公平性、公正性、透明|手段|制度構築・導入試行実施、評価者訓練の実施

罰性及び納得性を確保するとともに、職員の負担とならない1.i!tfl.'ll 1 11，~~""''''':~:.j I'.J..~ _~ ~ ':~'， :_~~~:.:--wU ~; .. ~~~::~ J~~'~ .--"0-.. 1， .~r:VI- I職~(7)~町出L..._ I~VUY"')'品川山.N+" 11....'ァー，~日ム

lょう留意し、導入の際に評価者訓練等を実施する。 1意図|柑

回人事係人事課平成26年度事務事業評価シート|課F局室・所(係)I 

l十一三=三|国三三庫二支歳出三主金主?と二|二
享茸事冨(円)訴事面(PD

財聾内五才爵合f 県支出金
地方債

訳 その他

般財源

合計 、o 。

歳出 予算現額{円) 決算額[同)

三」を三重泊芸主=両ーR: 三三三

計 。 。
交付税
算入

よ{幣司i人工数(人役)1

10.21 人件費概算 臨時

21評価者訓練の実施

nw布

団
…
回
一
川

噌

E
ム

"
4
E
A
"
《

H
V

日ハ
H
U

・

唱

Eム

1回 1 1回

1回 1 1回

100.00% I 100.00% 

((H24~26年度》課長級昇任者への説明会の実
31施
((H27年度》全職員への説明会の実施

I国薗j語音副{体本聞与の妥当性| 妥当である|市職員の人事評価であり、妥当である。
二妥ご三一てベソ一
=当 I旧目的の妥当性 |妥当である|市職員の人事評価であり、妥当である。
七性 }トトトH…………..山…..………….“……盆“……..一..………..………....…………冒"山…..一E目.一………E目山E吋'"………E町山…..山..曹…1.........................:...，
対象(受益者)の妥当性|妥当である|市職員の人事評価であり、妥当である。

コスト効率 |適正である|市職員の人事評価であり、適正である。
効…，..........チ♂-………い，.............................，
二率 |実施主体の適正化 I適正である|市職員の人事評価であり、適正である。
手性二ド..........・E・...u・H・-戸...・H・H・H・....，.............................，
f ヤ キ|負担割合の適正化 |適正である|市職員の人事評価のための負担であり、適正である。

目標達成度 |検討が必要|新たな人事評価制度の構築が必要である。
有 ~......・-…...・H・"・H・H・-岡山…....ト・H・H・...................1..…

効 |類似事業の存在 |存在しない

性 ti正面員三五説長|属議i;平岩|長以単語-i雨量-L房長-j;ム主主返る;.. 
平成26年に地方公務員法が改正され、平成28年度から人事評価の実施及びその結果に基づく処遇反映が義務付けられた
ため、本年度、全職員を対象として試行実施を行っており、結果を来年度からの本実施に反映させる必要がある。
公平性、公正性、透明性、納得性を確保するために評価者の訓練を実施する必要がある。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

1 日情報管理課

官|昭和45年から住民情報処理の正雇伝通速花を図って、情|対象|住民情報系システム
芸|報システムを導入し、窓口業務の効率化と各種システムの安I，.，~ I 
j定稼働のために、住民情報システムの運用・管理を行ってい|手段|管理・運営事業
概|る。情報システムを利用した業務数は益々増加し、安定稼働
要lのための管理は必要不可欠になっている。

平成26年度事務事業評価シート|課z局面室冒所得)I 

システムの安定稼動

三歳三ニ人 予算現額{同) 決算額(円)

国庫支出金三キ

麗支出金

地方債 7二

そのi也= まちづくり J 40，000，000 40，000，000 

一般財源 68，339，519 67，991，081 

dEbZ • 計: ム 108，339，519 107，991，081 

歳 出 予算現額{同) 決算額(円)

需用費 1，828，836 1，828，836 

委託料 27，063，351 26，714，913 

使用料及び賃借料 79，011，261 79，011，261 

その他 436，071 436，071 

合計マ 108，339，519 107，991，081 

経常
交付税

算入

l人工数(人役)I人件費{円n
|1.81 9，037，8351 

人件費概算二三
一
一
一
一

ー

若草llr璽孟まとは成果指標

1 I情報システムの日常点検を実施する。

3 

‘自j治台剖{体本闇与与4の妥当性| 妥当である|行政サ-ピスにおける事務処理の効率化、安定化を図るための事業である。
妥 Iι己H竺………ζ…ぶ….よ…一..叫ア円川叩竺ザヂ.. 山iムふ.. 山..“"…….. 山山..山...……..山…….. 山山..山....…‘
当 1目的の妥当性 |妥当である l事務処理を効率的、安定的に行うためのシステムである。
性主¥二+.・M・..………H・H・-……1....................…|
|対象(受益者)の妥当性|妥当である|住民票などの発行は手数料を徴収している。

|l: 』同同スト吋均戸子ι.......".....;.;...1適E正で功ある l.~~閃法酬制度対跡応桶費都カが岬2浦増献帆大札し口山てい凶国酎的槻柵向附吋であ抗る。
:効 l制……"山.. …. 
率 l実施主体の適E化 l適正である|行政サ一ピスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムであり市主体事業である。
性 rド.. ……且日....吋←)…一L一一…….. …… .. …… .. …....山晶
J負担割合の適正化 |適正である|市主体事業であるため。

壬l~~号~.!......;.....，.....:...I 空努黙黙?号恐ど日三叩どピ三ご三1tど点叶1ど乃叶:三叶~..I.~門り台I~笠T
E二効 |類似事業の存在三 |存在しない
三性ト…=…....壬・l
上位施策八の貢献度|貢献している ... 
法制度改正によるシスァム改修経費が増大している。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

凶
※上段:目標

H24 I H25 
365日 I 365日

365日 I 365日

l00.00% I 100.00% 

I 6件以内 1 6件以内
システム障害の発生件数(復旧が30分を越えたも 1....…… 十

I 2件 I 1件の)ー I............~!.::............l

圏





様式1号(事務事業評価)

小項目(基本事業)， 

市民サービス・窓口サービスの向上

5 日回|情報政策係、情報管理係|情報管理課平成26年度事務事業評価シート|課・局回室置所(係)I 

戸籍システム更新事業[住民情報系システム管理・運営事業]

墓|平成19年2月から戸籍システムの電前面実施している|対象!戸籍システム
引が、平成26年5月に賃貸借契約が満了し、サーバ機器等
担~1の保守も終了となる。戸籍証明書発行など重要な窓口業
室|務を担うシステムであるため、安定稼働目指しサーバ機
l器等を更新する。 システムの安定稼働

て三歳三入三三 Eニ 予算現額(円1決算額[円)
国庫支出金

軍支出金

地方債 J

その他

一般財源 100.00% 4，212，955 4，188，130 

4ロ』 計 4.212.955 4，188，130 )"':"::"':....， 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

J子三-宮丙訳E主

委託料 1，771，200 1，771，200 

使用料及び賃借料 2，441，755 2，416，930 

合計: チ 4，212，955 4;188;130 

臨時凶一一山一

川
市
一

|人工数(人役)卜人件費f円)I 
1 0.21 1，114，3401 

H24 若轟指標、または成果指標三二三三:三三:

算
一
一一概一一
一費一
時
T
一一
人

1 I機器更新の実施

F
 -」

一

F

一

ー

2 

3 

一自治体関与の妥当性| 妥当である|行政サービスにおける事務処理の効率化、安定化を図るための事業である。
、妥 |両日…............……;:...1・ | 
当 |目的の妥当性 |妥当である|事務処理を効率的、安定的に行うためのシステムである0
4世トM ・M・...............…"n・H ・.;:.u.I.............................l
'対象(受益者)の妥当性| 妥当である

.コスト効率 |概ね適正である|法制度対応で経費が増大しているが全国的な傾向である。
効トH・H・日…....................・ I.;~........................ ~.I 
率 |実施主体の適正化 | 適正である|行政サービスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムであり市主体事業である。
性子守..・H・.....・H・..................;;..1.............................1
|負担割合の適正化 |適正である|市主体事業であるため。

:有 l.~.司F目.. 秀空符号閉黙号性仔.里竺?竺仁...'主孟示戸....ぷι二ιぶι写」人ぶI正戸...
U 効 |類似事業の存在 | 存在しυ7な旨い
ム 性 lトト…….. ……一.. パ一.正ム….. 
l上位施策ヘの貢献度|貢献している .. 
定期的に更新が必要であり、更新経費も増大している。

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

J
 

む
一

合
口
一

デ

」

一!
 

1
上

一

:
 

A

u

-

M
山

一
、ha

一

一
一
シ
一

降

一
以

一

度
ー
一

e

年

一

円

i
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q白
-
成

一
平

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室温所(係)I 市民課 住民係 I INpl I一I1 I 

中項目( 小項目(基本事業)

11市民サービス・窓口サービスの向上

車|平属13手12月から地方公共団体の特定の事務の郵便|対象 l市役所及び支所から遠距離に住んでいる方
主|局における取扱に関する法律が施行され、市が発行する1fょ;::j
毒|住民票等の証明書発行取次ぎ業務が指定郵便局で開始|手段|指定郵便局において住民票等の証明発行取次ぎ業務を行う
|された。本市では、平成15年6月に本山、平成21年11月l E 

喜一If乙有帆郵便局で開始し、 2年毎に期間延長を行っている。|意図1市民の利便性の向上

:冨:出 予算現額(円) 決算額(円) 歳入 2 軍事耳語百円Jミ決算額(円)

zι主三左霊極if 守

需用費 32，286 32，062 

役務費 81，236 56，917 

使用料及び賃借料 .378，432 367，920 

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財調て 491，954 456，899 

dEb3 h 計 、 二士三~:491;954 456，899 合:計 1 ..491，954 456，899 

人件費概算 ji大手数吋H人件官。iI霊堂A無 II詰問| 一般 経常

若動指標、または成栗福覆

1 I証開発行取扱件数

H24' 1:0<三"H25. 
450件 1 450件

290件 1 335件

64.4% I 74.4% 

2 

3 

自治体園長の妥当車|妥当である|住民票等の発行は、市の事務であり妥当である

目的め妥当性巳 1 妥当である|市役所及び支所等から遠距離に住んでいる方の利便性の向上が図れる
-・・・.....................................・・.1.............................，....・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・.............・・・・・・・・・・...・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・........................

適正である|証明発行件数を増やすことにより、発行単価を下げるととは可能である
+ J、「・・・・・・・・・...................................・.............................1......・・・・・・・・.........・・.................................................................... ・・................................・...................................

実施主体の適正化 I 適正である l地方公共団体の特定の事務の郵便局における取扱いに関する法律に基づき行うものである
H・M・....・M・-山.....・E・........・・・・・・，-...・.....................................・・・・・・・・・・・................・H・...・.........・...............・m・........・・・・・・・・・・・・・・・・・・・....・・・・ ・・ 2・・.........・......・・............................

度三ょ|概ね達成している|利用者数が伸び悩んで、いるため、広報活動等を行い利用者を増加させる必要がある
-・・・・・・里・・・・・・・..........1.............................1・・・・・・・・・E・・E・E・.....................................................................................................................................................

存住しない

上位施策への貢献度|貢献している|行政サーピ、ス向上に貢献している

易
近くの郵便局;司主民票等の証明書の発行ができるという認知度が低いため、近年、利用者数が増加していなし三辛H肩著の
増加を図るため、平成26年度には、市広報紙への掲載と待合ロビーのモニター広告へ掲載を半年間行って広報活動に勤
lめた。更に広報活動の強化を行い、利用者の増加を図ってして。また、議会による事務事業評価の際に、「ワンストップサービ

課題|スjとは、必要とする行政手続を移動することなく、同じ窓口で完了できるシステムを指すことが一般的であるので、名称を変
更することを検討すべきと指摘された。

計画どおり事業を進めることが適当

圃



平成26年度事務事業評価シート|課 a局・室冨所得)I 

事|電子署名に係る地方公共団体の認証業務に関する法
:!:I律に基づき、申請を受付けて申請人の厳格な本人確認を
毒|行い、電子署名に必要な鍵と県知事による電子証明書を
要l住基カードに格納する。

L 

2 

3 

" I予

合計

活動指標、または成果指標二

電子証明書発行件数

計画どおり事業を進めることが適当

市民課

県支出金の額は、電子証明書発行件数等により算出し、県から通知される。

住民係

様式1号(事務事業評価)

回 1-1 2 

(円1

4，000 

5，320 

9，320 

経常

、



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課z局宮明(係)I 市民課 公園通出張所| 回 日一三

公園通出張所事務事業

中項目(施策)

21電子自治体の推進と行政サービスの向上

主|市民謀扇係業務や市の公金収納柔語:その他市の申|対象|須恵・小野田地区の住民
芸|請受付など多岐にわたる業務を取り扱っている出張所で1::1
概iある。人口密度の高い小野田地区の中央に位置し、須|手段j異動届の受付や交付申請書を審査し、各種証明を発行する
|恵・小野団地区の方の利用が多く、総合窓口的な業務を1 1 

要|行っている:r.:..JI-"-'-~_'./.J -_"I'.J /I .J I" -::;y" f}'Iü'I---I/~，t-t H .J'O--，/F'-.. 'J/.J ~1 意図|近くの窓口で行政手続きが行え、利便性の向上が図れる

三歳大 2 杢豊里里1円) ー決算額(円)
国庫支出金 J

県支出金 J

地方債」り

その他

一般財源 194，000 144，337 

aE』1 計' !三 194，000 1主4;:337

出 予 市7
320 

41，371 

39，142 

63，504 

団一 経常

l' 若動指標干または成果指標

市民課関係証明書発行取扱件数

2 

.............................+............................. 

3 

I I自治体一国与の妥当性 i妥当である|地方自治法、条例により設置された出張所で地域住民と行政との窓口になっている
妥 }ト…"山…….“一…竺川一1只.ιi
〈当 |目酎の妥当性令 |妥当である|地域住民の利便性の向上
性 J・戸ぷ......・M ・.....……H ・H・...1.............................1
7I対象(受益者)の妥当性| 妥当である l地域住民、特に車の運転ができない移動困難者に対応している

三子|コスト効率 I適正である|行政の多岐にわたる業務の受付窓口として少ない職員数で行っている
ミ効 f....・H・....・H・-…w竺おH・M・1.............................1
三率 |実施主体の適正化 |適正である|身近な地域の行政サービスの拠点として市の窓口業務を担っている
性 f........・戸....戸山一いH・H ・.1.............................1
負担割音効適正化 |適正である

lJE「達成度 | 有;c:t..w......:................................，
f効r三頭似事業の存在一 |存在しない

ーエ雨量二記長長選|説百九|
.レ

多様なニーズに応え、市役所の吾謀丙業務を行うため、幅広い知諏E市民の来庁目的を正確IE詞面広処理することJが求
められるため、職員のスキルアップが必要で、ある。

課題

奇葎
の方
向性

圃

計画どおり事業を進めることが適当 同
開



様式1号(事務事業評価)

4 日回厚陽出張所

中項目(施策)

2|電子自治体の推進と行政サービスの向上

市民課平成26年度事務事業評価シート|課M局面室・所(係)I 

歳入 予算現額(円) 決算額(同)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他 7

一般財源三r三三 461，195 383，795 

三合三計二 461，195 I jS3，79!;i 

歳 出 予算現額(円) 決算額L円)
需用費 213，215 143，115 

支 役務費 44，764 43，520 

出内 使用料及び賃貸借料 189，216 183，960 

マ訳 公課費 14，000 13，200 

合三官十 461;195 383，795 

. 目 出 ， . Ezz~ 
経常

|人工数f人役)1>:入件費{円)1 
|11  1，606，8001 

九一一算一一一」

一概一一惜三人γ

九若動指標よまたは成果指標て

1 I証明書発行取扱件数

2 

3 

三斗1自治{体本関与の妥当性 l妥当である|地方自治法、条例により設置された出張所で地域住民と行政との窓口になつている
妥 三主斗斗I半lト.. λμムι.. 山山.“山.. 一.
当 I旧目的の妥当性 三二|妥当である|地域住民の利便性の向上
性 十 F......::.....…・・・……-・・・示:.;...1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である|地域住民、特に車の運転ができない移動困難者に対応している

コス卜劫率 |適正である|行政の多岐にわたる業務の受付窓口として少ない職員数で行つている
効 c IトP町司"山..山司
率工|実施主体の適E化 |適正である|身近な地域の行政サ-ピスの拠点として市の窓口業務を担つている
性 ...~七竺.ふ..…....日斗.ムL一パ山山山.“山……..山..…...………..…‘U…..且M……..…....………..山....…….“山....……..山且.+............................1

二三三 I負担割合の適正化 I適正である

|国目標違成度
; 有 トトいい"山‘..…..一E正l

効l類似事業の存在 1存在しない
性 FドJ一一ぷ一一L一.，..，“一………圃J斗一Jよ一一.η山..一一.川，...…….. 山..... て:
上位揖策への貢献度|貢献しでいる

取り扱いのできる業務が公金収納業務と市民課関係の限られた種類の証明書の発行に限られている。業務端末がないた
め、厚陽出張所では証明書等を請求する権利のある方かどうかの判断ができず、本庁で確認した結果、証明書が発行でき
ない場合がある。証明書の発行手続きが行政証明発行システム(FAX)を経由することから、来所者をお待たせすることにな

課題 J るため、待ち時間の対応、説明の仕方など、より丁寧な窓口対応を必要とする。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

• 

園



様式1号(事務事業評価)

8 日回市民活動係 | 協働推進課平成26年度事務事業評価シート|課 z局 E室面所(係)I 

歳入 予算現額(円1決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債内合

訳 その他、

一般財源

合計 。 。、

'歳出 予算現額(円) 決算額(円)

支

出向訳ーぜー

| ご含 計 f 。ヤ 。

経常
IJ瓦工数(人役)1人件費t円)1 
|11  1，606，8001 

活動指標、または成果指標?

1 1成果指標:案内・誘導件数

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である
妥|よ与|

当主|目的の妥当性 |妥当である
性1/'::;':;""':':':'':'.:.:.:..:.:..:.:.:.:..1
1対象(受益者)の妥当性i妥当である

コスト効率 | 適正である|

実施主体の適正化 |適正である

二|言語這砧五、|逼玉三五五|
三:二|目標達成度 |達成している
J有 1..:.:，....:.:.:.:...........:.........:..:..1
f 効 |類似事業の存在 |存在しない
|性 1....:........:..:.........;.:..:...:..，;....，
上位施策ぷの貢献度|貢献している

効
率
性

.. 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善
時期

向性

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局室・所得)1 南支所 l回 [Iヨ
中項目(

事|市古語蚕わ窓口機能を果たすととも民市民相談、苦情対
業|応、取扱い可能な特定事務[証明発行・市税等収納・各.
一概|種届出受付]を処理する。 1;手段|担当課との連携により、利用者の求めに応じて取扱可能な特定事務を行う。
要.

警備委託料

予算現額(円)1決算額(円)

363，8001 350，568 

123，0001 121，814 

382，000 381，024 

64，0001 63，504 

25，2001 25，200 

958，0001， 942，119 

l人工数(人役)j人件費{円}I
|51  19，928，7001 

吉永二

国庫支出金三

吏主財調向主主割官J へ

県支出金二

地方彊

その他二

一般財源

|三」 合計

|叡免|無|也竺|

活動指標、または成果指標マ ご二|三 H24 ，1 H25 

1 L各種証明発行件数(市民課、税務課関係)

南支所における各種税(料)等収納金額
21 

(水道料金を含む)

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である
妥 1'................................ 一|
当 |目的の妥当性 ， I妥当である
性 f......;":" ~，... .... ..:.;....: .，，，..; :;. ";1 
対象(受益者Iの1妥当性| 妥当である

lコスト効率 |概ね適正である
=劫 1，..;..，......::.........;.;..................1
率二|実施主体の適正化 |概ね適正である
性 1.....................:......................1
負担割合の適正化 |概ね適正である

目標達成度
有 F...;..;;....;c;，.........，.........:o，........1
効;王|類似事業の存在 、 i存在しない
性，f:.;.............，.....，..........;............1
'土位施策への貢献度|貢献している

1""""6;66日平H・H・r"":;;'SO4{:平・・…・

225，740，076円1186，755，523円

..... 

予事事面(円) 決算額(円)

1，735，000 1，581，879 

'.' 1，735，000 1，581，879 

一般 経常

支所業務は本庁での特定事務[証明発行・市税等収納・各種届出受付]を広く浅く取り扱っているが、近年では制度改正も
多く、支所職員の努力のみでは業務に対する知識も不十分なまま利用者に対応せざるを得ないことも多い。
高齢者にとっては身近な行政窓口として支所を頼りにされている方も少なくない。利用者のニーズに応えられるよう、本庁各

課題 部署と緊密な連携を図り維持できるかが課題であり、常に努めているところである。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

L向性 時期

固



様式1号(事務事業評価)

1 日回埴生支所平成26年度事務事業評価シート|課局盲室置所(係)I 

歳士:入 予算現額(円7 決算額(円)

国庫支出金

財瀬内 割合

県支出金 d ム

地方債

京三一:τ その他 1，389，000 1，294，990 

ー般財源

。合 計三 1，389;000 1，294，990 

一一九一 一

歳ゴキ出 予算現額(円〕 決算額(円)

需用費 206，000 185，405 

支 役務費 100，000 87，157 
出
委託料 383，000 382，320 

内
訳 使用料及び賃借料 77，000 75，816 

備品購入費 。 5，184 

合 言十 i 766，000 三735，882

li三T|無|lJ人工数(人役)1人件費(円)I 
51 19，928，7001 

?人件費概算f 経常

活動指覆L言正面市裏藷覆

-

E

 

E

，小t
z

・円，，
"
1
i
 

H
n
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'

l
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，a中
l
H

H

円
可

υ

u
n
u
v
H
 

…nu
…
 

“
「

D

…
1 I各種証明発行件数(市民課、税務課関係)

355?311目[泣11521E:21各種税(料)等収納金額

3 

妥 |自治体関与の妥当性|妥当である|市民への行政サービスについて、再帥が関与するものであリ当である。
，..・・ι.......・・・・.......，.....;..-._..・H・......1.............................1

当 |目的の妥当性 三 |妥当である|市民に対する利便性の向上、福祉の増進につながり、妥当である。
性ドぶ.u.......……主H ・H ・"........1.............................1
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|本庁から遠い埴生地区の市民を主な対象としており、妥当である。

|同コスト効率 主 |適正である|正規職員3名、常勤の臨時職員2名の5名で運営しており、適正である。
効 }トい"山………..….. 山……….，山…..山…..山..…….. 山.. 山.…空.山.. 円勺.竺竺....γ?司吋一……1円...山戸，...一一…!一.
ご率 |実施主体の適正化 ニ1適正である|市民への行政サ一ビスは、市が運営すべきであり臥、適正であるロ
; 性 }トトトH……..且……….叫.…- ・........，.......臥五| 、 | 

負担割合の適正化 |適正である|市民への行政サービスは、市が負担すべきものであり、適正である0

.目標達成度
有 Fぶ……....・M ・.....ぷ…・・叶・・

効 I類似事業(J)存在 |存在しない
性 f...................."'::...................;1
|上位施震への貢献度|貢献している

課題

所掌する窓口業務は多岐にわたり、加えて制度改正等により業務内容が複雑化する中で、本庁関係課と連携し、引き続き親
切・丁寧な対応で、正確かつ迅速に事務処理を行ってして。
また、現金収納管理については、 2人体制で、受領現金及ひーつり銭の確認を含めた収納確認を行い、納付書に受領した職
員を特定できるよう登録済み領収印を押印するなど、収納手続について職員全員で、常にチェックし、安全かっ確実に現金の
収受から入金まで、の処理手続を行ってして。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.レ

歳入が歳出を上回っている理由は、各種証明発行手数料を特定財源として計上しているため。



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所(係)I 下水道課 管理収納係 I INol 卜I4 I 

事|水道幅蚕E下水道使用料は別々の訴事予ステムで賦
品|課、徴収を行っていたが、 23年度から水道局に下水道使
=1用料の賦課・徴収を委託した。ただし、水道は2年、下水|手段 l下水道使用料を水道局に徴収委託し、過年度分については一部徴収を行う。
霊|は5年で時効のため、 3年分については下水で行なう必
l要がある。 1意図|事務の効率化と市民の手続きの簡素化を図る。また、収納率の向上も期待できる。

歳 出 予算現額(円) 決算額(円) |歳 入 予算現額(円) 決算額(円)

負担金 19，440，000 19，440，000 国庫支出金

支 委託料 2，153，000 2，150，280 財 県支出金
出
ー内

源割
地方債

内合
訳 訳 その他 使用料 21，593，000 21，590，280 

一般財源

ー合計 21j593，OOO 21，590，280 合計 十 21，593，QOO 21，590，280 

|人工数(入役)1 

三 1 0.851 
人件調引窓見|無 1 1会計翻IJI齢刊|経常|

活動指標、または成果指標

1 I現年度収納率

21過年度収納率

3 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

器 jmm:iゑII恐|事
100也 1 100% 

22.13% 1 21.08% 

22.13% 1 21.08% 1..............................1.... 
100弛 1 100% 

自治体関与の妥当性|妥当である|汚水を下水道施設で処理するための費用で市が徴収すべきであり、妥当である。
妥 1..................・H ・..…山命H ・M ・.:;，.............................，

|皇子|目的の妥当性 ，...1妥当である|円二元化により、顧客サービス勿芝経費削減が図れ、妥当である。

1|対象(受益者〉の妥当性|妥当である|徴収一元化により、顧客サービスの向上が図れ、妥当である。

|コスト描率 |適正である|人件費の削減が図れ、適正である。
効 ト日u・・日・・H・山H・H・.....・H・...，.............................，・
率 |実施主体の適正化 | 適正である |下水道使用料は上水の使用水量によって決定し、賦課、徴収も同様の作業であり委託先として、適正である。
性三・....・M ・........…・・……n・.......1........・H ・.................1.

負担割合の適正化手|適正である|日本水道協会の算出方法により委託費用を決定しており、適正である。

一
目標達成度 |達成している.

有 1.....;...;.，-......，.........................，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f:.....，..，.:，......".......，.........，.....，
三|上位施策への貢献度1貢献している

.レ
なし

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

管理収納係 I INol 卜I19 I 平成26年度事務事業評価シート|課・局E室新(係)I 下水道課

大項目(政策)

71 効率的で健全な行財政基盤づくり

ーl水道幅蚕E農業集落排水使用料は別々の部署、システム
主|で賦課、徴収を行っていたが、 23年度から水道局に農業
義|集落排水使用料の賦課徴収を委託した。ただし、水道 巴竺l農業集落排水使用料金跡道局に徴収委託し過年度分防いてはー鰍収桁ロ
要|は2年、下水は5年で時効のため、 3年分については下水』百
iで行なう必要がある。 1意図|事務の効率化と市民の手続きの簡素化を図る。また、収納率の向上も期待できる。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

負担金一 1，080，000 1，080，000 

喜三
τ一

AEb ヨ 百十 1，080，000 I 1，080;000 

歳=入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金
源割
地方債

訳向合了ご主E その他 使用料 1，080，000 1，080，000 

一般財j原

合計 1，080，000 1，080;0001 

よ件費概算ム 人件費(円7] I交付税 I _ I 1 ..6..~""， c ，， 1 1I-r...6.(""_¥ I <Lv"，，" I 
| 0.31 肌~I 算入 | 無 II会計種別|特会(麟)I 経常 | 

=百動指標、または成果指標

1 1現年度収納率

H24 

99.25% 

99.25% 

100% 1 100% 

99.17覧

21過年度収納率
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3

…3
 100% 1 100% 

3 

自治体関与の妥当性 l妥当である|汚水を処理施設で処理するための費用で市が徴収すベきであり仇、妥当であるo
妥 lト叫山山…….川叩山……'い川山.. 山….. 山血“.. 引.. 山山刊….. 円山.. 山山Tρ山..山呪.さケiν.. 叩.
当 |同目的の妥当性 i妥当である|徴収一元化により玖、顧客サ一ピスの向上と経費削減が図れ、妥当である。
性 lト…H……….. ….日…一一.日一.竺一1プ.ぷ-バιι三ιふ.日一.一…1
;三一 I対象(受益者)の妥当性| 妥当である|徴収一元化により仇、顧客サ一ピスの向上が図れ、妥当である。

|コスト1効率 1適正である|人件費の削減が図れ、適正である。
効 1..・H・...…....・H・..……・山7・1.............................1
率 |実施主体の適正化 | 適正である |悼集落排水使用料は上水の使用水量によつて決定し、賦課、徴収も同様の作業であり委託先として、適正である弘。
性 iトトトト日一一一一.日一一.“山……….“山…盆"…….. …且日.………..... 
主-、|負担割合の適正化 |適正である|日本水道協会の算出方法により委託費用を決定しており玖、適正であるo

|卜ドjミ三三二 l.~目融成鵬度 |達達猷成此し山山てい川る
有ト・...，.....・H・ 1 
効 |類似事業の存在 | 存在する
性}………一-…山・l
ー主位施策ヘの貢献度|貢献している

.い
なし

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

園



様式1号(事務事業評価)

1 日回

事|厚狭地区複合施読繭三向け、雨両月より山繭|対象|仮設山陽総合事務所
1:1合事務所反び保健センターは仮設事務所へ移転し、公! ! 
事|民館及び図書館と一体となった複合施設完成まで仮設で|手段|施設の適切な運営及び維持管理
|の業務を行う。それまでの問、仮設事務所の施設運営、 l l 

要|維持管理を行う。 1意図|安定した総合窓口として行政サービスの提供

地域活性化室|平成26年度事務事業評価シート|課・局M室町所(係)I 

歳 入 予算現額(円) 決算額{円)

国庫支出金三

調財胆割合
県支出金

地方債

訳 その他 雑入金他 177，000 135，492 

一般財源 11，774，000 10，381，380 

合 言十 11，951，000 10，516，872 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)
一一 』 委託料警備委託料 5，508，000 5，508，000 

支 需用費光熱水費 2，210，246 2，210，246 
出
通信運搬費電話料 1，111，000 737，010 
内
訳 需用費修繕料 650，327 650，327 

三その他 2，471，427 1，411，289 

合、計 11，951，000 10，516，872 

経常
交付税 l相 | 
算大. 1 "" 1 

※上段:目標
H24 ...1 H25 
設定しない|設定しない

17件 1 20件

人梓貫工円n
6，712，895 

I人工数f人役)I 
|1.551 

人件費概算

若頭指覆L吉正面戒果福覆

1 I修繕件数

2 

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性l妥当である l市の施設であり、市が管理するのは妥当である。

目的の妥当性 |妥当である|安定した行政サービスのために、妥当である。

対象(受益者)の妥当性l妥当である l主に山陽地区住民の行政サービス推進のため、妥当である。

|コスト効率 二 |適正である

|効 1 九 1....iÆ.~~6....1
率 |実施主体の適正化 |適正である|市庁舎の施設管理は市で行うべきであり、適正である。
三世ト・...・.....~;;;.::......................I............................. ，

負担割合の適正化 |適正である|市庁舎の施設管理は市が負担すべきであり、適正である。

|目標達成度
有;1.....................:.....:....，.......;:.....1 
三効 l類似事業の存在 |存在しない
性 f.......，.......;.....:.;;.;..:................1
土位施策への貢献度|貢献している|

-厚狭地区複合施設完成まで仮設での業務となるが、その間の仮設で、の業務について、安定した施設運営及び維持管理が
求められている。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

--

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所得)I地域活性化室| I INol IーI2 I 
中項目(平日、

士，主として山陽地区住民の利便性を確保するため、総合窓
芸|口としての行政のサ}ピスの提供を図る。また災害等の被
血|災時には情報収集にあたり、被災状況の把握を行う。厚
童|狭地区複合施設建設に伴い、平成26年3月より仮設事務
l所へ移転し、複合施設完成まで仮設で業務を行う。

歳ど出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費消耗品費 525，434 525，434 

ー一芸圭訳河H両bL ュ? 一百

需用費印刷性本費 。 。
需用費修繕料 2干，566 26，244 

役務費通信運搬費 62，000 2，500 

使用料及び賃借料機械器具借上料 26，000 25，920 

合計」 641，000 580，098 

歳 入

国庫支出金ι

財 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他:

ι般財源

合'計

予算現額(円) 決算額(円)

44，000 32，990 

597，000 547，108 

64J，000 G80，098 

|と さ件費概算 |人工数憎い宮$51|鷲見|無lf主主主別| 一般 | 経常
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標 三 1. H24 1 H25 て 1 I H26 !日揮

1 1総合窓口事務の取扱種類 I.............................t.. .. ~~年~~.~....I I.......~~翠 II守

2 

3 

I . I自治体関与の妥当性|妥当である|市での一般的な行政サービスであり妥当である。
妥 f..・..._!......……………，..+............................1r :. ~目的の妥当性 I妥当である|総合窓口以行政士一ピスの提供のため妥当である。
」|対象(受益者)の妥当性|妥当である|主に山陽地区住民の行政サービスの提供のため妥当である。

コスト効率、 I適正である
二三}効 }ト.…….吋叩…….. 山.. 山..……. ……....….吋.. … .. 叩山‘り引….川山.. 山....山….. 山..，….

τγJ率 |実施主体の適正化 |適正である I市で行うベき行政サ一ピスであり、適正である。
性 ト千……山守山山山円.リ引ρ戸戸山一一….. バ….. ム….....………….. ……… .. …… .. …..“H・H ・......;.，.+・ 十

.負担割合の適正化 I適正である|市で行う行政サービスの負担であり適正である。

目標達成度己主 |達成している|窓口業務について、特に問題点等は無い。
有 I.............:':.;'~;{，~.. "...;，............I 
効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f.;...;，.;.:;，..............;......，....，;;...1
|土佐施策への貢献度|貢献している

..... 
-厚狭地区複合施設完成まで仮設での業務となるが、その聞の仮設で、の業務について、安定した行政サービスの提供が必

課題

今の方後

向性

要である。

ベベ

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

-厚狭地区複吾遍註雇設に伴う移転I~J::り、平成26年3~ J::り仮設事嘉両こて複合施証言読まで、仮設で丙葉務を行う事とな
る。



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局宣明(係)1 市民窓口課 |市民一係国保福祉係| 回

嚢|山陽地区ゐ行政三ーズ等に跡す吾ため、市民課、国保|対象|地域住民
主|年金謀、税務課、福祉事務所に関する業務を2係で行司、 l 
事|ている。 1手段|申請・交付・証明及び相談業務

1 -1 1 

|山陽地区全域の地籍図分間図を保有しており、申請にど ' 
要|り閲覧や写し(コピー)の交付を行う。 1一一意図11身近な行政窓口として、市民サービスの向上に努める

歳出 予算現額(円) ;望算観I円) 歳入

消耗品費 895，720 843，5951 国庫支出金

:支 印刷製本費 50，000 48，6001 
出
修繕料 10，000 。

訳内 通信運搬費 124，280 

源財 割
県支出金

内合
地方債ェ

訳 その他

機械器具借上料 174，000 173，664
1 

一般財調;

合計 1，254，000 1，16Q，7241 dロ』 計

::人骨鵬三|人瑚T;|刊誌つ;。げすい1
※上段:目標

活動指標、または成果指標.I 1-124 c I H25 ヱ

1設定しない|設定しない
事務取扱総件数 I 25，475件 I 25，063件

21手数料・使用料総額

3 

設定しない|設定しない

5，219，980円 15，141，270円

予算現額f円) 決算額(同)

手数料 6，062，000 3，633，810 

-4，808，000 -2，468，086 

1;254，000 1，165，724 

経常

|自j治台体聞与の妥当性| 妥当である |山陽4小、野困市総合事務所設置条例、山陽小野田市組織規則等によるものであり玖、妥当である。
7弓と妥 fトトい一一……..山…..川山….“山&“山....一……..……..…..山……..山山….“川山..山円.“.
| 当 |同目的の妥当性 | 妥当である|地域の身近な行政窓口として行政サ-ピスを提供するものであり玖、妥当である。
性 1..・H ・..…......・H・...・H ・..，.........1 ・・ .......1 
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である|本庁に出向くことが困難な地域住民の利便性向土に寄与するものであり、妥当である。

コスト効率 | 適正である

::il持制定...:r..当5161:lfHH日聖子百円151両労;::::::
|負担割合の適正化 |適正である

旧標達成度
有 1.;.;;;.;.........;;:.........;;:;........;..1
効二|類似事業の存在・ |存在しない

住ごIi"雨量二五言語雇|説仁三三|当面子二以;ぷ子二百二両エi;説日;:ζ，. 
-窓口業務に関しては、法制度の新設や改正により年々複雑化し、加えて窓口での本人確認の必要性が求められるなど、処
理時間は増加傾向にある。平成23年10月の市組織規則の改正により、市民窓口課に出納業務が新たな業務として加わっ
たが、現金収納に関して厳密な管理体制が求められている。またパスポートセンターの開設により、平成26年度は市民窓口

課題 諜の職員2名が旅券発給事務と兼務になったo
-少人数での窓口対応のため、事務の効率化と職員の資質向上が課題である。職務を効率的かっ円滑に遂行するため、係
内及び本庁との連絡を密にし、職員相Eの共通理解を深めるよう努める。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

A向性
時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係21パスポートセンター|

様式1号(事務事業評価)

|Nol 1ー1 1 

歪|号室誤殺晶誤認5iiZZら故当対象|主同内及び近隣の市民の旅券発給申請者
事|般旅券の交付、記載事項の変更、査証欄の増補、一般旅|手段|旅券の発給に関する事務を市の窓口にて行う
|券の紛失及び焼失の届出の受理、返納旅券の還付等でl E 

要|ある。 I意図|市民サービスの向上

二歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

ドl 霞室町丙:

需用費消耗品費 31，000 30，989 

役務費通信運搬費 279，000 273，842 

委託料システム保守委託料 33，000 32，400 

三 tE』ヨ 計 343;000 337，2311 

歳一入 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

財三 県支出金 1，067，000 913，000 
源割
地方債

内合
訳 その他←

一般財調 一72<1，000 -575，76!J 

合 計 343，0001 337，231 

ー

λ件費概算
|人工数(入役)1人件費(円)1 1交付税
:1 2.41 7，424，7刈 | 算入

21交付件数

設定しない|設定しない

1，009件 L 840件

経常

活動指標、または成果指標

申請件数

3 

=1吋与:町一るl-Mする事務恥の移譲事務…当である妥 }・山….....;;.......::.，;;.......;..;...1.............................1
当 |目的の妥当性 三 |妥当である|身近な行政窓口で行う事で、行政サービスの向上が図れ、妥当である。
性ド…................…...........……1.............................1
対象(受益者1の妥当性| 妥当である

|コスト効率 1 適正である
一効 1.…ん....…・H・H・....・-ー.....・M・.1.............................1

二率 I実施主体ニの適正化 |適正である|市で行う業務であり、適当である。
性三 I・M・-………・“…………..1・ | 
|負担割合の適正化 、| 適正である|県よりの移譲事務交付金は、申請件数により増減があるが、例年安定して申請件数の実績が有る。

|目標達成度
今司 r・H ・I・ "'H'~'・..，._.，.・H・H ・. ".~..... • ......1 
効 |類似事業の存在 ;土|存在しない
性 lト卜ト.リ町…..
上位施策への責献度‘，1貢献している

旅券の発給に関する事務については、国の事務であり、旅券法に則った適正な事務の運用が重要で、ある。旅券法はたびた
び改正があり、法の理解と正しい事務運用が不可欠である。職務への深い理解と職員の資質の向上が課題である。
パスポートセンターの専任職員は現在(平成26年度)臨時職員1名であり、他の正規職員4名と臨時職員1名は全て他業務を

課題 主務としている兼務の職員である。今後、本業務を維持してし、くためには、これを主務とする正規職員の配置が必要。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

.. 

園



様式1号(事務事業評価)

1 日
二小項目(基本事業)

庁内行政情報化の推進

回財政係財政課平成26年度事務事業評価シート|課z局室・所(係)I 

議γ 大三 予算現覇(再w決算額(円)

工1富毛周晩a畏FLti三tf割中E -苦三
国庫支出金

県支出金

地方債 2

その他

一般財源 3，581，000 3，580，200 

合計 3jp8T，'000 3，580，200 

世 E 記語菅重子元テムは、地方債の償還情報等の管理に加

芸|ぇ、交付税の算定資料の出力機能を有しており、財政運
町|営に欠かせないものとなっているo本事業は、新たな環境
霊|下(os)で、引き続きシステムの安定稼動を図るため、現
I行の起債管理システムを改修するものである。

臨時

3;58I，OQQlr'{c;3，堕0，200

|人工数{人投)1るλ件費{円)1 
jo叫 835，7551

計

H24 若動指標、または成果指標三

1 1新たなos環境でのシステムの安定的な稼動

空;??衿?門円腎7門T翌存空号竺佐| 雪~~士芝~~....I.!.芳で空?望烹烹号f'i史!守'i$史T空烹雪2?b.:f:
目的の妥当性 妥当である

童家(受益者)の妥当性| 妥当である

::1.天下効率 | 適正である|新システムの導入と比較すれば、現行システムのバージョンアップは安価であり適正。
効 L ト・....・H・-山・H・H・-……・十・・・"“H・H・H・H・.....・...1
三率一|実施主体の適正化 |適正である
三性 F...........'..............;..................， 
i負担割合の適正化 1適正である

3 

2 

|団目標達成度 二 ， j達童成してしい、泊る|安定稼動を確認認、しており弘、目的を達成しているo
有 }い.. 山川.. 川.“山亙....山…….. 山…….. 山…，.山只巧乃i………刷叩….. …. 
効よゴ|類似事業の存在 | 存在する |新システムの導入による対応も可能ただ、が、コスト面で、のデ、メリツトが大きい。
:性 ~.手....・.......・M・-・・山....・....・M・-…，..............................，

十土佐施策への貢献度|貢献している

..... 

課題

今の向後方性 w 事業の終了
改善
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課'局面室・所(係)I 管財課 財産管理係 l~ 1 -1 9 1 

..-1 財務規則に規定する市有財産の総括として、全庁的に
芸|利用可能な財産管理システムを構築し、公会計への対応 l
概|や市有財産の適正管理による行政事務の効率化、市民一一手段|財産の現況把握、所管の確定、管理システム構築、更新作業
|サービスの向上、市有財産の有効活用による自主財源の l
要|確保を図る。 1意図1行政事務の効率化、市民サービスの向上、自主財源の確保

(円)、 」 二歳 ;スょ τ 予算現額C同} 決算額(円)
国庫支出金

財 県支出金J
源割
地方債内合

訳 その他

ー般財源

r二 4回』 計 、 。 。

1 1よ件費概算三iよ工数千ょうは I裂|無 I I会計利 一般 | 経常 | 

活動指標、または成栗指標1ペ ー 1 H24 1三三 H25三1
I 7000筆 I 7500筆

財産分類・所管区分等の調査済み市有地のデート…H・H・-…..……寸 E 

| 筆 1 6950筆
タ入力筆数 I........~.~.~~.~.......~ 

99.00% I 92.67% 

21財産分類・所管区分等の担当課への確認作業

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|市有地の管理であり、妥当である。
妥~..・M・..………“………1.............................1

当 |旧目的の妥当性 |妥当である|行政事務の効率化や市民サ一ビスの向上等であり仇、妥当である。
Ij控主シ十..………..……….一……川J一…..
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である l市有地であり玖、妥当でで、あるo

コスト効率 、 三|適正である

i 除完今誌五去弓万話任主5i;H主5:;:::::: 
負担割合の適正化 |適正である

B目標達成度 |概ね達成している|データ入力は、大多数済んでいる。今後は、確認作業である。
毛有三}二......二ー竺.!_!....三........・| ・ | 

一二二劫;ヨl類似事業Uぬ=存在工 1 存在しない E 

t 性:三fドLν..ι..
上位施策への貢献度 l概ね貢献して引し、泊る.

4易
1.国から、平成28年度末まで、に台帳整備を行うよう指示されている。
2.膨大なデータ処理業務や定期的なデータ更新に対応する体制構築、及び最終段階の財産管理システム構築にかかるコ
ストが必要。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

業
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E骨室刊(係)1 情報管理課 |情報開、情報管理係| 回

zt 歳出

l需用費
予算麗覇市刀て京事覇市7
6，456，3431 6，456，343 

5支 |委託料 7，249，9521 7，249，945 

三三自 |使用料及び賃借料
=訳 |備品購入費

20，266，2001 20，266，200 

839，8081 825，666 

その他 415，3311 415，331 

合計 1_ .lfí，~?7;~341 二三35，2昆叩5

|人ヱ数(A役)J人4特費L同J三1Ir交付税'1_ 1 
人住費概算 ;二I 1伍 1 7，087，叫 | 算-rJ | 

※上段:目標
活動指標正討語読栗指標ヲ H24 1 官芝吉一一

365日 I 365日

1 1情報システムの日常点検を実施する。 365日 1 365日

l00.00% I 100.00% 
I 6件以内 1 6件以内

システム障害の発生件数(復旧が30分を越えたも| 十
1 4件!の) I............:':.'.:............~ 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|行政サービスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
妥 :;.1・...・H・...・H・…H・M ・.....・M・-υ......1.............................1
三当 1目的の妥当性 |妥当である|市役所全体で使用する内部事務処理システムである。
三世 1...................:....…H・H・...…1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 |適正である|仮想化サ一パの導入などでサ一パを統合しコスト削減に努めている。
効}ト..…...山"竺ιら←..ト.. …引.. 
率 |実施主t休本の適正化三1適正である|行政サ一ビスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
性 2斗h..~一一一且"一.一:干ι予L二...ぷ...….“臥垣竺竺ヤ..一山.正示而一k一一凪M…....………….“……..…..……一"………..山..斗.

己」

(円)

906，230 

34，307，255 

35，213，485 

経常

|負担割合の適正化 |適正である l市民全体に対する行政サ}ピスであり弘、特定の受益者に負担を求める事業ではない。

有 l.~円ザ幣主持空空持空 |空空空た骨号.とと三三r引ごご士三土vどr刈vどY吹叶，\三三対:三三対T三~..I.!ヨ!門喋守門T
効 |類似事業の存在 '1存在しない
性f:....竺…-…......円二...:....1
I上位施荒への子貢献度|貢献している .. 
随時導入してきた更新サイクルの異なる情報シスァムを効率的に、仮想化サーバ(サーバ統合)に移行してコスト削減を図ら
なければならない。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課局宣明(係)I 情報管理課 |情報開、情報開| 困
中項目(品目、

士 B本庁と市各施設の通信基盤の整備を目指し、地域イン
主|ターネット導入・地域イントラネット基盤整備を行って来
歪|た。高度情報通信基盤を安定稼働させることは、施設関
空|の円滑な業務連携、情報伝達に取って必要不可欠であ
京|る。

歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 3，053，719 3，053，719 

支 委託料 1，830，852 1，772，532 
出
使用料及び賃借料 17，804，954 17，422，513 

内
訳 その他 599，325 513，097 

合計 1 .. ~3~288;850 三 22;'761，861

:歳入

国庫支出金

県支出金

:地方債

その他一二子 J

-般財源三=

i口』 号両t 三

止件一時一人工数千H入告別 |宝~I 無| 恒到
| -活動指標Jま副主蔵栗指覆て H24 

365日

1 I通信機器の日常点検を実施する。 365日 365日

100.00% I 100.00% 
I 6件以内 1 6件以内

ネットワーク障害の発生件数(復旧が30分を越え| 十21~_'':~\ /i-'T'-I=lY./J1:L_LII ~\"I~IH/ .. rvV .. /.J-c..J{2!.̂ - I 3件 I 6件
たもの) I............~!:::-...........+ 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である|行政サービスを行うための通信基盤である。
妥 f..・H・.....・H・-山山H・M・....・H・-….;1.............................1
当 |旧目的の妥当性 l 妥当である|市役所全体で使用する通信基盤である。
性 ト"……..…..目一……盟日一.目......………..…..一…目一….....………"…....………..…....一…..十.
対象(受益者)の妥当性l妥当である

予算現額(円)

23，288，850 

23，288，850 

一般

1 -1 3 1 

決算額(円〕

22，761，861 

22，761，861 

竺J

ーコスト効率 I 適正である |複数のネットワークを論理的に分離し統合することにより重複投資のコスト削減を図っている。
効 1み・引H ・H ・...……"........…….1.............................1
率 l実施主体の遍孟化 |適正である|市役所全体で使用する通信基盤であるo
性二Iト.日………..…ι…..…….一…i一ぷ.

a負担割合の適正化 |適Eである|市民全体に対する行政サ一ピスであり弘、特定の受益者に負担を求める事業ではない。

有 I.~町円131m号ザ1m宇号翌黙J11(;予 | 空空史存;L--CV \三三対T三'..l.~，目円?明.日竺史.門?
効 |類似事業の存在 |存在しない

~~tilft眠不高品一三|貢献している ，. 
職員による日常点検にて障害の予兆を発見することが重要であり、日常点検を実施する職員のスキルアップを図る必要もあ
る。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

国



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課冒局・室置所(係)1 情報管理課 |情報政策係、情報管理係1INol 1 -1 6 

中項目(ー一、

21電子自治体の推進と行政サービスの向上12 

行政系端末更新事業(第二期)[内部情報系システム管理・運営事業]

事|平成22年度から中古ヌヲコンを調達し計画的に更新を
:=1行ってきたが、平成26年4月のマイクロソフト社における
まIWindowsXPへのサポート終了により、情報漏洩などのセ
喜|キユリテイリスクが高まるため、行政系端末476台を、平成
125年度に300台、平成26年度に176台更新する。

三歳 出 予算現額(円) 決算額f円)
使用料及び賃借料 1，170，720 1，170，720 

計 1，170，720 1，170;720 

| 三 歳五^ 至草塑璽l円) 決算額(円)

財

国庫支出金

県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財澗 100.00% 1，170，720 1，170，720 

合計 以 70，720 一二1;170，720

|i工 人件費時.-~人工数(で|人225;。||想見|無| 同宣| 一般 | 臨時

活動指標、または戒栗干言葉 H24 

300台

1 1行政系端末更新台数 …
台
…
川

'nu・

日

n
u
n
n
U

H
n
d
n
n
U
 

且

守

E
ム

+
E
E
B
E
E
-
T
 

2 

3 

自治体闇;基「与与与与;の妥当性| 妥当である|行政サ一ビスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
妥 l卜a戸み…jι.
γ当 I目的の妥当性 i妥当である|市役所全体で使用する内部事務処理システムである。
L 性 h~.孟ιぷ品J云山L

|対対i象(受益者7の妥当性| 妥当である

|三て |コスト効率 |概ね適正である|仮想化サーバの導入などでサーバを統合しコスト削減lこ努めているo
効ト…..….....~............，..…..… 1.............................1 

率 |実施主体の適正化 |適正である|行政サービスにおける事務処理の効率化を図るためのシステムである。
〉性ト--山一ーィ…H ・H ・1.............................1
|重担割合百適正化 |適正である|市民全体に対する行政サービスであり、特定の受益者に負担を求める事業ではないo

i一手~t，.~明.忠 I..~~.とifI .q.??とlV¥0o
二 i劫 1類似事業の存在 |存在しない
:性 l 、;"，.1
上位施策どちの童献度|貢献している

定期的に更新が必要であり、更新経費も増大している。

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性 時期

.. 

o

-

む
一
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」

-J
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-
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課ー局首室?所(係)， 情報管理課 |情報政策係、情報管理係， INoL~. 卜I7 

歳=出 予算現額(円) 決算額(円)

使用料及び賃借料 727，056 718，500 

合 言十一 「 727，056 718，500 

(同)

718，500 

718，500 

電動指標、または成果指標 I H24 

|官|無|

※上段・目標

臨時
二

一|
 

|人工数(人役)1人件費(円YI人件費時事 f-_-. 0叶 E マ 83;'， ~~51 

システム更新の実施
........“・・・・・・・・・・・・・・・・・・010.............................

2 

-・・・・・・ E・・・..........・・E・・・・・+.・・・・・・.........・・・・・.....~..

3 

自治{体本蘭与の妥当性 i妥当である|行政サ}ビスを行うための通信基盤である。
妥 ~.トり里勺山.. ι. 
当斗"'目的の妥当性 |妥当である|市役所全体で使用する通信基盤である。
性 fト…H…..函ι旦竺山…..……….“…………且H山…..山….“山.“.……H ……….. ……….. …………..一on.一……目…寸.+............................1
1対象I受益者)の妥当性| 妥当である

|川効率 |概ね適正で抗|複数のネ叶クを論理的に分離し統合す山より重複投資同削減を図引る。
効 ト山H・H・...川・・ ....;.:..<:;;~;.:......i.I.............................1

率 |実施主体の適正化 |適正である|市役所全体で使用する通信基盤である。
性 トM ・p・豆一二戸山H ・M ・....・.....1..…・ | 
負担割合の適正化 |適正である|市民全体に対する行政サービスであり、特定の受益者に負担を求める事業ではない。

l目標達成度 |達成している|目的を達成している。
有賓ミ1下=ぷ品6ιι-←.. ….  
壬-二劫 |類似事業の存在 7三三 1存在しない.
三性 f..............~:;....:.~ .. ~ 空 j 
ー上位施襲/'ーの貢献度i貢献している

定期的に更新が必要であり、更新経費も増大している。

課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局宮司(係)1 情報管理課 |情報開、情報開| 回 E工E

予算現額(円)1 決算額(円)

842，4001 842，400 

歳入 予算現額(円J決算額f円)
国庫支出金

財J 県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他

一般財源 100.00目 842，400 842，400 

.g. 計 三842;400 842，400 
ー

三|.A...I数I人役)1人件費(円)I I 交付税 1__1 Iム主王子三I
人件費時三二 1 0.11 肌 1刈 I ~算入 | 無 I I会計事)l1!1 一般 臨時

活動指標、または成果指標

※上段:目標

H24. 1:: H25 

1 1光ケーブノレ撤去の実施

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当である|行政サービスを行うための通信基盤である0
4 妥 I....;...;.i.:~'. ，...i;i.::;.....……00.・ 1.............................1

当 |目的の妥当性 |妥当である|市役所全体で使用する通信基盤である。
性 F..;..:.:.;;..・H・...H...............…1.............................1
|対象(受益者)の妥当性i妥当である

|コスト効率 |概ね適正である十複数のネットワークを論理的に分離し統合することにより重複投資のコスト削減を図っている。
効 ~..・M・-・山.......… 00' ・ p・...…三山 .1. 
率 |実施主体の適正化 |適正である I市役所全体で使用する通信基盤である。
性 I・M・-“……...・H・….1.............................1.
負担割合同適正化 |適正である I市民全体に対する行政サービスであり、特定の受益者に負担を求める事業ではない。

吉男持:~.....................I..~~.と:.~.~~..I.~.~りI:ã:-黙と万三:
三効 |類似事業の存在コ |存在しない
ι性 1....;.....................................;..1

上位施策への貢献度|貢献している

..... 
課題

今の後方
事業の終了

改善

向性
時期

園



平成26年度事務事業評価シート|課局a室町所(係)I 

太項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり

税務課

様式1号(事務事業評価)

固定資産税係 IINolーム |一 I11 1 

成1同期した地理情報シ司IS)は鴨明判|誌珂和跡仲仰陥G臼邸IおS一軒一一一-寸引叫タ列位(仕土
24年度以降毎年度土地の分合筆のデ一タ更新を行つて廿l斗 ! 
いる。これにより、市内全域の土地・家屋情報の把握が迅|手段|前年度に異動(分合筆)のあった土地情報を更新する。
速かっ容易になり、賦課業務や窓口対応をスムーズに行E E 

裏うことができる。 I意図|賦課業務や窓口対応をスムーズに行う。

出

1，664，000 1，404，000 

1，40'i;00Q 

(円)

1，664，0001 1，404，000 

1，404，000 

人件費時三. I人工数吋人間町 I設 I 無|同孟~ 一般 臨時

100.00首 I 81.50% 

若語指標イまたは成果指標 予 r三....1.' H24'.. 1 H25 
1 6，889筆 1 3，250筆

1 Iデータ更新筆数 1 6，889筆 1 2，648筆

2 

3 

|自治体関与の妥当性|妥当である

言:明言葉j;::::l:25251:!?設計五5555;場:日刀法汚;:二二二............
対象(受益賓)の妥当性|妥当である

|同司スト効率 l概ね適正である|ライセンスやセキユリテイの関係で、毎回導入業者と随意契約を締結している。
4 効 }ト1山山山金.. 山…….. 山.. 山.“.

L~~r丹空??慢性 ;.:，V~努力だI.~~~.!，で照明三三時を行っている。
.負担割合の適正化三ニ|概ね適正である

ー目標達成度 、て 1概ね達成している

効 |類似事業の存在 |存在しない

l性二!主半面員二伝説|言語CE;ヨ|五説得ぷ;云詠じぞは;.. 
固定資産を効率的かっ適正に評価するために、最新情報への更新は不可欠である。
通常1年間の分合筆約600筆、国土調査による成果約500筆の更新作業が毎年度必要となってくる。
なお国土調査による成果はH27年度が最終年度となり、その更新は翌年度のH28年度で終了し、その後は毎年度の分合

?課題 筆異動分及び更新漏れのみとなる。

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課E局室・所得)I 企画課 企画係 I INol IーI3 I 

歳 出三二一三ξ|予算現額(円YI!決算額f円支 τ2 歳三入 三 三二 予算現額t同〕 決算額(円)
三三三|電源立地振興基金積立金

三支ー'
三出=

内二f
二訳:

合計

8，000 3，951 

8，000 3，951 

国庫支出金キ

財L 県支出金

源内 割合 地方債

訳 その他 利息 8，000 

一般財源

ldロb、 計 8，000 

人件費概算 i 人工数(淵人件惣~ I官t，I無同一司 一般

活動指標、または成果指標

1 I公共施設の改修

21基金の活用額

3 

H24 1 H25 
3事業 1 3事業
3事業 1 3事業

l00.00% I 100.00% 
18，400，000 I 6，531，000 
11，736，250 1 6，429，467 

63.78% I 98.45略

三三二ゴI自直[~穐色体聞葺の妥当f桂主| 妥当である|公共施設は市が整備すペきであり臥、妥当である。
で妥 F山………..…ん厄i亘示h片....….一?円1七叩叫川00山……00山00山00.山00.…00山川…00山.“山‘“00.…00山山ぷ.. 川ふ00斗ぷ00ぶ:し00川川00
当. I同目的の妥当住 I 妥当である|公共施設の適切な維持は、施設の延命化につながるものであり妥当である。
性ト............…….....，....:............1.............................1
対象(受益者)の妥当性|妥当である|公共施設の改修を目的とする基金であり、妥当である。

コスト効率 |適正である|基金の活用により、一般財源の支出が抑えられる。
効乙 }・........~;， ......・H・1・H・H・".…・…卜…・・……H・H・-…・..1
三率 I実施主体の適正化工|適正である.
性}会員 三 1.............................1
|負担割音頭適正化 |適正である

目標達成度 達成している
有 r 、 l

劫 l類似事業の存在、 |存在しない

性斗 | 
I ?I主位施策ぶの貢献度|貢献している

.レ
基金の残両がなくなった時点で本事業は廃止する予定である。

課題

今の方後
事業の休止・廃止の検討が必要

改善

向性
時期

平成26年度末基金残高 6，393，422円

3，951 

3，951 

経常



ぺ 11事務事業評価事業数

平成26年度事務事業評価シート|課 z局室冨所(係)I 

大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり
自由計画E

企画課 企画係

様式1号(事務事業評価)

|Nol . I一I6 

事|行政評価を実施することにより、総合計画の体系に基づく
~I各種施策における目標達成度及び予算支出の効率性を
毒|検証し、よりよい事業実施につなげていく。また、行政評
要|価を公表することにより透明性の高い行政運営を行う。

歳ご出ご 予算現額〔円) 決算額(円)

支出

内
訳キ

ぷ@i 計 '0 1 0 

(円)

。
人件費概算

|人工数f人役)1人件費(円)1 

|0.61  3，343，0201 
経常

活動指標、または成果指標 H24 

一…
m
…

;・
二段…f
-

評価が最上位となった事業の割合(最上位事業
21数/事務事業評価事業数)
※H26は、評価を「事業終了」とした事業を除いた割合

叫
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叩
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E
E
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E
-
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四
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O
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9
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一一
Q
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I自治搾関与の妥当性|妥当である

El--5そ骨子:::::::;.~:(~~t::~~:~~~::::院がEFtailE長今EREEerflZHIJ1355::::
l対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 | 適正である

|ト長-??Ft:|:::空2151::;::::
l負担割合の適正化一二|適正である l

目標達成度 ュ |概ね達成しーている
有ト.........・H・............................1
効l類似事業の存在 |存在しない
:性 主主上t.卜プ一一.日.一…一一一….. 山....………….. ……… .. …… .. …....山……….. …… .. …....………… .. 一….一…J一...山.. 川川川….. 山……….. 山….. 山….. …..1卜トトH一……….日………ヨ"一….. …….町…..………….日…….目…….. …..……目H………….日…….日…….目..1.......・H ・.....

J I上位腫費への貢献度|概ね貢献している|事業を検証し、スクラップアンドピノレドや効率的、効果的な予算支出に活用できる。... 
活動指標及び成果指標の指標の設定を精査していく必要があるため、ヒアリング時等に協議し、改善していく。

課題

今の方後
F 

改善
事業の進め方等に改善が必要

時期
27年度中に改善に着手

向性

ー

l
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d
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E 

平成26年度事務事業評価シート|課・局面室・所(係)I 企画課

手|平成20年3耳巨策定した第一次山陽小野回市総合計画
主|で、基本構想と基本計画を定めている。基本計画で示し

様式1号(事務事業評価)

企画係 1 INol トI7 I 

章|た施策の目的を達成するために、必要な事業を具体的に|手段l各課で実施計画書を作成し、企画課でヒアリングを実施する。
笠|示すものとして計画期間を3年間とする実施計画を定め、 I 正

支 l毎年見直すこととしている。

歳出 予算現額(円) 決算額{円}

支
1出

内 d

訳

.g. 言十 。 。
EE  且且』， ， dn.、. E EzL冨ーー邑 ，~、=

入件費概算

三三ア: 活動指標、または成某霜覆:

1 1実施計画作成に伴うヒアリング回数 44回

総合計画に掲げる指標について、平成23年度現，..・H・.............
21 
状値(改訂版)より向上した件数

3 

自治体関与の妥当性 l妥当である

財 ι

源割

訳内合

三:歳¥入 予算現額f同) L決算額(円)

国庫支出金

県支出金三

地方債三三三z

その他三三一

一般財源三三

包合三計三 01 士 O

一般 経常

43回

i!?円安:::::::::r::#.~:~:~~:]長JJ説明三五百五場設11J12き115::::::::::::::
| |対象(受益者)の妥当性|妥当である

コスト効率 一 三|適正である
二菰 g...:........，.................;.......，，:.1 
率 |実施主体の適正化 |適正である
性 }ドド;己..…一..ι…..…ι..

，， I質担割合の適正化 |適正である

目標達成度二三1三 |概ね達成している
有 }トト"山山….刊叩咽H山..川.

:効11類似事業の存在j三圭エ三司| 存在しない

[7性:i=雨量二説副長五五福山;~I房副長iぶ:福山副長石毛長;長雨戸通子三.. 
総合計画の基本計画で、示した施策と事務事業のつながりが分かるような様式に改正したが、予算編成の査定の際に有効に
機能させられるように活用方法を含めさらに改善する必要がある。

話題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要 改時善期 27年度中に改善に着手

向性

同一事業」



様式1号(事務事業評価)

16 二日回企画係企画課平成26年度事務事業評価シート|課'局室育所(係)I 

田i

L笠
|人工数(人役)I三=人件費(円)I 
|0.31  1，671，5101 

歳出 J 三 予算現額(円) 決算額〈円)三

総合戦略策定支援業務委託料 10，000，000 。
支
出

内
訳

会註三 10，000，000 

1・ . 旦att- ， 由

臨時木件費概算

3 

H24 
ーす ム活動指標、または成果指標二

山陽小野田市総合戦略策定

2 

I自治体関与の妥当性|妥当である
妥 I.~..............γ ・|

当 |目的の妥当性 壬三 1妥当である
性}一|
対象(受益者)の妥当性|妥当である

.コスト効率 ヰ |適正である
効}長|
率 I実施主体の適正化 |適正である.
性三 p.;;.ふ……・ 1.............................1 
1負担割合の適正化 |適正である

I I目標達成度 1概ね達成している
有い……・ ニー l
効 |類似享業の存在 |存在しない

|竺院議蒜説|品川 a

平成30年度から10年間の計画となる総合計画において、人口増加と地方の活性化に特化した内容として地方版総合戦略を
位置づけ、総合計画との整合性を勘案して戦略策定を行う。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

..... 

越

一
繰

一

沼

田

一

車

社

一

全

一
へ
ー
一

度

一
年

一

ウ

{

-

円
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成

一
平

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課且局豊富駅係21 財政課 財政係 回
二二三 大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり

計画&:

予算の効率的かっ重点的な配分を行う

三吉動指標イまたは成果指標

1 1経常収支比率

21実質公債費比率(数値は3か年平均)

3 

(円)

250，873 

歳入

国庫支出金

財 県支出金
澗割
地方債

訳内合
その他 r

一般財源

三計;二ミ三

I交i欄|無 13;入て三|

※上段:目標
|H24 デ|主 H25-'<
85% I 85% 

94.80% I 93.60% 
|+9.8京マジ下'r+8-:6京五平i;;下...
17.00覧 1 15.10% 
15.30百 I 14.50% 

ム0.8ポイント|ム0.6ポイント

|自治体関与の妥当性|妥当である|市固有の事務であり、妥当である。
妥三~r~:.... ・P・...・...……H・H ・...・H・ 1.............................1

三当巳旧的の妥当性 |妥当である|予算は行政活動に不可欠な要素であり、妥当である。
性..f..・M・......…….....・.....・…..+...……・ l
-対象(受益者)の妥当性|妥当である

コスト効率ゴ 1適正である
効↓ r 三寸チ | 
率セ|実施主体の適正化 |適正である
性 f....ムよ....・ T 二 :.............1 
三三二l負担割合の適正化 |適正である

予算現額{円)

258，000 

258，000 

日 2 

決算額{問主

250，873 

250，873 

経常

五I目標達成度 |検討が必要|実質公開比率は改善の方向にあ孤経常収支比率は高止まりしており、臓は硬町四向にある。
.・‘・・..........・・...........H...............I
効 |類似事業の存在- 1存在υ旨い
性ト……….....….. ;，;........m..:.;1 
|上位施策予の貢献度|貢献している

.... 
平成27年度から普通交付税の段階的な減額が始まることから、今後、市の財政状況は厳しさを増すと予測されている。こう
した中、将来にわたり安定した財政運営を確保するためには、予算編成の中で行われてきた従前の取り組みに加え、さらに
踏み込んだ行財政改革による行政経費の圧縮が必要となる。

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

直



財政課 財政係

様式1号(事務事業評価)

|Nol 1-1 3 平成26年度事務事業評価シート|課骨・室置所得)1 

大項目(政策)

効率的で健全な行財政基盤づくり
国情計画E

三 I~; 53~J1i97;00aI3，527;JÖ;7;58;3 

I 二 人Z数(入役)1よ件費問 I!，C交付税子|
三ホ刈牛凱事:二 1 0.21 υω叫 一一一二算太三|

※上段:目標
活動指標、または成果指標日 1 . H24 1 H25三

実質公債費比率(数値は3か年平均) 1..ししし"………….日…….. ………… .. …… .. …… .. …...日…1刀17百孜%山……….. …… .. …… .. …....……..1.. .. ……… .. …… .. … .. ♂.  
1什1(侶目標値については、財政計画の改訂に伴しい、明H2お51 1日5.30附% 1 1凶4.50怖% 

以降見直している) r五1:?京才ジ下T五53京手>ド.. 

(円)

107，340，000 107，340，000 

228，667，000 188，224，000 I 

3，199，890，000 3，232，143，5831 

3，535;s97，OOO 3;527，707，583 

2 

経常

3 

自治{体本関与の妥当性| 妥当である|地方債を充当する事業や地方債区分の選択は、市が行うものであり、妥当である。
妥 }トト‘H山.. 山…….“山……….. 山……一.. 山……….凶山……….. 山….帥山….. 山..………....………… .. …… .. 川00.山……00山山….叫山山00山.... 山……….. ……… .. 山….“山....………00山山…00山….. 山00十... ・H ・H ・H ・..............1 
当 l目的の妥当性 | 妥当である|公債費の抑制により安定的・継続的な財政運営を行うことができるため、妥当である。
性 f......山……............…....1....…・|
三ご三|対象{受益者)の妥当性| 妥当である

主 |=xL扇率; ι 1適正である
三劫 l~:;oo~;;，再言 ....;.....;>，.:.，;;....1 

率 |実施主体の適正記 1適正である
性}長 J
負担割合の適正化 |適正である

目標達成度、、 |概ね達成している
一~有 f竺一...中円…・・"… ..1.............................1
三種三1類似事業の存在 、|存在しない|

l:.t位施策への貢献度了|貢献している .. 
今後も、合併特例債を活用した大型建設事業が予定されており、単年度の公債費は、向い水準で推移することが見込まれ
ることから、実施事業の「選択と集中」、そして「財政計画」に基づく地方債の発行により、公債費の抑制に努めたい。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

4 日回財政係財政課

基金積立事業

言 l健全な財政運営を行うため、財政調整基金・減債基金
霊|については、残高が最低でも標準財政規模の川以上
概1;約32億円)となるよう積立を行い、財政基盤の強化を図
lる。要・ u

三三歳E 入i 予事項覆l円) 決算額(円1
国庫支出金三

県支出金三二主

地方質主--三円

その他三二 利息 1，643，000 557，987 

き般財源 894，991，000 895，614，540 

|三一一合計 896，()3~;ûQO 896，172，527 

歳出 予算現額C同)7決算額(円)

財政調整基金積立金 794，518，000 794，518，000 

支訳出内

減債基金積立金 28，302，000 28，209，467 

退職手当基金積立金 70，183，000 70，088，359 

まちづくり魅力基金積立金 3，613，000 3，346，289 

その他基金積立金 18，000 10，412 

合計 二ra96，634，000 896，172，527 

臨時|交付税|無 | 
算人J

※上段:目標

:H24 r H25 
691，000千円 12，493，000千円

2，160，801千円12，663，392千円

313.00% 1 107.00% 

三|人工数(人役)1瓦件葺I再n
人件費概算子 r，-~..' o.osl . -.. 2~~'， ~851 

活動指庶または成果指標

財政調整基金・減債基金残高
1 1 (単年度の目標値については、財政計画の改定
に伴し、H25以降見直している)

2 

3 

自治体関与の妥当性|妥当マある|基金は市の管理する財産であり、妥当である。
妥 hr';・ー川H・H ・................・1.............................1
| 当 1目的の妥当性 |妥当である|今後、厳しい財政運営が予測される中、財政基盤の強化が必要であり、妥当である。
性 r ヒ f"';・.........・M・E・-…・……・…1.............................1
I対象(受益者)の妥当性|妥当である|基金強化は、財政の安定を担保する一つの有力な手段であり、妥当である。

効 1.. ~....・H ・.....・P ・5叫山…H・H ・J・............… .............1

率 |実施主体面適正化 i適正である
性 f.，・H ・.....臥戸.....示 l 
|負担寄i合の適正化 I適正である

三有E[;~持.空:Jlイ ........;.\..1 明日没I.~~~.~.:.~た， êl~èと:主32併設照子労烹刊と:-Z'J"¥主J

三効I1類似事業の存在人|存在しない
性 | 三二ニ 三.....1
ー上位施策ベの責献度|貢献している

.レ
地方交付税の逓減が始まろうとする中、本市にとって、財政基盤の強化は喫緊の課題である。こうした中、基金残両につい
ては、平成26年度末で、当面の目標としてきた32億円を上回る積立額を確保したが、本市の抱える財政需要を考慮すると、
決して十分な額とはいえない状況である。

課題 平成32年度からは、地方交付税が完全な一本算定へと移行する予定であり、歳出削減が進まなければ、将来的に大幅な
財源不足が生じることも懸念されるため、新たな目標額を設定し、引き続き可能な範囲で積極的な積立に努めたい。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当 改時善期

向性

一
記
項
一

一
特
事
一



平成26年度事務事業評価シート|課屋局宮 z所得)1 財政課

2 

3 

(円)

訳

三 J 三三 lA工数(人役汀末存葺I円L
性重概算ご 1 0州 278，585 

活動指標、または成果指標

一時借入金利子償還額
(目標値の設定はない)

H24キ

735591円|…円

財政係

言問!?何??存性 I....~.~.~~三I.~~.~で勿空.曾I:J f芳三日台I:J，雪三六空会
当 |目的め妥当性 |妥当である
片性 ~..................'. 、 γ| 

対象(受益者1の妥当性:1妥当である

tコスド効率ご 三一一一|適正である
効 H~，..;..，:凶ι~山ム|

率三|実施主体の適正化 i適正である
:桂 ~éf._.;.u......................................1

|負担割合の適正化 |適正である

目標達成度

様式1号(事務事業評価)

回 ー日 5 

3，763，0061 三 136，531

経常

at殺さき滞在二|:引と|日日455帽子日;主主515252555351;:
.-~.I .l:位施策への貢献度|貢献している

.... 
資金調達にあたっては、極力、基金からの繰替運用により対応し、コスト削減に努めているo

十課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局宮置所得)I 財政課 財政係 回

公金管理上の不測の事態に備える

rF9) 歳入

149，240 国庫支出金キ

財車訳向 割合

県支出金

地方債

その他

一般財源 r 三

三153;0001三 .H9;24g 三合 計一

言ー ご 主主|人工数{入役)1木件費伺}'I

-三: I戸守粧|=....jtょモ|
活動指標、または成果指標

火災など不測の事態により、公金管理上生じうる
1 1 
金銭的損害の極小化

21保険加入の継続

3 

※上段:目標

H24 1 H25 

0件 1 0件
。件 1 0件
l00.00% I 100.00% 

加入継続 | 加入継続

加入継続 | 加入継続

100.00弛 I 100.00% 

予算現額(円}

153，000 

I 153，000 

妥 .自治体関与の妥当性|妥当である|市が取り扱う公金管理上必要であることから妥当である。
.....・~"・..............・・.......・............， .............................1

日 6 

主決算額(同)

149，240 

149，240 

経常

当 |目的の妥当性 1 妥当である|公金は市の財産であり、その損害回復を目的としていることから妥当である。
性 γ ……ーH・H・白……….........，..1.............................1
:一一 I対象(呈益者)の妥当性1妥当である|公金は市が適宜に管理すべきものであり、対象として妥当である。

二三 15~ド効率三ヤ 1適正である
劫~…，....................・ h 山 õ.....…1.............................1

率 |実施主体の適正化 |適正である|公金は市が管理すべきものであり、適正である。
性ト..ao・M・.........…....&0.....……1.............................1
負担割合の適正化 |適正である|公金管理は市の負担で行うべきものであり、適正である。

有 ...I;~空空想起 .......1 計三し~~..I~竺ち???!と?と fT1fT.?と????三~~と士rJ ê戸竺全土'00

三劫三|類似事業の存在三 τ| 存在しない
性|三三 一二 ，;;..'.:..1

課題

今の後方

向性

ー上位施策への貢献度|貢献している .. 
J 

計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

公金総合保険の給付対象となる事故は発生していなし、。また、公金の適正管理については、平成26年6月に「公金収納と管
理適正化の方策」を策定。



様式1号(事務事業評価)

7 日回調整係財政課平成26年度事務事業評価シート|課E局・室・所(係)I 

L円)

。 。
経常

|人工数(よ役)1人件費(円lJl

τ1 0.051 278，5851 

歳出品 予算現額(円) 決算額(円)ム

支

出
内
訳

二 三三三会: 計 。 。
目 . 剥. .ln.'¥. I '". .量邑

ミ一入件費概算

，H24 活動指標ーまたは成果指標

…円…
…千…
u
p
h
U
H
 

H
n喝
υ
H

H
F
h
U
H
 

H
噌

E

i

H

+
a

・・・・・
…円…
…千…

n
F
同
U

H

n
n
t
u
n
 

H
a吐
u

n
円

L
H

補助金の削減額
1 I 
(平成19年度予算額39，155千円を基準)

…
屯
m

…
ハ
U

n
U
山
内

U
一
口

U

6

…6
一
日
仏

M

ハH
U

山

U
1
i

-
-
E
E品
目
E
E
E
E
+
E
E
E
-

川

川

W
両

町

nu

nv

…nv
山
口
川

6
一6

…。
叫

叫

A
U

恥

山

t
i

21運営補助見直し対象団体数

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当註| 妥当である|地方自治法第232条の2r公益上必要がある場合において補助することができる」

目的の妥当性三 | 妥当である|公益上必要があるかどうかの客観的な認定(統一基準の策定)

|対莞頃益者)の妥当性l妥当である|運営補助を交付している60団体

|コスト効率 | 適正である
効志 、 ;..;..1 

2二率三|実施主体の適正化三 |適正である
τ 性ト ゾ三二ぷ壬|

負担割合の適正化 1 適正である

目標遥H瞳E度 l検討が必要|宇将手来的には、見直し対象の拡大について検討を要す
有 }氾氾辺L不-芯ヲ監需=孟日‘"山.. ….  
効三);1類似事業の存在 l存在しない E

-住ミ三当圭主V~;...;.............:....................斗1.............................1

I土マ三|上位施策への貢献璽|貢献している .. 
.;j:.e.吉課においては、各種団体の活動内容や目的、予算等を把握し正うえで、見直し基準の資料f'Fr成を有う必要がある。こ
・のためには、事前の説明により、市が交付する補助金の意義や目的等について周知する必要がある。

-補助金の見直し結果や意見等が、団体の新年度予算に反映できるよう、予算要求より前に担当課とのヒアリング等を行う必
要がある。

課題

l型計画どおり事業を進めることが適当

業

一
事

一

算

一
予

一
ロ
一

ゼ

一

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

5 日回用地係管財課平成26年度事務事業評価シート|課a局回室刊(係)I 

.....1 公共事業用地の取得や市有地の売却等を円滑に進め

芸125臥市内の土地価格等の均衡を図り、適正な土地評
譲価析うため、市有財産評価審議会を開催し、価格を決

霊|定する。

ァ歳入 予算現額(円) 決算額(円J

国庫支出金主

県支出金三

地方債三三

その他三三

三般財j毘: 3，000 。
|、 三合:苛ム 3，000 。

(円)。

経常一般
|人工数(入役JIA件費(円JI
|0.151 835，7551 

H24 Y 活動指標、または成果指標三 r

相:;::~~w:::r三百;i自主:
評価審議会開催回数、評価件数
1 1 
(目標は設定しない)

2 

3 

妥
当
性

自治体関与の妥当性|妥当である|市有財産の取得及び売却のための評価であり、妥当である。

目的の妥当性三日 妥当である|適正な土地評価をするため、妥当である。

対象(受益者Jの妥当性| 妥当である

三|コ又ト効率 |適正である|市の関係職員が委員であり、適正である。
効ド………H・H・...・H・-・山......+............................1
率 |実施主体の適正化 I適正である|市有財産の評価であり、適正である。
:性 f................，:.…・….....・M・....ート…....................1

|負担割合の適正{11~>1 適正である

|目標達成度
帽 T"_，，!・M ・山内... ・
効子|類孤事業の存在 |存在しない

位~ rエ副長二ぷ言語|長証CZ;;ぷ|孟半面長記房長ぷ:長日三;

なし。

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

一

..... 

園



様式1号(事務事業評価)

1 日回市民税係税務課平成26年度事務事業評価シート|課局室・所(係)I 

二|地方税法・市条例専に即した適切な賦課決定を行い、歳
一二|入の安定的な確保に努める。そのため、給与支払報告
歪|書・公的年金報告書・年金リスト・市県民税・確定申告書

婁|の賦課資料を収集し、所得及び所得控除内容等を精査
|した後、賦課決定し5~6月に通知する。

(円〕

7，819，461 6，875，430 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

旅費 6，000 5，200 

J三両事主出三fト三三一手

需用費 1，479，461 1，478，872 

委託料 2，548，000 1，606，102 

使用料及び賃借料 2，722，000 2，721，600 

負担金補助及び交付金 1，064，000 1，063，656 

|三て合計 7，819，461 可ユ 6，875，430
…
「
|
臨時|交付税i無 | 、三算入?

※上段:目標

1二:"H24 1 H25 
1設定しない|設定しない

35，531 1 35，474 

l人工数(A役JI人件費{閉)1 
|7.451 32，588，1401 

活動指標、または成果指標〈三

納税義務者数(人)

設定しない|設定しない

2，828，843，28012，758，050，740 21個人市民税歳入調定額(円)

3 

妥 lB.~~.~~~.竺雪竺ぞ|ささfff|???竺:雪ffh!?22
車二三1目的の妥当性 | 妥当である
三性 1.;;;...::.......，.......，...................1 
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 二|適正である
効 f..................... ・ :.1.......~.. ........... ..... ...1 
率 |実施主体の適正化 |適正である l
性..f.. ，;:，....~.;;.;:........;~:;:."，:;~，.:....1 

|負担割合の適正化一 |適正である

三 I目標達成度
一一有 F;..........;..............................I 
| 効 |類似事業の存在 |存在しない
性 f....:.........;.，............................1
I上位施策Aの貢献度|貢献して川る

課題

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

.い

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課 z局室置所(係)I 税務課 市民税係 I INol γ |ーI2 I 

事|地方税法・市条例等に則した適正な税額決定を行い、歳

業|入の安定的な確保に努める。そのため、事業年度終了後 I:~ml
祖 12か月以内に提出される法人市民税の申告書を精査し、 |手段|申告書を精査する
慨|申告納税額の調定を行う。また、県税事務所からの通知 1 1 

重一|に基づき更正決定を行う。 I意図|賦課資料による適正課税

J歳出 予算現額(円) 決算額(円) 軍人二二

>~ 需用費 210，196 210，163 国庫支出主主

支
出
-内〆

訳

調訳財向 割合

県支出金 d

地方債‘

その他

ー般財源

合す計 210，196 |三 210;163 とも合計

三三f 三活動指標干吉正直読栗指標三三三で仁 _H24 三

設定しない

1 1申告法人数(社) 1，749 1，808 

設定しない|設定しない

21法人市民税歳入調定額(円) 1，108，998，2001 984，864，800 

3 

妥 ~.幣!空?担目?烹空空| 雪許?三交?三芝...1翌吹主存警a常仔空!烹努余警舎全.，雪烹J::♂f??"f三万T士?芝'lIiJ今を.
当 |目的の妥当性 I妥当である
ご性 H'"，;;，主 ぅ l
:三|対象{受益者)の妥当性|妥当である

ド !討効率 |適正である
効 ~........'........:.............;........:..;.I

率 |実施主体の適正化 |適正である
性， f;...，......，................................1 
負担割合の適正化 |適正である

ミ三|目標達成度
三有三一_F:.，，~;;，;;，;~;;，..，;~:..，..;...;，;;.， .;....I 

効|類似事業の存在 1存在しない
性}・|
上位施策への貢献度 i貢献している .. 

課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

向性

固

予算現額(円)|決算額〈円)

県税徴収事務費 210，196 210，163 

210，196 三二210，163

一般 | 臨時

改善
時期



平成26年度事務事業評価シート|課個局室・所得)1 税務課

~-I地方麗語7市税条例等に則した適正な賦課決定を行い、
主 1歳入の安定確保に努める。そのため、随時提出される軽

様式1号(事務事業評価)

市民税係 I INol. 1 -1 3 1 

主|自動車申告書を精査し、 4月1日現在の所有者を確認し、 l手段|軽自動車申告書の精査、課税決定、納税通知書発送
童l軽自動車のそれぞれの税率同じて賦課決定する。

歳二出二 予算現額C円) 決算額(円) 歳手入?

旅費 3，000 2，600 園庫支面金主

支巴 需用費 488，056 488，045 
出三

向訳三三

県支出金

地方債戸

その弛 f

一般財源

三主二 i5コh 言十
L ー

|二 491，056 490，645 I 合計
-a 品且._， ， d n.、E E E且L ，.E"司『、

若動指標iーまたは成果指標 --三1.... f:i24 
設定しない

1 I軽自動車賦課件数(台) 25，655 26，041 

設定しない|設定しない

21軽自動車税歳入調定額(円) 137，909，200 1 155，669，452 

3 

一安m幣門1-9-0)雪子|常設~....I吹f>Ut空竺:雪竺I;: J::I?きさヨQ
~.....I 目的の妥当性 τ |妥当である
そ性 f...................;.......;..;，:..:.;.;.".1 
| |対象(受芋主)中妥当性| 妥当である

コスト効率 .1 適正である
効ド..:..:.，.;;;.............................1
率二|実施主体の適正化 j 適正である
性二 I 、 l 
三I負担割合の適正化 |適正である

1 1目標達成度
有}….，....~;...;..::，.-;.，(.;;;:........;....I

効 |類似事業の存在 |存在υよい
性 1.日ふ…・H・H・ 1 
1上位施策への貢献度|貢献している

..... 

課題

奇麗
の方
向性

計画どおり事業を進めることが適当

固

予算現額(円Jご決算額(円)

県税徴収事務費 491，056 490，645 

ー 491，056 490，645 

~J 



平成26年度事務事業評価シート|課骨・室・所得11 税務課

様式1号(事務事業評価)

市民税係 1 INol . 1一14 1 

手|地方税法、市条例等に則した適正な税額決定を行い、歳
霊|入の安定的な確保に努めるため、売り渡した月の翌月末ー

毒|日までに提出される市たばこ税申告書を精査し、申告納|手段~l市たばこ税申告書の精査
|税額の調定を行う。当市の重要な財源となっている E l-vu."'V"-..-w .. ..II"'-l.!- ，-.1 /0  ---1， 'I"'-_'~ .，!;>'<.，，'a-.;~-J )V.J'\"'__.a..'- ...... -OJO I意:犀|賦課資料による適正課税

出 予 (円)

21，0161 21，016 

歳入二 予算現額〔円〉 京事覇I再7
国庫支出金

財 県支出金; 県税徴収事務費 21，016 21，016 

源内 割合 地方債

訳 その他

一般財源

合 言十 21，016 21，016 

|三長時工数ttt| 入てお~ I三官~I無|同問| 一般 | 臨時

設定しない|設定しない

| 一 活動指標、または成票指標f 五 ~T:: cH24 二|云H25乞
設定しない|設定しない

1 1たばこ売渡数(本) 105，836，340 1 104，288，342 

21たばこ売渡数税歳入調定額(円) 475，139，729 1 526，957，933 

3 

:妥|界衿F75聖子空 I....~.~ヨリ.??雪村.，雪芳三野 : 
当 旧的の妥当性 |妥当である
二性 ~，;;..:~;;;;.::~.，..;.，"'::.;..;;....:...:...， 

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

コスト効率 適正である
効 .• ;.i.....・・・ I 

率 l実施主体の適正化 |適正である
性ドャ;...~...................，

二，賃担割合の適正化 |適正である

'. "目標達成度二 Fご
有 f...:....・H・....・・......・H・.，.............，.，
効 |類似事業の存在 |存在しない
性トH・H・-… l 
I I土佐施策(の貢献度|貢献している .. 
平成28年度から|日3級品の手持ち課税が行われるため適正な課税に努める。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

一
記
項
-

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

5 一日回市民税係

入湯税賦課事務

税務課平成26年度事務事業評価シート|課 z局E室・所{係)I 

.....1地方税法'"f行桑1珂奪)ヨlfCた適正な賦課決定を行い、歳
事|入の安定的な確保に努める。入湯税は特別徴収義務者
概|である鉱泉浴場の経営者から、毎月 15日までに提出され
要|る入湯税納入申告書を精査、賦課決定を行う。

三 三三 7二歳 ご入二三 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出釜三

五頭麺長てi三割宮
県支出金 県税徴収事務費 21，016 21，016 

地方債、

訳 その他

一般財源

合 計 士 ::ZT;Q16 ご21;016

|主三三三二二歳 出 予算現額(円〉 決算額(円)

三七F今ー実出向宝J 
需用費 21，016 21，016 

r 訳

合計 ~'21;016 21，016 

目 . 組a .ln.'I. I a z宜主車

臨時
交付税
算入

三ア"'1人工数〔人役)1人件費(円)
人件費概算三二 I " '" I 1 0.121 668，604 

工マ活動指覆ミ~正面市栗福覆

入浴者数(人)

パ…

o
…

か
…
江
町
…

Y
レ…白山「…

2
-

一
"
凋
ι
τ
"

d
n
H
"
4
“
 

設
…
巧
ん
…

114BEES--

ぃ…川町…

な…
4
…

し…

ι…

定…

m
…

設…円
'
h

，…
21入湯税歳入調定額(円)

3 

妥}里村.F.7R明性I....~~.~~~....I男::ðf~ぞぞ今:雪訪日尽力担
当 I目的の妥当性 I妥当である
性 1 下:，:;:，，:;，， ';~:.:;.'...I

; |対象t受益者)の妥当性|妥当である

I 二 l~.スト効率 |適正である
効 1............................................1
率 |実施主体の適正化 |適正である
性 1....: 、 ;.....'...1
負担割合の適正化 |適正である

E目標達成度
r 寮 P，"，;;;;.;.;.i.i..;;;...，...................1
Z効三|類似事業の存在 |存在υ旨い
性 1.......';....................................，
上位施策への貢献度|貢献している

I 

特別徴収の1省の申告が滞っている。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

，. 

園



様式1号(事務事業評価)

6 

主|原則として基準年度(3年ごと)に評価春互吾有九五吉し、 I対象|市内に土地を所有している者
主|分合筆等異動のあったものについては、土地の現況調査!二士 l 
事|を賦課期日(即日)に向けて附から山とかけて実施 1手段I現況を調査し、固定資産税都市計画税を賦課し納税通知書の発送
lし、その成果及び所有権異動のデータ入力を行い、3月 1 1 
要l末に評価額を決定し、賦課する。 r意図|適正な賦課を行い自主財源を確保する。

日回固定資産税係税務課平成26年度事務事業評価シート|課且局v章一所得)1 

歳 入二 五三二五一三 二予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金こ

財 県支出壷主主 県税徴収事務費 391，045 389，845 

地方彊王三

その他三三三

三般財調

|三:子て三合社 391，045 1 三389，845

一世 --‘・一一
臨時

1391，0451 • 389ß4~ 

l人工数〈人役)1入件費(円)1
|41  22，286，8001 

旅費

支 |需用費

目院議助及び交付金
訳 J

一算本概「費一

T

一
時
乍一入一

ιr-
納税義務者数(人)

設定しない|設定しないr

21固定資産税・都市計画税(土地)歳入調定額(円)11，600，054，90011，519，536，800 

3 

自治体関与の妥当性| 妥当である|固定資産税・都市計画税は市町村の財政を支える基幹税目であり妥当である。
妥 f..竺.. β竺恒ザ戸....ふ.瓦ぷ宍...←主ブ.一示...空再;円空...デ…;己一川叶可.日吐弓‘そ空γ一そ苧一.. 一一.. 山.... 竺ケ一"山山.“.. ふi一山ぷ;戸ι、可山川山}一'....竺?円そ竺.
当ニ主i主ヨI買旦J的の妥当世 1妥当である|行政サービスの提供に必要な財源であるため妥当である。

三ア 1対象(受益者)の妥当性| 妥当である|市内に固定資産(土地)を所有している人が対象であるため妥当である。

コスト効率 、 l 適正である
効 1........:....:..............，...............1
率 |実施主体の適正化 1適正である

|負担割合の適正化 1適正である

lf時頗 i 三有 l 

効 類似事業の存在 |存在しない
性 l
上位施震への貢融度|貢献している

..... 
土地課税業務の基本である現況調査(分合筆、国土調査の成果の確認)及び実態調査(異動を伴わない地目・現況変更
等)を徹底する必要がある。
そのため、限られた条件(時間、人的労力)で効率的に調査できる体制・方法を構築する。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善 28年度以降、改善する予定
向性

時期

固



様式1号(事務事業評価)

7 日回固定資産税係税務課平成26年度事務事業評価シート|課E局E室・所得)I 

......1原則として基準年度(3年ごと)に言軒面蕃乏を行う。ただし、
宝|新築・滅失等の異動のあったものについては、家屋の現
~I況調査を賦課期日 (1月 1 日)に向けて6月から1月にかけ
笠二て実施し、その成果及び所有権異動のデータ入力を行
き|し¥3月末に評価額を決定し、賦課する。

|子町無|三 i入

※上段:目標
H24 斗--百芝吉一一

設定ル|設定附

(円)

302，000 

一一「|

301，200 

臨時

302，000 

入停葺WlJl

型竺竺l

歳、出、 ラ?算理額(円) 決算額(円)

旅費 6，000 5，200 

|支 需用費 296，000 296，000 
出

|自

舎三計三ご 、302，000 30~ ，200 

|人工数(人役)1 

|3.251 
人件費概算

活動指標、または成果指標

1 1納税義務者数(人)

設定しない|設定しない

21固定資産税・都市計画税(家屋)歳入調定額(円)11，919，985，60011，993，442，900 

3 
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・E・・・・・，， 

自治体関与の妥当性|妥当である|固定資産税・都市計画税は市町村の財政を支える基幹税目であり妥当である。

目的の妥当性 主主|妥当である|行政サービスの提供に必要な財源であるため妥当である。

対象(妥益者)の妥当性| 妥当である|市内に固定資産(家屋)を所有している人が対象であるため妥当である。

三|コズト効率 | 適正である
て三効 .I.... ，.~， ;;;.................................I 

;率oI実施主体qコ適正化 |適正である
U い・・… ・
負担割合の適正化 |適正である

目標達成度三
有有， ~ 

勃:斗|類似享業の存在 |存在しない
三佐士ニ'-.:;.~;.......................~....I

I上位施策への貢献度|貢献している

妥
当
性

.ト
家屋課税業務の基本である現況調査(登記の異動や申出による新築、増改築、滅失の確認)及び実態調査(異動を伴わな
い家屋の形状の変更等)を徹底する必要がある。
そのため、限られた条件(時間、人的労力)で効率的に調査できる体制・方法を構築する。

課題

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課品宣・所得)I 税務課 固定資産税係 IINol I一I8 I 

封書籍軍EZtiff雲Tffli官民間宮|対象|市内に償却資産を所有している者
毒|出された申告書に基づき増加資産、減少資産のデータ入|輯|所有者からの申告に基づき、固定資産税を賦課する
|力を行し"3月末日に価格を決定し、賦課する l E 1/..Il!.. I.J" 'v/.J /I....t-1 1-IIJ.LITI-J (.!..V'-.N-.........'1V'""IWJ'. 7-cvO I;~~:意図|適正な賦課を行い自主財源、を確保する。

l' 云歳出合 予算現額(円) 決算額(円) (円)

主主要辛占台コJ言量向子3レR匙fー守主

需用費 296，000 296，000 

296，000 296，000 

ーム

A 

ft ヨ 計 296iOQO 296，000 二三296，000 296~OOO 

4工数(.A役)1人件費{円)I I交付税 1_1 Iムー主主|
人特概算 ご 1 0.81 .4，457，3印II算入|無 I，1会計種}lIIJ 一般 | 臨時

※上段:目標中段:実績下段:達成率

ナ活動指標、:または成果指標 ご |二三H24 H25、 1 I '. H26 |目標 l

!設定しない|設定しない II設定しない|達成
1 1納税義務者数(人) r 1，206 -r 1，195 I r 1，139 1 度

設定しない| 設定しない

21固定資産税(償却資産)歳入調定額(円) 1，870，856，10011，815，034，700 

3 

.自治体関与の妥当性|妥当である|固定資産税は市町村の財政を支える基幹税目であり妥当である。
妥ト...............，..・H・..………1.............................，
当 |目的の妥当性 | 妥当である|行政サービスの提供に必要な財源であるため妥当である。
性 f.......日…......・H ・....・H ・..…..1.............................1

|対象(受益者Jの妥当性|妥当である|市内に固定資産(償却資産)を所有している人が対象であるため妥当である。

三|コXト効率r ん |適正である
ー効 }…...-..........・..::...;~....，....，.......，.，

ヘ率 |実施主体の適正化 |適正である
性、 f.....'......................................1
負担割合の適正化巴|適正である

l目標達成度
|二一有主-吋・ I 

三効 l類{以事業の存在 二I存在しない
性 1:;;:.;;;;.....，...;;..:..:，;.:.......，;.;...，

上位施策への貢献度|貢献している ... 
固定資産税の中でも償却資産は土地、家屋と異なり申告課税である。申告期限が1月末までであるため、毎年12月に申告
のお願い及び、市広報での啓発を行っているoしかしながら、小・零細事業所など、で、未申告が散見される。また、課税客体が多

岐にわたり、専門的であるため、申告と実態との照合が非常に困難である。

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート!課E局官置所得)1 収納係税務課 l回 下下91

査|塑常議長野、議離哀臨想議荊|対象|納税義務者

主|査・滞納処分(差押)の執行、正確な担税能力の把握によ二手段|納税環境の整備と滞納処分の執行
側|り、早期の滞納解消を目指す。 I l 
1"'" T /YJ--'lIlJ/I，.uJTln c.. I--I.JI=I 7 0 I意図|納税の公平性を担保する

歳出 予算現韻(円)三塁主主璽(円)

重三主主雪
需用費 683，891 683，891 

役務費 2，858，534 2，491，759 

備品購入費 341，785 341，7851 

償還金、利子及び割引料 50，000，000 40，273，698 

その他 107，000 62，020 

d 三合主計二 r 53，991，210 43，853;193 

L'  I .Jr唱、 . .. ，、

活動指標、または成果指標

1 1現年分収納率(%)

21滞納分収納率(%)

乙 -干歳 入 予算現額〔円) 決算額(円)

国庫支出金

財 県支出金ょユ 県税徴収事務費 53，991，210 43，853，153 
源割
地方債ユ戸

内合
訳 その他

一般財源王三

合 J 計1三 53，991)210 43s53，153 

司 圃官_.且 g

一般 | 臨時

98.8 98.9 

101.10% I 101.20% 
17.7 1 16.4 

22.2 24.8 
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・31市税収納額(千円)

9，149，335 

9，276，489 

101.40% 101.40% 102.60% 

自治体関与の妥当性|妥当である
妥ド | 
ト当 |目的の妥当F性 |妥当である

性~.............，......:~，.~.，-;.;，.:.-...;;.;..;I

対象(受益者)の妥当性| 妥当である

マ|コスト効率 | 適正である
劫主}守~~.:，.............， ..................I

率三|実施主体の適正化 |適正である
性十 f 戸 、 | 
負担割合の適正化 |適正である

|目標達成度三 i
三有 f;...............，;...........:.;，:.....，..:..1 
劫 1類似事業の存在 |存在しない
性ド | 
lよ桂施策への貢献度|貢献している .. 
収納業務と滞納整理業務の区分けが必要

課題

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

一
記
項
一

一
特
事
一



様式1号(事務事業評価)

10 日回固定資産税係|税務課平成26年度事務事業評価シート|課・局冒室刊(係)I 

(円)

3，780，000 3，780，000 

3，780，000 

臨時
l人工数cc梗nス1手葺I円下l
| I  I 

歳 出 予算現額(円) 決算額(円)

委託料 3，780，000 3，780，000 

支
出

l訳内今

合三計三、 . 3;780，000 3，780，0001 

一算一イ
概一一一費一一

一
井
T
一入一

活動指標、または成果指標「

標準地点数

点…一同一

、EL
H
n〈
υ
H

L
P
H』

"ηru"

に，A
U

u

n
『
U

H

設…

1
…

ur
…線…

ふ

ω山
由
日
明
"

し
…
凶
…

{疋…

8
…

設…

z…
21路線価数

3 

l自治体関与の妥当性| 妥当である
妥 f..... .. 山戸戸戸μ一i云一一..一一一一.. ぷ…ι..川ふ…..斗Lμ……..いμ……L一一…一..川…..一.. 一;一………….. 山……..山……..……..…..一…L一一….. 山.. 山.一…L一一…..山…..一.一山i

1 当 |旧目的の妥当性 i 妥当である|適正な賦課を行うためには、適正な時価が必必、要であるo
性 Iド“…………..…………..……..山…..一...................………J……....・H ・......…J.....・H ・-…H ・H ・
対象l受益者)の妥当性| 妥当である

.コスト効率 . I適正である!評価替えが3年間隔であることから、 3年間の複数年契約を締結している。
効 1...;......:・叩............…日…;.+...........・H・.............1.
率 l実施主休の適正化 I適正である
性}ι ユ|

;|負担割合の適正化 |適正である

l自標達成度

類似事業の存在 I存在しない

エ雨量二伝言語'1品目芯伝説泌ぷ;;説じぷ;2;

有
効
性

評価業務は大きく分けると、 3年に一度評価替年度の前年度に行う。標準宅地の鑑定評価と、それを基に算定する路線化の
評価及び時点修正の2通りに分けられる。県内の多くの市では標準宅地は山口県不動産鑑定士協会と、路親価は民間業者
と分けて契約している。当市では従来よりまとめて業者と契約していたが、県全体のバランスと評価の公平性の観点から分割

課題 契約も検討する必要がある。

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
28年度以降、改善する予定

向性
時期

..... 

圃
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I係納収平成26年度事務事業評価シート|課局・室冒所(係)1 税務課

大項目f政策)
二71効率的で健全な行財政基盤づくり

事|この幹事蚕正蚕年4月に開催さ瓦扇丈各県の役員改|対象|中国都市税務協議会会員の職員
霊|選の前であるため前年度役員が出席することになり、平成l，~;I ~-I
孟126年度は副会長として出席する。平成26年度の開催地は|手段|協議会の議事進行
喜|雲南市となっており、これに出席し、国への要望書の取り~ 三i
lまとめや研修会の開催等を協議・決定する。 1:童E亘|地方団体聞の税務行政の協力体制を推進する。

f歳 J出 4 予算現額(円) 決算額(円I
旅費 44，000 43，780 

支出訳向

' 一一 .g. ヨ 言十 エ 44，000 |三:....43，780
. -a  止S.L，，tn、.， Ea1_，，=-，、

中国都市税務協議会幹事会出席

歳入二三ー 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金

県支出金
源割
地方債

内合
訳 その他三 T で h

一般財源 J二 44，000 43，780 

合二三計 三~44， 000 43，780 

一般 臨時

若動指標ーまたは成果指標 r H24 

1 I中国都市税務協議会幹事会出席

2 

3 

妥>~~翌?円1-9-(})雪常空生引| 雪き.~主三ぞ校三 I.~~.~.~~.空竺?主If~烹子烹里任と5竺?空空計史:-z>三:ご'<b1J弘!と:男円.円史守13mでmOJ1-t空空ぞ主è:L-とピfごr空雪ttl :â:
当 Tゴ|目的の妥当性 |妥当である

性『返品説福引説3日偏込み主義ぷ言語三日三;
ーコスト効率 1適正である
効 b ト……..・ ;;.....;.......:............1
率 |実施主体の適正化 |適正である

11単語以通年:"1 孟'~:;;~""I
|目標達成度主 主 |達成している

ち有~............， ...:.;...;...~.';:;;m.. ;.......1 J 
ご効 |類似事業の存在 j存在しない
牛 性 }トトト"山…….. … .. 山….. …一.ふ;
土盈施策への貢献度|貢献している|研修会等の開催を企画することで、税務職員に研修の機会を設け、納税者に対する公平性を確保する。

• 
課題

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

固



様式1号(事務事業評価)

1 日回平成26年度事務事業評価シート|課骨宮町所(係)1債権特別対策室|

(円J

32，576 

32，576 

(問主

50，000 11，281 

70，000 635 

143，000 32，576 

経常IT翠
|人工数(~入役)1人件賓I再工1
131 は661，6001

人株費概算

r 活動指標、または成果指標

滞納処分件数(件) 1.............................1 
1 1債権特別対策室の職務上、活動指標や目標を定I 269 I 222 

めることはできない。 一....・・H・H・.......・H・-・+

ι-二三H24
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滞納処分金額(千円)2 

-・・・・・・・....................

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.曹....
3 

一
一
一
妥
当
性

自治体関与の妥当性 l妥当である|市税等の滞納処分は、市が実施すべきであり妥当である。

目的の妥当性 | 妥当である|自主財源の確保に寄与するものであり妥当である。

対象(受益者)の妥当性|妥当である|市税等の滞納者および滞納者に関係する第三債務者が対象であり妥当である。

Iコスト効率 |適正である|財産調査、滞納処分にかかる費用は最小限度の費用であり妥当である。
効ト・…………-………H・H・..1.............................1
率キ|実施主体の適正化 |適正である|市税等の財産調査、滞納処分は市が実施すべきであり妥当である。
性~......…….....，……...........・H・ 1.............................1

負担割合の適正化 |適正である|市税等の財産調査、滞納処分にかかる費用は市が負担すべきであり妥当である。

目且;標標違成度
有 ;トド'"一iι匂忌司町f竺M空
効ご竺1三三|類似事業の存在 三| 存在しυ3な旨い |仲市税、国保、保育、介護、下水等多数の課にわたる滞納処分伽坤が2ト一元的に実施できるのは債権特別対策室だけである。
性 tド“山山….“山山..川山山…..山…..山…..山....………..山…..山"………...山....……….. 山…..山..…'一弓i
|上性施策への貢献度 i貢献している|自主財源の確保に貢献している。.. 
各担当課の徴収事務手続の平準化を図るため、各担当課ごとに徴収事務手続マーュアルを作成しており、その運用の周知

課題

徹底が必要である。

今の後方
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性
時期

圃



平成26年度事務事業評価シート|課唱皇国所得)1 企画課

様式1号(事務事業評価)

企画係 I INol 1 -1 1 1 

手段|寄附金の受入れ等の手続及びHPやチラシ配布による制度の周知を行う

自主財源の確保

_~I手数料 1 7，0001 674 

品三|ふるさと支援基金積立金1 3，600，0001 2，860，000 

」・消耗品 1 2，0001 1，501 

{再}

寄附金 3，600，0001 2，860，000 

31，307 

2，891;307 

※上段:目標中段:実績下段:達成率

臨時

=3，8¥4，3501. 2，891，3071 1 主主責主計三 1 3，814，350 

|一 三三斗江数{人役)1人件費伺LJI交付税 1 .1m: 1 1 
二三 木件費概算; 雪1 0叶 回5，7叫 |算入|無 II主計種別| 一般

活動指標、または成果子同票「三三三 ァ、 1 H24- 1 H25三」
1 2，000枚 1. 2，000枚

1 1チラシの配布枚数 1 1，650枚 1 1，500枚

21寄附件数
• • • • • • • • • :・
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31寄附金額

82% 1 75% 

一 14，000，000円

3，895，000円 13，375，000円

4，000，000円

2，860，000円

84% I I 71% 

妥 目的関与の妥当性|妥当である|自主財源の確保とふるさと意識醸成のために市による事業摘が妥当。
....-.."...-.，・......!，!oH'..............・M・1.............................1

可てそ1F惇叩::1帥帥|f陸帥目醐帥的蜘ぬ塁宇一一;主; |伝如一当計で功噺あ抗引る
\三~...I:，;'，:，f.:-:';}:.，.....:...;.~"，..， .....;;.I.............................1

|対象I受益者〉の妥当性|概ね妥当である

コスト効率 九 |適正である|必要最低限の事務費支出(通信運搬費、振替手数料)である。
効 トH・H・...・H・-……H・H・.....山川ト・H・H・-…・…H・H・....1

l hl実施主体の適正化 |「適配E正日で¥ ~r説員込単-量\説斗 | 通孟半三弓記五|
王q1匝;里?;秀空惇翌需雪空烹烹J空票ι聖聖i
効 |類似事業の存在:三云~ 1 存在しない

住|エ雨量二ぷ誌面|説ぷミ|己主両二是正;35:玩ぶ長お説通3Gi;説C2;;る;
.... 

本市ではこれまで、寄附者に対して特産品等の送付は行わず、お礼状や市の近況を綴ったふるさとだよりを送付してきた。
ふるさとの近況を随時伝えることにより、本市に対するふるさと意識を高めることができているものと考えている。
平成27年1月から寄附金に対する控除額が2倍となり、同年4月から「ワンストップ特例制度Jも創設され、国もふるさと納税へ

、課題 の取組を後押ししており、さらに地方創生を進める上で地方活性化の契機とすることができることからも、今後は特産品等の
返礼を含めてさらに寄附金確保を推進する方策を検討する。

今の後方
事業の進め方等に改善が必要

4改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

特典競争の過熱については、総務省から行き過ぎが指摘されており、節度ある対応が求められている。



様式1号(事務事業評価)

8 一日回調整係財政課平成26年度事務事業評価シート|課唱E室盲所得)1

歳入三乞 予算現額C円〕 ュ決算額(円)

国庫支出金三三

財 県支出金三ご
調割
地方債三三

内合
訳 その他三三

ー般財調三二

f三合一計 01 三0

.....，否評瓦扉7見直しがなされてhなF施京在用料につい
主lて、小野田地区と山陽地区との使用料の均衡を図る。
~I利用者負担の適正化が図れるよう、使用料単価の見直し
妻lを行う。

市7三出

三
一
一
支
出
内
訳
一

経常

。
|人工数(人役}I三木件費(円)I 

0051 278，585 

。
人件費概算ミム

子若覇指標、または成果指標三

3 

.盲j合体関与の妥当性|妥当である
妥 l仔空竺聖.. 山川.. 
当王|同目的の妥当性 |妥当である|小野回地区と山陽地区にある類似の施設に係る利用者負担額の適正化.均衡を図る
!蛙控2芸司1寸l…-・H・M・..h.....…………・|… H ・M・...・ H・......・H・l 
|対象(受益者)の妥当性| 妥当である

~lコスト効率 ...;.".~;...I 適正である基本的同維持管理経費雄用料で賄口を原則とし引き慌棚料等の適正化時める
効 }トトい.. 山……….. 山….. 山….. 山.....，，，叫川叩山.，叩.，，，戸司イ「 よ午..... 刊叩H日rアH片少司可叫山正θ←売，-..  川.

率 |実施主{俸率の適正化 | 適正である

性|通話予説正f~"""'1 員五三五五|議員長説i;三::EiZE正当二副長山長長
I自標達成度 |達成している

:有て}卜:.............................. ....'...... .~I 
~-，効 |類似事業の存在 1存在しない
性|ト.. ……… .. 山……….. 山……….. 山….. 山….. 山..“……….“…….. 山..山H山……….. …… .. … .. …' 

i上位施襲ど竺... ミ... 車白貢献度|貢献している

-施設の貸出時間区分においては、公民館、勤労青少年ホームにおいて、「時間あたりの貸出jを行うこととし、利用者の利便
性と施設の稼働率向上が図れるようにした。貸出区分に変更による影響について、利用状況等により検証し、「時間当たりの
貸出」方法の課題を抽出する。

課題
-現行の「時間区分帯貸出」の施設において、「時間当たりの貸出」方法の導入が可能かどうかの検討を行う必要がある。

-使用料の減免規定については、施設の目的に応じた適切な設定とする。

今の方後
計画どおり事業を進めることが適当

改善

向性 時期

.. 

鷲|無|
※上段:目標

H24 て H25

1 17 1 17 
小野田地区と山陽地区にある類似の施設におい| ・・寸
1 1~'~JJ~~~，~~~~;~~~~~~~1: :̂~~~~~~vv' I 0 I 17 
て、使用料の均衡を図る必要のある施設数 I..............:-:.............~ 

0.00% I 100.00% 

ー 10 I 10 
使用料単価や貸出方法の見直しの検討が必要な1..............;，;.............十2 1~~~~~11.Jl.I ¥ ..R..1-I-I/Jl，l-¥V./ ... n . .II-!=:!- VV.....1.!K1=I'J 1.J-X-Il~. d-- 1 0 I 
施設数 I..............:-:..........;..~ 

0.00% I 0.00% 

業

一

事

一

算

一
予

一
ロ
一
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一
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様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課・局・室・所得)I 管財課

:歳出 予算現額(円) 決算額(円)

需用費 1，000 。

子吾ミ三是主訳出向毛主= さー

舎三言十 1，00Q 。
a -E  且 L..I'_ILn且、 E E E"- 冨sa ，~・-、

財産管理係 l 回 r:Iヨ

歳入 l 予算現額(円) 決算額(円)

国庫支出金j

両源財ず割合
県支出金

地方債

訳 その他 広告収入 1，000 。
一二般財源三

合計 1，000 。
一般 |色合|

活動指標、または成果指標で一二 ::-r ---:-;R亙亙三| ニH25

I 7件 I 5件
1 I広告掲載件数 I 0件 I 0件

0% I 0% 

2 

3 

I"~.. ..~叩関閑与の翌烹?世佐..，妥吋る r~.?.市耐の公用車であ初りリ吋るo: 妥 lトトiλい...川.
当 1目的の妥当性性七 :三 .1妥当である|同自主財源の確保及び地域経済の活性化を図ることであり弘、妥当である。
性、三十}トトE町T布.. で-……….. …........一...チヂ←.日…....日一.斗一一戸….. 山……….. …… .. …… .. … .. ミしLい.. 山….町.

lぺ寸一一|対象(受益者)め妥当性| 妥当である | 

Iコスド効率 I適正である

:751持:長~~~~~~#i~~;::;:I:;::伝子三:l55245ESE-2555:::::
ー|負f担割合の適正化，0'適正である
三斗l目標達成度二 l検討が必必、要|掲載件数がO件である。

主£主有 Iト.. 一..…ぷ"ふn吋イ..，川玖引….'向'.可聖一←L

|「?千刊γ…I陶知剛|隔鮪剛霜鮪馴{似隅以
ミ |凶遥雇主ぶ¥ミ二弓ぷ説長正正'1偏偏j必j;ぷ語孟引昨|ド自主胡財源防ぷ品iι;這量ι;二辺主石i芯;石=ぷぶ;只; 

司ι
公用車の主な稼働範囲が市内のみであり、広告媒体として限界がある。

|、一語題

今の向方性後 事業の進め方等に改善が必要
改善
27年度中に改善に着手

時期

固



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課a局室・航係)I 

~I市有財雇菅重蓮肩肩軒巨基弓吾i盃有馬蚕雇正じで利用見
主|込みのない普通財産の売却処分や貸付等により自主財

管財課 財産管理係 l 回 日三コ

毒l源の確保を図る。また、そのための整備を行う。 I手段|市有財産活用検討委員会で個別管理運用方針を決定する。
要1 1意図一|財産処分による維持管理経費の削減、自主財源の確保。

! て歳 、出 予算現額(円) 決算額[円) 歳入 予算現額{円)

測量調査委託料 683，580 495，417 国庫支出金

肉J
車向 割合
県支出金本

地方債

訳 訳 その他三

一般財源 683，580 

合、計 683，580 le 495，417 合計 683，580 

I~ ι 1 江数司日開(胃Ll f 蚕付表l.~I I計一件費抑算ミ r'-H ~必| 仰;:';~51 I 算定| I Iー種別| 一般
※上段:目標中段:実績下段:達成率

活動指標、または成果指標; ジ 1. H24 1 H25 1 I H26 1目標 i
L 15件 L 20件 I L.. 20件 l達成

1 1市有財産の売却件数 ，.....s件 1 ...17件 I r.. 10件 l 度
21市有財産の貸付件数

31市有財産活用検討委員会開催回数

53.33% I 85.00% 
100件 1 100件

94件 1 86件

94.00拓 I 86.00% 
2回 1 2回
2回 1 2回

100% 100% 

|三 I自治体関与の妥当性|妥当である|市有財産の売却であり、妥当であるo
f妥て 1..・H・.~....~，.........…J……...・十 | 

2回

100% 

決算額(円)

495，417 

4~5 ，417 

己づ

三当ェ|目的の妥当性 工 |妥当である|財産処分による維持管理経費の削減、自主財源の確保のため、妥当である。
性トろ…・..................・H・..二....:1.............................1
対象(受益者)の妥当性| 妥当である

1::1コス卜効率 1適正である|売却のためであり臥、適正である。
効 |い"川山….. 山…….. 山….. …… .. …...一…N山…....ちu……….. 山….. 川山…….. 山….. 山….叫山.. 山……….. 山….. 山….. 山...……….. 山….. 山….. 山...……….. 一….. …一.一J
=率 |実施施主主体の適正化三| 適正である|市有財産の売却であり弘、適正である。

(I一性ιi[母母割告の通正{什適正である市有財産の売却であり、適正である。
i目標達成度 二 |達成している

有 l 勺 1.............................1

ロ効ニ|類似事業の存在 :三|存在しない'

|;注 I~説ぶ日持|幅五日平副5ijj三局長以
.い

未利用地の売却については、昨今の社会情勢下、困難な状況にあるため、売却促進のための方策を検討する必要があ
る。

課題

今の向後方性 計画どおり事業を進めることが適当
改善
時期

園



様式1号(事務事業評価)

平成26年度事務事業評価シート|課品目室伺(係)1 企画課 回企画係 日 5

三I~雨で福蔵する宇部・美祢・山陽小野田市広域連携協議|対象 1 (宇部市、美祢市、山陽小野田市の広域圏)
玉|会において、行政の広域的な取組みを図るため協議会を! ! 
議|開催している。会長及び事務局は2年度ずつ持ち回りで、|手段|協議会(年2回程度)
要|平成25年度からは宇部市、平成27年度からは山陽小野I~~I
l田市。 1意図j広域連携による振興

[円)

キ 01 0 

| 二 . ... ~."~_ -1木工数〈人役)1人件費(円)二|
三 人件費概算 1 0.051 278，5851 経常

若動指標手または成果指標

1 1幹事会の開催回数

21広域連携事業の実施

3 

|自漬律関与の妥当性| 妥当である l広域連携は、行政の課題であり妥当であるo
h妥 J川山--~，…………..........…1.............................1. 
i三当二 I目的の妥当性 | 妥当である↓今後の地方自治体のあり方を検討する上で、広域連携は有効な手段の1つであり妥当である。
=デ佐 ..1.:...，.::....:.............・H・...…E・E・..1 ↓ 
!対象(受益者)の妥当性| 妥当である|宇部市、美祢市は近隣市であり連携対象として妥当である。

司スト効率 主 |適正である

実施主体の適正化 |適正である

負担割合の適正化 |適正である

効
率
「姓

I目標達成度 二 |検討が必要|事業展開に至っていないため、検討が必要。
士有 ト....・H・...…H・H・...……-...，…1..........・H・..・・・・H・H・H・1...・
効|類似事業の存在 三|存在しない
性}ニ ーニム・|
土佐施策べの貢献度 i貢献している

..... 
各市の課題の解決及び人口減少社会に向けた広域連携での行政機能の維持や効率化を現実的に検討するため、まずは
三市での協議回数を増やすことが必要。

課題i

今の方後
事業の進め方等に改善が必要

改善
27年度中に改善に着手

向性
時期

j
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